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◆巻 頭 言◆ 

 

Climate Change, One Health, Sustainability 

 

山口県環境保健センター所長  調  恒 明  

 

 

 

 令和元年度、2年度の中国・四国支部長を務めさせていた

だいています、山口県環境保健センター所長の調（しらべ） 

と申します。私は、平成19年（2007年）に大学教員から所

長となり、今年で14年目となります。山口県では、地方環

境研究所と地方衛生研究所が環境保健センターとして一つ

の組織となっており、後者として、平成27年（2015年）か

ら地方衛生研究所全国協議会の会長を務め、今年で6年目で

す。 

山口県環境保健センターは、昭和33年（1958年）に山口

県衛生研究所として発足し、再編等を経て平成19年（2007

年）に現在の名称となり、生活環境の保全及び県民の健康

の確保を図るため、試験検査、調査研究、職員の研修等の

業務を行っております。 

さて、生物の活動は、原始地球に大きな変化をもたら

し、豊かな自然が築かれたわけですが、人の社会経済活動

により、その環境には大きな変化がおこっています。昭和

40年代には経済活動による明らかな環境負荷として公害が

おこり、それに対応するため、山口県においても公害研究

所が設立されました。その後、それらの環境汚染は克服さ

れ、水・大気環境は劇的に改善されました。しかし、瀬戸

内海などの閉鎖性水域では、逆に窒素・リンの不足による

貧栄養が問題となっています。野生生物が生存していた領

域にヒトが住み、その排泄物が浄化されると、栄養素の低

下が起こることは想像されますが、回帰すべき元の環境を

知るすべがなければ、目標設定も難しいように思えます。 

平成22年（2010年）頃から、Nature、Scienceなどの科学

雑誌の記事に、climate change（気候変動）という言葉が目

立ってきたことに気づきましたが、生命科学分野の文献デ

ータベースPubMedでこの言葉を検索すると、平成31年

（2019年）には7,000報を超える論文が報告されており、こ

の数は10年前の4倍に増加しています。温室効果ガスの削減

が進んでも当面の気候変動は避けがたいことから、その対

策が求められています。気候変動は、生活環境だけでな

く、災害、農水産物の産生量など、地域において異なる多

面的影響を与えていることから、平成30年（2018年）施行

の気候変動適応法で、自治体に気候変動適応センターの設

置が求められており、自治体内での部局横断的な組織作り

と、地域の大学等との連携が必要となってきました。 

 環境変化は、動物の生存環境に大きな影響を与えてお

り、コウモリ等を起源とする新興感染症が世界的な問題と

なっています。エボラウイルスは、もともと中央アフリカ

の森林に生息するオオコウモリに起源があるとされ、環境

の変化によりそのウイルスが、ゴリラ、チンパンジーに感

染し、ヒトが動物の肉を食用に処理する過程で感染したこ

とがエボラ出血熱流行のきっかけとなったと考えられてい

ます。現在、世界を混乱に陥れている新型コロナウイルス

（SARS-CoV-2）も、中国のコウモリが起源とされていま

す。このように、環境の保全による動物生息環境の維持が

ヒトの健康に不可欠であることから、ヒト、動物、環境の

衛生にかかわるものが連携して取り組むOne Health（ワン

ヘルス）の活動が行われています。 

 これらの課題に総合的に取り組むために平成27年（2015

年）9月に国連サミットで持続可能（sustainable）な開発目

標（SDGs）を掲げる「持続可能な開発のための2030アジェ

ンダ」が採択され、国際目標となった持続可能な社会づく

り、すなわち環境保全、経済活動の発展、社会の構造の統

合的な実現に向けての取組が必要となりました。 

 山口県においては、国立環境研究所、各地方環境研究所

と共同し、オキシダントの現状把握と生成に関する基礎的

知見の取得、PM2.5の発生源や高濃度事例の解明などに関す

る調査研究を行っています。また、平成15年（2003年）3月

に策定した「やまぐちの豊かな流域づくり構想（椹野川モ

デル）」に基づき、椹野川の流域に関わる各主体が協働・

連携して、干潟等の生物多様性の向上、干潟・藻場機能の

回復、住民が楽しめる干潟づくりなどを進めています。 

 一自治体の環境研究所ができることは限られていると思

いますが、支部及び全国の地環研、国立環境研究所と連携

を図りながら取り組むことによって少しでも地域における

課題に貢献していく必要があると思っています。今後と

も、ご指導、ご協力をいただきますよう宜しくお願いいた

します。 
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＜特 集＞自然災害と環境リスクへの対応 

 

事故・災害時における化学物質漏洩を想定した環境モニタリング手法 
の開発と地方環境研究所への実装を目指して 

 

中島大介*・中山 崇*・大曲 遼*・宮脇 崇**・門上希和夫*** 

（*国立研究開発法人 国立環境研究所・**福岡県保健環境研究所・***北九州市立大学） 

 

 

 

1．はじめに 

我が国は災害大国と呼ばれることがあり，地震，洪

水，台風などの天災に見舞われることが頻繁にある。こ

れらの天災は太古から我が国に固有の問題であって，地

球温暖化の影響を除けば新しい問題ではない。一方で，

関東大震災や伊勢湾台風等，高度経済成長以前の天災

と，以降の天災とでは，市中に多くの化学物質が存在す

る，という点で状況が異なる。我が国の災害時に化学物

質汚染が懸念されたのは，阪神淡路大震災後の大気中ダ

イオキシンの問題1)であったかもしれない。その後，東

日本大震災では，放射性物質による汚染の陰に隠れる形

で，化学物質の漏洩問題は大きな注目を集めることはな

かったが，いくつか漏洩の報告が残されている2,3)。ま

た，令和元年東日本台風（台風19号）でも，後述するよ

うに化学物質の流出が多く報告されている。本稿では，

近年の事故・災害時における化学物質漏洩及び国内外の

環境調査の事例を紹介するととともに，そのための技術

的開発状況と，災害時に地方環境研究所が最前線に立っ

て環境調査をすることを鑑みた実装への取り組みを紹介

する。 

 

2．近年の災害における化学物質漏洩事例 

2.1 2016～2018年の事故・災害 

平成28年（2016年）熊本県熊本地方を震源とする地震

（熊本地震，2016年4月14～16日）では，最大震度7（益

城町，西原村），死者273名，重傷者1,203名及び軽傷者

1,606名の被害が発生した4)。内閣府の発表には，化学物

質の流出事故は含まれていない。倒壊家屋の解体・撤去

にあたり，アスベストの飛散を調査する必要があった

が，その数が多く現地のみでの対応が困難であり，埼玉

県環境科学国際センターから職員が派遣された5)。この

事例は，2018年に締結された「災害時のアスベスト対策

支援に関する合意書」（後述）の契機となった。 

同じく2016年の糸魚川市大規模火災（2016年12月22日

に発生，23日鎮火，24日避難勧告解除）では，焼損棟数

147棟，消失面積約40,000 m3，被害総額1,077,246千円

という被害が発生した。その中でも県は周辺環境のアス

ベスト調査を第1回の被災者説明会（12月27日）の同日

から定期的に実施しており6)，その迅速な対応が住民の

安全を担保したと言われている。 

2018年2月，奄美大島に油塊が漂着する案件があった。

これに対して環境省では，漂着した油状物の回収・処理

等の支援・実施，漂着地域における野生生物・生態系等

への影響調査を実施している7)。この中で大気のモニタリ

ングも実施している。ベンゼン等の芳香族炭化水素，直

鎖脂肪飽和炭化水素，多環芳香族炭化水素，重金属及び

有害大気汚染物質（優先取組物質）のうち一部の揮発性

有機化合物を測定し，大気への影響は確認されなかった

と報告している8)。このモニタリングに際して参考になっ

たのは1997年のナホトカ号重油流出事故での調査事例で

ある。当時の環境庁・国立環境研究所が報告書をまとめ

ており9)，後述する佐賀・油流出事故，モーリシャス沖の

重油流出事故の際にも参考にされている。このような環

境モニタリングについては，報告書を作成して残してお

くことの重要性が実感される。 

福井県若狭町の化学工場における爆発事故（7月2日，

死者1名，負傷11名）ではオレンジ色のガスが飛散する様

子がYoutubeにアップされ，注目を浴びた。 

北海道胆振東部地震（9月6日，死者42名，重症31名，軽

傷731名）では室蘭市の石油コンビナート，厚真町の火力

発電所で火災が発生した。毒劇物の販売業で1件建物被害

が生じたが，漏洩はなかった10)と報告されている。 

6月28日から7月8日にかけて，台風7号および梅雨前線

等の影響により西日本を中心に北海道や中部地方を含む

全国的に広い範囲に集中豪雨が発生し（平成30年7月豪

雨），死者237名，行方不明8名，住家被害は全壊6,767棟，

半壊11,243棟，一部損傷3,991棟，床上浸水7,173棟，床

下浸水21,296棟と大きな被害があった。岡山県総社市の

非鉄金属業の工場において，溶解炉の浸水による爆発が

生じ，溶解アルミ塊が敷地外へ飛散，民家に落下するな

どの被害が生じた。このほか，LPガスボンベの流出も多

数報告されており，岡山県，愛媛県で3,400本（廃棄予定
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の空容器約300本を含む），その他の都道府県で約600本

が流出・埋没しているが，うち3,900本が回収されている。

また，災害廃棄物の集積場から散弾銃の弾が発見されて

いる。兵庫県たつの市では劇物が排水管から側溝に流出

する事故が発生している11)。なお環境省は，8月から岡山

県，広島県及び愛媛県において大気中アスベスト濃度の

調査を実施した。 

2018年にはこのほかに大阪府北部地震（6月18日，死者

3名，負傷者56名）12)があったが，化学物質漏洩の報告は

なかった。 

 

2.2 2019～2020年の事故・災害 

2019年5月15日，常総市の雑品スクラップの火災が発生

した。鎮火は12日後の27日であり，この間，放水活動が

続けられた。県は大気中のベンゼン，トリクロロエチレ

ン，テトラクロロエチレン，ジクロロメタン及びPM2.5濃

度の測定を数回実施，HPに随時公開した13)。5月15日のベ

ンゼンの測定結果が0.032 mg/m3と環境基準を超えたが，

管理基準の100分の1程度であるという参考資料を添えて

公開している。 

2019年8月26日から続いた大雨（令和元年８月の前線に

伴う大雨）では，死者4名，住家被害1,929棟の被害があ

り14)，中でも佐賀鉄工所から流出した焼き付け油（ダフ

ニークエンチGS70）による周辺地域の汚染が問題となっ

た。 

2019年10月に発生した令和元年台風19号（令和元年東

日本台風）での化学物質流出の報告は多く，宮城県角田

市から油（推定流出量合計135 L），J-オイルミルズ静岡

事業所からはリン化アルミニウム材（製品名フミトキシ

ン，1 kg×3本），郡山市エム・ティ・アイ及びサンビッ

クスからシアン化ナトリウム，本宮市ではフッ化水素ア

ンモニウム入りタンク，トリクロロエチレン，ジクロロ

メタン，イソプロパノール入りドラム缶の流出がそれぞ

れ報告されている。 

2020年もいくつかの事故が報告されている。5月12日，

水戸市の逆川，桜川で数百匹の魚のへい死事故があった

とされる。水戸市が水質調査結果を報告しており，農薬

に含まれる5種類の物質が基準値を超えて検出されたと

報道されている。 

令和2年7月豪雨（7月3日～31日）では，大分県日田市

のJA倉庫が損壊，保管していた農薬976品目（計674 kg）

が流出，一部が玖珠川に流出した。その後の調査で，被

災時における保管量1,104 kg中，7月27日時点で1,081 kg

を回収済と発表されている。そのほか，低濃度PCB無害化

認定施設の関連施設が冠水したものの，PCBの漏洩等によ

る周辺環境への影響はないとされている15)。 

2020年度の化学物質案件には，横浜・横須賀の異臭問

題を取り上げておきたい。6月以降，神奈川県の東京湾側

で断続的に異臭の報告が続いた。ガスのような臭い，ゴ

ムが焼けたような臭い，等とされている。この発生源に

ついては特定されていない。行政への苦情として悪臭は

高頻度の案件であるが，今回の異臭騒ぎは報道も一時過

熱気味であった。異臭の場合，サンプル採取が困難であ

ることが多く，その原因物質の特定や発生要因の特定も

困難である場合が多い。本件についても引き続き注目し

ていきたい。そのほか，郡山市のガス爆発（7月30日），

消防隊員と警察官計4名が死亡した静岡市の工場火災（7

月5日）も発生している。 

海外の事例では，8月4日にレバノン・ベイルートで大

規模な爆発が生じた。報道では約2,750トンもの硝酸アン

モニウムが保管されていたとのことで，被災地は広範囲

であり，様々な燃焼生成物や副反応物が存在した可能性

があり，モニタリングの必要性を感じている。 

海外のもう１件は，モーリシャス沖における重油流出

事故である。国際的な問題となったこの事故では，日本

からも専門家を派遣して対応にあたったが，サンゴやマ

ングローブ等の生態系への影響が懸念された。 

 

3．我が国の災害時環境モニタリングの現状 

前項のように，事故・災害時に化学物質の流出が報告

された際には，多くの場合は当該地方公共団体で対応が

検討されてきた。環境省にも情報が上げられ，そこから

個別に適切な機関・研究者に相談の形で応援が要請され

た例もある。地方公共団体の策定する地域防災計画の中

には，それぞれ有害物質の流出の際の対応が書き込まれ

ているが，環境モニタリングの実施体制について具体的

な記載がある場合は少ない。また自治体をまたぐ協力関

係は，環境部門においてはほとんどないのが実情であ

る。 

2.1項で紹介した「災害時のアスベスト対策支援に関

する合意書」では，環境省関東地方環境事務所，国立研

究開発法人国立環境研究所，埼玉県環境科学国際センタ

ー及び一般社団法人建築物石綿含有建材調査者協会との

間で，地震等の災害時に，環境省又は被災自治体からの

要請を受け，関東地方環境事務所管内の1都9県におい

て，自治体が主体となって実施する被災建築物のアスベ

スト含有状況調査，大気中のアスベスト濃度のモニタリ

ング調査，被災建築物の解体工事におけるアスベスト飛

散防止対策，災害廃棄物の仮置場等における飛散性アス

ベストの管理等に対する支援を行うものである。このよ

うな協定が事前に整備されていれば，発災時にロジを必

要とせず，迅速な対応が可能になる。また，平時におけ

る準備も行われることになり，災害時における環境部門

の協定として先進的な取り組みのひとつである。現時点
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では関東地方環境事務所の所轄管内に限定されている

が，同様の取り組みが他地域にも広がる可能性がある。

また，対象もアスベストとされているが，他の規制物質

についても拡大する可能性もあり得ると考えている。 

米国には，米国環境保護庁（US EPA）の中に緊急環境

調査チーム（Environmental Response Team: ERT）16)が

組織されており，緊急環境調査機関ネットワーク

（Environmental Response Laboratory Network: 

ERLN）17)等の多くの組織と連携して対応にあたってい

る。一方，このような全国的な対応チームはわが国に存

在しない。DMAT（災害派遣医療チーム），DCAT（災害派

遣福祉チーム，平成24年から），DPAT（災害派遣精神医

療チーム，平成26年），DHEAT（災害時健康危機管理支

援チーム，平成30年3月），JETT（気象庁防災対応支援

チーム），TEC-FORCE（緊急災害対策派遣隊），

D.Waste-Net（災害廃棄物処理支援ネットワーク）な

ど，様々な分野における災害時の支援チームが活躍して

いる。日本版のERTの整備が必要ではないだろうか。 

 

4．災害時環境モニタリング体制の構築に向けた技

術的課題 

災害時の環境モニタリングをいくつか経験してきた中

で，その都度突き当たる課題は， (1)どこで何を測るべ

きか（調査計画法），(2)どう測るべきか（測定技術），

(3)どう解釈するか（判定・判断），(4)どう対応するか

（対策），(5)何を準備しておくべきか（平時），(6)ど

う整備していくか（準備と整備）の6点である。特に(2)

について詳しく述べたい。 

現状で実施されている環境モニタリングは，化学物質

環境実態調査（エコ調査）に代表されるように，実質的

に平時測定のためのものであり，高精度であることが要

求され，同時に高感度を追求した方法である。この場合，

測定に要する時間を考慮する優先順位は低い。緊急時に

必要な調査手法は平時のものとは設計思想が異なるだろ

う。緊急時に必要な測定法には，①迅速に結果が出るこ

と，②求められる定量下限値が比較的高い，③試料採取

や測定資源に制約があること，等の条件がある。①に関

して，災害時に第一報として知りたいことは，安全なの

か，危険なのかの判断であって，あるクライテリアを越

えているか否か，という判定である。②に関して，緊急

時における曝露濃度のクライテリアについては別途慎重

な議論が必要であるが，平時のクライテリアが慢性影響

を考慮するのに対し，災害時の場合は急性毒性，中毒症

状を考慮するという考え方に立てるだろう。したがって

求められる下限値は高くなり，超高感度な装置よりも，

平易な汎用装置こそ活躍できる可能性がある。③に関し

ては，水，電源，照明，保冷等，現地で調達できるとは

限らないことを想定しておくべきである。災害の規模に

よっては，これらの資源を使えるだけ使う前提であって

も，何かが欠けたときにどんな影響がでるのか，何がで

きて何ができなくなるのか，その場合の対応をどうする

のかは，模擬訓練などを実施して確認しておく必要があ

るだろう。そして，災害時に最も大切なことは，二次災

害を引き起こさないことである。試料を得ることは大切

だが，平時と異なり現地に到達することが困難であった

り，危険を伴ったりするという前提で計画することも必

要になる。災害時用の装備も準備できると良いだろう。 

3.項で述べたとおり，現状の事故・災害では，化学物

質の流出の報告から対応がスタートする。多くの場合，

流出した化学物質が分かっており，そのSDSと場合によっ

ては標準品が入手可能である。一方，津波被災地のよう

な状況では，何がどれだけ流出したのか，あるいは火災

等により生成した物質が滞留している可能でもある。こ

のような場合には，マルチターゲット分析法が必要にな

るだろう。 

 

5．災害時環境モニタリングに向けた技術開発 

阪神淡路大震災を受け，平成9年度に当時の環境庁がと

りまとめた「緊急時における化学物質調査マニュアル」

がある18)。そこには，検量線データベース法19)を利用して

285種類の物質を簡易にGC/MSで測定できる半定量ソフト

の操作法が記載されている。この半定量は，GC/MSを一定

の条件に統一して維持することにより，あらかじめ測定

しておいた標準物質の相対保持時間，質量スペクトル及

び検量線情報をデータベース化して利用するものである。

自動同定定量システム（AIQS）と呼ばれるもので，現在

は半揮発性物質を対象としたGC-MS版のAIQS-GC20-24)と，

親水性物質を対象としたLC-QTofMS版のAIQS-LC25,26)が開

発されており，AIQS-GCでは約1,000物質の情報が収載さ

れたデータベースや解析ソフトが市販されている。 

4.項で述べた通り，災害時にはマルチターゲット分析

法が効率的と考えられ，AIQS-GCを活用するのは現実的な

選択であるが，以下の3つの改善点がある。ひとつは，市

販AIQS-GCが現在島津社製とアジレント社製の装置にし

か対応していない上に，両者は測定条件も収載データベ

ースも異なり，互換性がないことである。ふたつめは，

データベースに収載されている物質が平時の環境モニタ

リングを意識したものであることである。そして3つめは，

既存公定法に適用されていないことから，地方環境研究

所における導入と活用が進んでいないことである。 

これらの課題に対し，著者らが担当する環境省環境研

究総合推進費「災害・事故等で懸念される物質群のうち

中揮発性物質に対する網羅的分析技術の開発と拡充

【S17-3(2)】」と，国立環境研究所と地方環境研究所等
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とのII型共同研究「災害時等の緊急調査を想定したGC/MS

による化学物質の網羅的簡易迅速測定法の開発」におい

てそれぞれ取り組みを進めている段階である。 

すなわち，どのメーカーの装置でも使えるAIQS-GCを作

ること，災害時に測定すべき物質をデータベースに追加

すること，発災時の環境モニタリングを担当することが

想定される地方環境研究所への導入と活用に関する支援

を行っている。 

汎用AIQS-GCでは，カラムの種類，キャリアガスの制御

方式，昇温条件等を統一し，保持指標を利用することに

した27)。汎用化の大きな課題は，チューニング方法であ

る。AIQS-GCの（検量線データベース法の）基本的な考え

方は，GC/MSを常に規定された状態に保つことにより，同

じ状態で測定された質量スペクトル，保持指標及び検量

線情報を使うことが可能になる，というものである。し

たがって，質量スペクトルを一定の状態に規定するため

には，ターゲットチューニングを行うことが必要になり，

DFTPPチューニングを採用している。しかし一部装置では

このチューニングができないものがある。オートチュー

ニングでAIQS-GCを利用するための補正法も検討中であ

るが，機器メーカーにはDFTPPチューンへの対応をお願い

したいところである。 

図１ MI-AIQS解析画面 

 

収載物質データの拡充については，国内ストック量と

毒性情報等から追加の優先順位付けをして物質を選定し

ている。また，各条例を含む各種規制項目等も参考にし

ながら，災害時に測定が必要な物質を網羅すべくデータ

の採取を続けている。データベースは鮮度が重要で，ユ

ーザーからのリクエストを受けて物質を追加したり，不

具合の報告を受けてデータを取り直すなど，アップデー

トされることが望ましい。そこで，データベースはウェ

ブ上に置いてメンテナンスを容易にする方向で準備して

いる。 

これまでに，第一段階である装置非依存型AIQS（MI-

AIQS）を開発した。MI-AIQSでは，各社のGC-MSで測定し

たデータを各装置に付属する解析ソフトを用いてcdfフ

ォーマットに変換したデータを用いる。共通の測定条件

を用い，保持指標を算出するための炭素数9～33のアルカ

ン混合溶液の測定データ，性能評価標準混合溶液の測定

データを読み込ませて，まず装置が規定された状態にあ

るかの判定を行う。合格判定が出た場合には規定の内標

準を添加した試料溶液を測定し，同定定量を行う。図1に

示される画面右上の表は同定定量された物質のリストと

濃度が表示される仕組みである。左側３つのクロマトグ

ラムは上から，定量イオン，第１確認イオン，関連する

複数イオンを重ねたものであり，データベースから予測

されるピークの位置が赤線で示され，保持時間のずれを

判断できる。中央の質量スペクトルは上から測定ピーク

の質量スペクトル，測定スペクトルのうち，類似度が高

い物質の標準スペクトル中の主要なシグナルだけを抽出

したもの，データベースに登録されている標準物質の質

量スペクトル，であり，同定の確からしさを視覚的に確

認することが可能である。 

図２ ブラウザ版AIQSの解析画面 

 

続いてこれをブラウザ上で作動させるブラウザ版AIQS

を開発した（図2）。ブラウザ版では，災害時においてサ

ーバーや通信回線の負荷を軽減する必要があること，

AIQSを保有せず，その操作に不慣れなユーザーが使用す

る可能性があること等を考慮に入れ，重要な機能に絞り

込み，また操作手順が判りやすいような工夫を施した。

これらのソフトウェア（現在はMI-AIQSまで）はII型共同

研究に参加する40機関に配布し，操作法の研修を実施（後

述）するとともに，不具合の抽出，改善提案等を受け付

けており，順次バージョンアップを進めている段階であ

る。 

 

6．地方環境研究所との協働と実装に向けた取り組

み 

前項で述べた通りII型共同研究を実施している40機関

には，開発したMI-AIQS（スタンドアローン型NIAGINATA）
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を配布し，その操作を試行してもらっている。まず「性

能評価標準溶液（クライテリアサンプルと呼んでいる）」

を測定，そのデータをメールやファイル交換サーバーを

通じて送ってもらい，国環研で解析して実施元のGC-MSの

状況の合否を判定している。多くの場合，最初は合格に

ならず，カラムのカット，注入口周りの洗浄，消耗品交

換，真空状態の改善など様々な項目を改善してもらうこ

とで合格に達する場合が多い。続いて約100種類の化合物

が含まれている「チェックスタンダード」の測定に進み，

測定が合格したら自らAIQSの解析を実施してもらってい

る。解析方法の習得に関しては，共同研究機関の担当者

を対象に2019年度に研修会を2回に分けて開催し，20機関

の参加いただいた。さらに，環境省環境調査研修所での

問題解決型分析研修に「緊急時環境モニタリング」が取

り上げられ，II型共同研究に参加する7機関が参加してい

る。2020年度は新型コロナの影響で集合型の研修会を実

施できなかったが，一部オンラインでの勉強会等が予定

されており，引き続きAIQSの利用促進を支援していく。 

図3 環境調査研修所（所沢）での研修風景 

 

なお本課題で採取した物質データ等は，多方面での活

用を期待して無償公開することとしている。このような

取り組みを進めることで，AIQS-GCが多くの機関で活用可

能な状態になり，通常業務での予備的利用や，平時デー

タの蓄積を期待している。 

 

7．おわりに 

災害時の一刻を争う状況で，日ごろ使っていない分析

法と解析法を，マニュアルを見ながら試してみる，とい

うことは通常の神経であれば採用しないだろう。災害時

にAIQS-GCを使えるという状況を作るには，平時から使い

慣れた状態にする，ということである。通常の業務にAIQS

を組み込む仕掛けも今後重要になってくると考えている。 
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＜特 集＞自然災害と環境リスクへの対応 

 
福島県環境創造センターにおける 

令和元年度東日本台風等に係る取組 
 

福島県環境創造センター 

 

 
 
 

1． はじめに 

福島県環境創造センターは，東日本大震災に伴い発生

した東京電力福島第一原子力発電所の事故による前例の

無い原子力災害からの「環境回復・創造」に向けた取

組，福島県内において震災以前から実施されてきている

関係法令に基づくモニタリングや規制基準の遵守状況確

認のための調査研究を行う総合拠点として，平成 27 年

に「福島県」が，旧環境センターと旧原子力センターの

機能を統合し，設置した地方環境研究所である。 

令和元年 10 月に発生した令和元年東日本台風では，

福島県内各地で甚大な被害が生じた。そのため，環境創

造センターでは，発災直後から被害のあった県内各地で

の環境モニタリングや災害廃棄物の適正処理を進めてい

くための調査研究を実施した。そこで本稿では，環境創

造センターの紹介と，令和元年東日本台風での一連の対

応を通して得られた経験や教訓について紹介する。 

 

2． 福島県環境創造センターの概要 

福島県環境創造センターは，福島県のほぼ中央部にあ

る三春町の田村西部工業団地内に立地している（図

1）。主に福島県職員が入居している地上 2階建ての本館

1 階には，土壌や海水等の環境試料中の放射性セシウム

やストロンチウム等を測定するための設備，2階には一

般環境中における有害物質等を分析するための設備な

ど，最新鋭の分析機器を数多く有している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また，三春町にある環境創造センターには，本館に加

え，日本原子力研究開発機構(JAEA)と国立環境研究所

(NIES)が入居する研究棟，体験型の展示や世界に 2つだ

けの全球型ドームシアターを有し，福島の現状や放射線

について学習する交流棟（愛称：コミュタン福島）があ

る。また，福島県環境創造センターの組織は図 2のとお

りとなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

このように，環境創造センターは「福島県」と「日本

原子力研究開発機構(JAEA)」，「国立環境研究所(NIES)」

の 3 機関が連携・協力し，①福島県内各地の空間放射線

量や放射性物質さらに，一般環境中における有害物質等

の継続的な測定を目的とした「モニタリング」，②環境

中における放射性物質の挙動予測や解明等を目的とした

「調査・研究」，③モニタリングや調査・研究で得られ

た成果を円滑に還元することなどを目的とした「情報収

集・発信」，④主に小中学生を対象とした放射線や環境

問題に関する学習支援や長期にわたる人材育成を目的と

した「教育・研修・交流」に取り組んでいる。 

 

3． 令和元年東日本台風等による被害 

福島地方気象台によると 1），令和元年 10月 6日

（日）に南鳥島近海にて発生した令和元年東日本台風

（台風 19号）は，西へ進みながら急速に発達し，猛烈図 1 福島県環境創造センター航空写真 

図 2 福島県環境創造センター組織図 
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な勢力を維持したまま北上した。福島県内では，10月

11日（金）から前線の影響により雨が降り始め，特に

台風の接近・通過に伴い 12日（土）から翌 13日（日）

にかけて非常に激しい雨となった。 

 この台風の影響により 11日（金）午後 3時から 13 日

（日）午前 6時までの間，福島県内の広い範囲で 200mm

以上の降雨量が観測されており，川内村：445.5mm，福

島市鷲倉：382.5mm，白河市：373.0mmなど，これらの

数値は例年の 10月における降雨量 1か月分の 2倍から

3 倍に相当する量であった。 

令和 2年 11月 10 日（火）時点での福島県危機管理部

災害対策課による被害状況の取りまとめによると 2），福

島県内では，国管理河川である阿武隈川で決壊 1か所，

越水 19か所，溢水 6か所が発生し，県管理河川でも 49

か所で堤防が決壊した。この河川氾濫等による人的被害

や住家への被害は表 1のように報告されている。さら

に，21市町村にて 152件の土砂災害（図 3）が発生し，

農地の被害総面積は 2,120 ha となっている。 

表 1 県内の被害状況 

【人的被害】 【住家被害】 

死者   38 名 全壊       1,445 棟 

重傷者  1 名 半壊      11,959 棟 

軽症者 58 名 一部破損   6,131 棟 

  床上浸水   1,022 棟 

  床下浸水     432 棟 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4． 空間線量率等モニタリングについて 

令和元年東日本台風等に伴う大規模な浸水被害のあっ

た地域において，河川の氾濫に伴う放射性物質による生

活環境への影響が懸念されることから，その実態を把握

するため，令和元年 10 月 23 日（水）から令和元年 11 月

25 日（月）まで河川氾濫が発生した中通りの阿武隈川及

び浜通りの河川の浸水地域において空間線量率の測定，

河川の氾濫に伴い流入した泥土の放射能濃度の測定及び

大気浮遊じんの放射能濃度の測定を実施し，結果を速や

かに公表した 4)。 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
空間線量率の測定については13地点で各2回実施し，

その結果は，表2に示すとおり，測定値は0.08～0.17μ
Sv/hであり，台風通過前（令和元年9月）の県内7方部の

空間線量率（0.03～0.15μSv/h）と同程度であった。 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

図 3 土砂災害の状況 3） 

図 4 測定地点図 

図 5 泥土採取の状況 
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表 2 空間線量率の測定結果【μSv/h】 

地点名 測定日 測定結果 

県内７方部

（※）の空間線

量率の範囲（令

和元年 9 月） 

① 伊達市梁川町 
令和元年 11 月 13 日 0.08 

0.03～0.15 

令和元年 11 月 18 日 0.08 

② 桑折町大字伊達崎 
令和元年 10 月 24 日 0.14 

令和元年 11 月 5 日 0.11 

③ 二本松市上竹 
令和元年 11 月 13 日 0.14 

令和元年 11 月 18 日 0.11 

④ 本宮市本宮 
令和元年 10 月 24 日 0.16 

令和元年 11 月 5 日 0.16 

⑤ 郡山市横塚 
令和元年 11 月 13 日 0.13 

令和元年 11 月 25 日 0.11 

⑥ 郡山市田村町徳定 
令和元年 11 月 7 日 0.09 

令和元年 11 月 18 日 0.09 

⑦ 須賀川市中曽根 
令和元年 10 月 23 日 0.15 

令和元年 11 月 7 日 0.17 

⑧ 玉川村竜崎 
令和元年 11 月 13 日 0.10 

令和元年 11 月 25 日 0.10 

⑨ 石川町下泉 
令和元年 11 月 7 日 0.09 

令和元年 11 月 18 日 0.10 

⑩ 相馬市北飯渕 
令和元年 10 月 24 日 0.10 

令和元年 11 月 5 日 0.09 

⑪ 南相馬市原町区 
令和元年 10 月 24 日 0.09 

令和元年 11 月 5 日 0.11 

⑫ いわき市平 
令和元年 10 月 24 日 0.08 

令和元年 11 月 5 日 0.08 

⑬ いわき市好間町 
令和元年 11 月 14 日 0.08 

令和元年 11 月 21 日 0.09 

※調査地点：県北保健福祉事務所南側広場，郡山合同庁舎東側駐車場，白河合同庁舎

駐車場，会津若松合同庁舎駐車場，南会津合同庁舎駐車場，南相馬合同庁舎駐車場，い

わき合同庁舎駐車場 

 
泥土の測定については10地点で各2回実施し，その結

果は，表3に示すとおり，Cs134+Cs137の濃度が25～
3,960 Bq/kg乾であり，これは昨年度県が採取した県内7
方部の土壌の測定結果（130～2,600 Bq/kg乾）と同程度

であった。 
大気浮遊じんの測定については13地点で各2回実施

し，その結果は，表4に示すとおり，Cs134+Cs137の濃

度がND～0.99 mBq/m3であった。最大値となった桑折町

伊達崎において，Cs134+Cs137の濃度は，0.99 mBq/m3と

なっているが，当該濃度の空気を1年間吸い続けたと仮

定した場合の内部被ばく線量は0.00037 mSvと計算さ

れ，この値は，年間追加被ばく線量1 mSvの約2,700分の

1となる。 
 

 

 

 

 

表 3 泥土の測定結果【Bq/kg 乾】 

地点名 採取日 
測定結果 

（Cs134+Cs137） 

県内７方部

（※）の環境土

壌の範囲 

（平成 30 年

度） 

③ 二本松市上竹 
令和元年 11 月 13 日 720 

130～2,600 

令和元年 11 月 18 日 724 

④ 本宮市本宮 
令和元年 10 月 24 日 2,240 

令和元年 11 月 5 日 3,960 

⑤ 郡山市横塚 
令和元年 11 月 13 日 2,990 

令和元年 11 月 25 日 1,810 

⑥ 郡山市田村町徳定 
令和元年 11 月 7 日 650 

令和元年 11 月 18 日 766 

⑦ 須賀川市中曽根 
令和元年 10 月 23 日 695 

令和元年 11 月 7 日 529 

⑧ 玉川村竜崎 
令和元年 11 月 13 日 453 

令和元年 11 月 25 日 731 

⑨ 石川町下泉 
令和元年 11 月 7 日 31 

令和元年 11 月 18 日 25 

⑩ 相馬市北飯渕 
令和元年 10 月 24 日 906 

令和元年 11 月 5 日 901 

⑫ いわき市平 
令和元年 10 月 24 日 531 

令和元年 11 月 5 日 150 

⑬ いわき市好間町 
令和元年 11 月 14 日 55 

令和元年 11 月 21 日 46 

※調査地点：福島市荒井，郡山市逢瀬町，いわき市川部町，白河市大信隈戸，相馬市中

村，会津若松市一箕町，南会津町糸沢 

※検出下限値 Cs-134：5.9～14 Bq/kg 乾，Cs-137：4.2～15Bq/kg 乾 
 

表 4 大気浮遊じん（ダスト）の測定結果【mBq/m3】

（ハイボリウムエアサンプラによる測定） 

※検出下限値 Cs-134：0.31～0.59 mBq/m3，Cs-137：0.26～0.62 mBq/m3 

 

地点名 採取日 
測定結果 

（Cs134+Cs137） 

① 伊達市梁川町 
令和元年 11 月 13 日 ND 

令和元年 11 月 18 日 0.51 

② 桑折町大字伊達崎 
令和元年 10 月 24 日 0.99 

令和元年 11 月 5 日 ND 

③ 二本松市上竹 
令和元年 11 月 13 日 0.31 

令和元年 11 月 18 日 ND 

④ 本宮市本宮 
令和元年 10 月 24 日 ND 

令和元年 11 月 5 日 0.86 

⑤ 郡山市横塚 
令和元年 11 月 13 日 ND 

令和元年 11 月 25 日 ND 

⑥ 郡山市田村町徳定 
令和元年 11 月 7 日 ND 

令和元年 11 月 18 日 ND 

⑦ 須賀川市中曽根 
令和元年 10 月 23 日 ND 

令和元年 11 月 7 日 ND 

⑧ 玉川村竜崎 
令和元年 11 月 13 日 ND 

令和元年 11 月 25 日 ND 

⑨ 石川町下泉 
令和元年 11 月 7 日 ND 

令和元年 11 月 18 日 ND 

⑩ 相馬市北飯渕 
令和元年 10 月 24 日 ND 

令和元年 11 月 5 日 ND 

⑪ 南相馬市原町区 
令和元年 10 月 24 日 ND 

令和元年 11 月 5 日 ND 

⑫ いわき市平 
令和元年 10 月 24 日 ND 

令和元年 11 月 5 日 ND 

⑬ いわき市好間町 
令和元年 11 月 14 日 ND 

令和元年 11 月 21 日 ND 
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5． 有害物質のモニタリングについて 

5.1 公共用水域中の有害物質のモニタリング 

 令和元年東日本台風により随所で氾濫等が発生した阿

武隈川の流域において，メッキ工場からのシアン化ナト

リウムを含むメッキ液の流出，金属表面処理業者からの

フッ化水素アンモニウムを含む薬液の流出，再生有機溶

剤製造業者からのドラム缶等の大量流出（一部にトリク

ロロエチレン，ジクロロメタンを含む）が相次いで発生

した。 
 県は，中核市である郡山市及び河川管理者である国土

交通省と連携して対応に当たった。環境創造センターで

は搬入された阿武隈川の水質分析を担当し，全シアン，

ふっ素及び VOC 等の分析を実施した。特にシアンにつ

いては事案が判明した 10 月 15 日から 11 月 8 日まで

（そのうち 10 月末までは土日を含めて毎日）試料が搬

入され，同日中の結果の報告が求められた。県，市及び

国による調査の結果は，その日のうちに国土交通省から

HP により公表された 5)。 
 幸い，河川水質への影響は確認されなかったが，環境

創造センター（調査･分析部環境調査課）では休日返上

で迅速さを最優先に対応に当たった。 
 
5.2 大気中アスベストモニタリング 

 令和元年東日本台風により被災した建築物等の除去等

に当たりアスベストの飛散が懸念されたことから，環境

省と連携して大気環境中のアスベストのモニタリングを

実施した。 
 環境省は災害廃棄物仮置場周辺等の 11 地区において

令和元年 11 月～12 月に調査を実施，県は浸水被害によ

り多くの災害廃棄物の発生が見込まれる 5 市町村の 5 地

点において令和元年 11 月～12 月及び令和 2 年 2 月に調

査を実施し，環境創造センターでは県実施分の検体につ

いて総繊維数を測定した。 
 結果はいずれも総繊維数濃度が 1本/L未満であった 6)。 

 
6． 災害廃棄物について 

6.1 災害廃棄物の発生 

令和元年東日本台風等に伴う河川氾濫により県内 37
市町村で約 507 千トンの災害廃棄物が発生した。令和 2
年 9 月末時点で災害廃棄物処理進捗は 41.4％となってお

り 7)，令和 3 年 4 月末の処理完了を目標として処理が続

けられている 3)。 
災害廃棄物は，浸水により発生する廃家電，生活用品，

流木および土砂の混ざったがれきなどの片づけごみと，

被災家屋を解体した際に発生する解体廃棄物の 2 つに大

別される。特に片づけごみに関しては，被災直後から排

出され生活環境保全の観点からも迅速な処理・処分が求

められるが，一般廃棄物処理施設の処理能力を超える量

の廃棄物が発生し，郡山市では廃棄物処理施設が被災し

たことにより，円滑な処理が困難となった。さらに，廃

棄物に原発事故由来の放射性セシウムが含まれているか

もしれないという住民の不安から福島県内や広域での災

害廃棄物処理に懸念が生じた。 
この問題に関して，福島県環境創造センターでは行政

的な側面として広域処理支援のための災害廃棄物調査及

び研究的な側面としての国立環境研究所との共同調査を

実施した。 
 
6.2 広域処理支援のための災害廃棄物調査 

令和元年東日本台風等により，特に複数個所で河川氾

濫が発生した阿武隈川周辺の市町村において，大量の災

害廃棄物が発生した。これら災害廃棄物は一般廃棄物と

して扱われ，生活環境上の支障となるため迅速に処理し

なくてはならないが，通常通りの生活ごみの処理も継続

しなければならないことから，複数の市町村等で自区域

内での処理能力の限界を超過した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
自区域内での処理能力を超過した市町村等は，福島県

に災害廃棄物等の広域処理の調整を依頼し，県から廃棄

物処理能力に余裕のある市町村等や福島県産業資源循環

協会及び環境省等へ災害廃棄物処理への協力・支援を要

請した。この協力支援要請により，県内での広域処理が

進んだが，なおも処理が間に合わない廃棄物が残ってい

たことから，隣県の一般廃棄物処理施設の設置者にも災

害廃棄物処理への支援を要請した。 
これらの広域処理，特に県外への災害廃棄物搬出を行

うにあたって，搬出する災害廃棄物を処理する際の放射

性セシウムに関する安全性を県として評価する必要が生

じた。安全性を評価するにあたって，災害廃棄物仮置場

における空間線量率及び廃棄物中の放射性セシウム濃度

を調査しなければいけないため，福島県内の市町村等へ

の技術支援の一環として，環境創造センターが災害廃棄

物及び仮置場の調査を実施した。 

図 6 災害廃棄物仮置き状況 
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環境創造センターでは廃棄物関係ガイドライン 8)に基

づいて，広域処理を希望する市町村の災害廃棄物仮置場

において空間線量率の測定及び廃棄物の採取を行った。

災害廃棄物は木くず，紙類布類などの性状ごとに採取し

たが，そのままでは放射性セシウムの測定は困難であっ

たため，それぞれの性状に合わせた裁断，粉砕などの前

処理を行ったうえで放射性セシウム濃度を測定した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 8 廃棄物採取状況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 9 災害廃棄物放射性セシウム測定準備 

 
 仮置場における空間線量率の測定結果に関しては，ど

の仮置場においても仮置場周辺のバックグラウンドの数

値と同程度かそれ以下であり，高くとも 0.1 µSv/h程度

であった。放射性セシウム濃度に関しては，稲わら及び

木くずで，若干高いものがあったがおおむね 100 Bq/kg

未満であった。この測定の結果及び廃棄物の焼却に関す

る研究の結果等から，焼却した際の廃棄物の減容化率を

考慮し，福島県として，県外搬出する放射性セシウム濃

度の目安を 100 Bq/kgと設定し，県外の廃棄物処理施設

における広域処理を実現することができた。 

今回の台風等を通して県外での災害廃棄物処理への道

筋ができたが，その際には迅速な放射性セシウムの測定

が必要になる。環境創造センターにおける測定の際には

廃棄物の乾燥及び破砕等の前処理に労力がかかったため，

今後，廃棄物の性状及び状況に合わせた測定前処理を含

めた迅速な測定手法の検討が必要となる。 
 
6.3 国立環境研究所との共同調査 

環境創造センターの研究棟には国立環境研究所が入居

しており，今回の水害で発生した災害廃棄物に関して 2
つの共同調査を実施した。 

一つ目は，片づけごみの組成等の調査である。水害に

より発生した片づけごみは，多くの場合，普段なら分別

される廃棄物が混合されて排出されてしまう。災害廃棄

物の発生量の推計は処理の計画を立てる上で重要である

が，あまりにも発生量が多いため，収集した廃棄物の体

積に廃棄物のかさ密度を乗じて重量を推計しなければい

けない。そこで，今回の水害により発生した片づけごみ

の総量を推計する際の基礎データとするため，片づけご

みのかさ密度及び組成等を調査した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 10 片づけごみ組成調査 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 11 組成分別後廃棄物 

図 7 仮置場空間線量率の測定 
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二つ目は，水害廃棄物を一般廃棄物と混焼した場合の

焼却灰と排ガスに与える影響の調査である。水害により

発生した廃棄物には河川由来の土砂が含まれており，そ

れらは不燃物であるため，焼却灰が増加するのではない

かと考えられた。また，河川底泥には，除染を実施して

いない山林などから流入する土砂が含まれることが想定

され，水害廃棄物にはその土砂が含まれるため，焼却灰

及び排ガス中の放射性セシウム濃度に影響を及ぼす可能

性があった。そこで県内 2 か所の一般廃棄物焼却施設に

おいて水害廃棄物と一般廃棄物を混焼した際の焼却灰の

採取及びに運転データの収集を行い，一般廃棄物のみを

焼却している時期との比較を行った。 
環境創造センターはこの二つの調査において，片づけ

ごみの組成等の調査ではごみ分別作業及び分別した廃棄

物中の放射性セシウムの分析，水害廃棄物と一般廃棄物

との混焼に関する調査では焼却施設担当者との調整，焼

却灰の採取及び焼却灰中放射性セシウムの分析などを担

当した。 
この 2 つの調査の結果については，環境創造センター

ホームページに概略を掲載している 9）。 
 

7． おわりに 

 令和元年東日本台風等において，福島県環境創造セン

ターは有害物質及び環境放射線に関する災害時環境モニ

タリングのほか，市町村支援のため災害廃棄物に関する

調査研究を実施した。また，モニタリングや調査のほか

に，避難所支援業務あるいは罹災証明発行支援業務など

の市町村への職員の派遣も実施した。今後も，災害時に

限らず，県が設置した分析研究機関として，県民の「安

全・安心」の醸成に向けてモニタリング及び調査研究に

努めていく。 
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＜特 集＞自然災害と環境リスクへの対応 

 

大規模災害発生時における石綿飛散防止対策に向けて 
 

―被災地支援と平時からの備え― 

 

川嵜幹生  

（埼玉県環境科学国際センター） 

 

 

 

1．はじめに 

石綿は国際がん研究機関によって，発がん性がある物

質として評価されている。石綿特有の疾病として，石綿

肺及び中皮腫等が知られている。石綿肺は石綿を多量に

吸引した作業者に見られる疾病で，石綿曝露開始から10

年以上経過して発症するとされている。一方，中皮腫は

石綿肺よりも低濃度曝露で危険性があるとされ，職業的

な曝露だけでなく，家庭内や一般環境中での低濃度曝露

にも注意を払う必要がある1)。さらに，発症までの潜伏期

間が30～40年と長く，未来の健康保全のためには，現在

の石綿対策が非常に重要である。厚生労働省の報道発表

資料2)によると，令和元年に中皮腫により亡くなった方は，

1466人であり，過去5年間は1500人前後で推移している。 

現在，新たな石綿製品の製造，使用は禁止されており，

かつ，建築物の石綿除去，解体や改修等に係る法規制も

厳しくなっているので，多量吸引の危険性は著しく低く

なっている。しかし，近年，頻繁に起こる大規模自然災

害によって，限られた地域内で，ある程度短い期間に多

くの被災建築物の改修や解体が行われるため，石綿曝露

の可能性は高くなることが危惧されている。そのため，

被災地での石綿飛散防止対策の重要性は増している。 

そこで本稿では，まず，2016年4月に発生した熊本地震

で，当センターも参加した石綿飛散防止対策支援の概要

について説明する。次に，今後の大規模災害に備え，環

境省関東地方環境事務所の呼びかけによって締結された

「災害時のアスベスト対策支援のための合意書」につい

て，さらに合意書の枠組みを広げ，アスベスト対策を強

化するために自治体間の相互支援の枠組みとして図られ

た「災害時アスベスト対策支援のための関東ブロック協

議会」について紹介する。また，埼玉県環境部が県内に

おける大規模災害発災時の石綿対策として一般社団法人

埼玉県環境検査計量協議会との間で締結された「災害時

における石綿モニタリングに関する合意書」について紹

介する。最後に，石綿対策，調査並びに平時の取組を踏

まえ今後の石綿対策について私見を記した。 

 

2．熊本震災における災害廃棄物からの石綿飛散状

況調査 

熊本地震発災後から，環境省の災害廃棄物処理支援ネ

ットワーク（D.Waste-Net）3)事務局の一員として現地入

りした国立研究開発法人国立環境研究所災害環境マネー

ジメント戦略オフィスからの要請，ならびに熊本市から

の依頼を受け，発災後1ヶ月以内（被災家屋解体が始ま

る前）の石綿飛散状況を調査するために（発災初期の石

綿飛散状況調査），当センターの研究員2名（渡辺洋

一，筆者）が国立研究開発法人国立環境研究所資源循環

・廃棄物研究センターの遠藤和人氏（現在：福島支部汚

染廃棄物管理研究室室長）とともに平成28年5月11日か

ら3日間，現地に入った。現地では，調査支援のため，

連日，熊本市環境政策課の八浪哲也氏に同行して頂い

た。 

支援に関する依頼事項は：１）災害廃棄物仮置き場等

における石綿飛散調査（4ヶ所以上），2）被災地域に隣

接する避難所での大気中石綿飛散調査（2ヶ所以上），

3）飛散性石綿の被災状況を踏まえた調査地点の選定へ

の助言，4）大気捕集フィルターの石綿分析であった。

また，熊本市から事前に，調査地点候補リスト（倒壊・

被災建築物10ヶ所：優先順位付き，災害廃棄物仮置場3

ヶ所，避難所2ヶ所）の提供を受けた。 

各調査日の調査ルートは八浪氏が立てた計画に従っ

た。災害廃棄物仮置場や被災建築物に対する石綿モニタ

リング調査実施の有無は仮置き場にあるごみ質や被災建

築物の石綿含有状況を確認したのち，石綿が飛散した場

合の近隣への影響等を考慮し判断した。そのため，候補

リスト中の優先順位が高い被災建築物であっても，石綿

モニタリング調査を実施しない地点もあった。 

石綿モニタリング調査は，初日3地点（災害廃棄物仮

置き場2地点，倒壊建築物1地点），2日目3地点（災害廃

棄物仮置場1地点，倒壊建築物2地点），そして最終日2

地点（避難所），3日間で計8地点の大気捕集（1地点，2

ヶ所，4時間，2400L吸引）を実施した。大気捕集フィル

ターは，持ち帰り，当センターの大気環境担当が石綿分
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析を実施した。石綿濃度が1.0f/Lを超えたのは2地点

（災害廃棄物仮置場及び被災建築物）であった。 

石綿が検出された2地点は，調査時に注意点や早急な

対策の必要性を伝えていた地点であった。災害廃棄物仮

置場の場合（写真1），がれき類が既に搬入され始めて

いたが，他のごみとの区分ができていない場所があっ

た。また，がれき類の分別も不十分であり，スレート等

も混在していたため，がれき類のリサイクル及び適正処

理の推進のためのポイントを指摘した（置場の区分，石

綿含有建材，石膏ボード，コンガラ類の分別等）。  

写真1 置場の区分が十分でないがれき類 

被災建築物の場合（写真2），建物が鉄骨造，1階の中

央部が外部と常時通じている吹抜け，かつ，内壁，外壁

ともに部分的に剥落していた。鉄骨には，吹付施工がな

され，目視で石綿様繊維が確認可能な石綿吹付であっ

た。吹付はすでに劣化していた。また，風が吹くと，目

視できる程度に粉塵が飛散していた（光に照らされキラ

キラ光る）。また，居住地域，かつ人通りのある地点で

あるため，分析結果を待たず，緊急対処を促した。 

写真2 被災建築物（対策前） 

石綿モニタリング調査地点での大気捕集位置は，次の

点を考慮しながら，現場毎に判断した。 

被災建築物（写真3）：建物周辺の風の流れ（風下），

人への影響，交通妨害にならない位置。 

災害廃棄物仮置場（写真4）：搬入，搬出の邪魔になら

ない位置，がれき類置場近傍，風の流れ（風下）。 

避難所（写真5）：人の往来の邪魔にならない，出入り

口付近。風の流れ（建物に入ってくる風：風上）。 

写真3 被災建築物近傍での大気捕集 

 

写真4 災害廃棄物仮置場での大気捕集 

写真5 避難所での大気捕集 
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 熊本震災石綿対策支援を振り返り次のような点が重要

でもあり，かつ，改善点もあると考えられる。 

１）被災自治体職員の対応：配送した荷物の管理・運搬

（大気捕集器材6セット及び付属品で，ミニバンほぼ1台

を占有），調査計画の作成（調査ルート），調査地点で

の説明（建築物所有者，管理者等）及び近隣住民対応

（被災地域では，住民からの要望や質問が多い）。 

２）移動手段の確保：被災地での宿は確保できなかった

ため，佐賀県鳥栖市から連日通うことになった。移動手

段としては，国立環境研究所が準備した車両に同乗し，

また，移動にかかる費用（高速道路費，燃料費）も全

て，国立環境研究所に支払いをお願いした。現在，当セ

ンター所有の公用車を使用する場合は，クレジットカー

ド及びETCの使用が可能になっているが，遠方で，か

つ，借用車両を使用する場合は課題が残っている。 

3）指示・命令系統の整理：現在は，環境省関東地方環

境事務所等と「災害時のアスベスト対策支援に関する合

意書」を県知事名で締結しているため（後述する），関

東地方事務所管内の近隣であるならば，通常の出張手続

きと同様な事務処理のみで支援に参加できるが，1都9県

であっても，宿泊を伴う調査等支援の場合（例えば静岡

県や新潟県等）は，費用面等での課題が残っている。 

 

3．災害時に向けたアスベスト飛散防止対策支援の

枠組み 

3.1 災害時のアスベスト対策支援に関する合意書

（石綿対策支援合意書） 

平成30年7月，環境省関東地方環境事務所の呼びかけ

により，全国に先駆けて，埼玉県環境科学国際センタ

ー，環境省関東地方環境事務所，国立研究開発法人国立

環境研究所及び一般社団法人建築物石綿含有建材調査者

協会は，災害時に関東事務所管内の1都9県（茨城県，栃

木県，群馬県，埼玉県，千葉県，東京都，神奈川県，新

潟県，山梨県及び静岡県）を対象とした，アスベスト対

策の支援を行う専門家チームを組織・現場支援すること

について合意し，「災害時のアスベスト対策支援に関す

る合意書」を締結した4)。石綿対策支援合意書の概要

は，災害時に，環境省又は被災自治体からの要請を受

け，被災自治体が主体となって実施する①被災建築物の

アスベスト含有状況調査，②大気中のアスベスト濃度モ

ニタリング調査，③被災建築物の解体工事におけるアス

ベスト飛散防止対策，④災害廃棄物仮置き場等における

飛散アスベストの管理等に対する支援を行うこととして

いる。当センターの主な役割分担としては，被災建築

物，災害廃棄物仮置き場等におけるアスベスト飛散状況

調査に係る技術的事項に関する助言等となっている。 

石綿対策支援合意書に係る今後の課題として，専門的

な知見及び技術を有する職員が非常に限られている（国

立環境研究所と当センター）。また，災害時に，被害が

広範囲に及ぶ場合，人的資源及び専用機材が限られてい

る。特に首都圏のような人口密集地域で発災した場合，

対応が非常に難しくなることが考えられる。 

 

3.2 災害時アスベスト対策支援のための関東ブ

ロック協議会 

 上記したように，石綿対策支援合意書の枠組みを強化

する必要性があることから，環境省関東地方環境事務所

管内のアスベスト対策に関わる自治体相互支援の枠組み

を広げ，アスベスト対策の強化を図るために，令和元年

7月に，石綿対策支援合意書の枠組みに加え，事務所管

内の1都9県及び政令指定都市（さいたま市，千葉市，横

浜市，川崎市，相模原市，新潟市，静岡市，浜松市）並

びに各種団体（一般社団法人日本環境測定分析協会）に

呼びかけ，「災害時アスベスト対策支援のための関東ブ

ロック協議会」（以下「協議会」と略）が設置された
5)。協議会には構成員の他，大気汚染防止法の権限を有

している自治体もオブザーバーとして参加可能としてい

る。 

 協議会として取り組む事項は，1）各主体が実施また

は検討している災害時のアスベスト対策に関する情報の

共有，2）行動計画の検討及び策定，3）行動計画に基づ

く災害発生時の連携・協力体制の構築，4）その他必要

な事項，である。 

協議会では，自治体職員のアスベスト対策能力向上の

ため，令和元年度に引き続き，今年度も自治体向けのア

スベスト対策研修会を実施した。研修の内容は，建築物

内のアスベスト含有建材使用箇所の実地説明，石綿含有

建材の簡易判別及びアスベスト大気モニタリング方法の

説明等である。また，自治体が，災害時の石綿飛散防止

対策のための行動計画を作成する際の参考資料として，

災害時アスベストモデルアクションプラン（案）が提示

されたところである。行動計画の必要事項としては，①

平時における準備，②注意喚起などの初動対応，③石綿

露出状況調査などの応急対応，④石綿モニタリングとし

ている。 

 

3.3 災害時における石綿モニタリングに関する

合意書（石綿モニタリング合意書） 

 本県で大規模災害が発生した場合，もちろん当センターも石綿

飛散防止対策の一環として石綿モニタリングを実施することに

なるが，災害時対応は石綿対策だけではなく，かつ，人員，器材

も限られるため，必要な石綿モニタリングを当センターだけで全

てを実施することは困難な状況である。そこで，埼玉県環境部大

気環境課は，平成30年11月に，県内で大規模災害が発生した際に
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備え，石綿モニタリングを迅速かつ円滑に実施できる体制を整え

るために，県と一般社団法人埼玉県環境計量協議会（埼環協）と

の間で「災害時における石綿モニタリングに関する合意書」を締

結した6)。合意書の主な内容は，石綿モニタリングを実施するた

めの連絡体制の整備と年に1回以上，石綿モニタリングに関する

訓練を行うことである。 

連絡体制7)を図1に示した。 

図1 連絡体制 

連絡体制は次のようになっている：①県が，埼環協に石綿モニ

タリングを要請。②埼環協は，合意書に賛同する11社の中から石

綿モニタリング実施者を指名。③対応ができる会員が承諾。④埼

環協は県に通知。⑤県は指名された者へ石綿モニタリング業務を

発注，具体的な事項を指示。県は石綿モニタリング実施に際して

安全等に配慮する。⑥対応する会員はモニタリングを実施，結果

を埼環協と県に報告。県は結果を受け，必要な対策をとる。 

一方，合意書に基づいた石綿モニタリングに関する訓練は，埼

玉県，政令市，大防法事務移譲市，及び合意書に賛同した埼環協

の11社を集め，これまでに2回実施した（写真6）。 

写真6 石綿モニタリング訓練（令和元年6月） 

また，平成31年4月には，本県環境部大気環境課が「災害時にお

ける石綿飛散防止に係る取り扱いマニュアル」を策定した。本マ

ニュアルの主な内容は，平時の準備として，・建築物等における

石綿使用状況の把握，・石綿飛散，曝露防止体制整備等について

記されている。一方，災害発生時の対応の内容は，・初動対応，

・応急対応，・石綿の判定，・建築物等所有者，管理者への情報

の伝達等である。さらに，石綿環境モニタリングの項目には，測

定地点，測定時期，測定箇所，測定方法及び結果の取り扱い等に

ついて記されている。 

 

  3.4 民間団体間の災害時相互応援協定8) 

埼環協によると，埼玉県と埼環協との間に締結したような「自

治体」と「環境計量業界団体」との間の災害時支援協定は少なく

とも17事例があり，年々増加する傾向があると考えられる。環境

計量業界団体は同一県内の数カ所の自治体と協定を結ぶ可能性

もある。そのため，災害の規模によっては協定を結ぶ数カ所の自

治体が同時に被災してしまうこともあるため，十分な支援ができ

ない可能性がある。そこで，一般社団法人愛知県環境測定分析協

会，一般社団法人神奈川県環境計量協議会，埼環協，堺市環境計

量協議会，一般社団法人福島県環境測定・放射能計測協会，横浜

市環境技術協議会の計6団体は，緊急時に相互に支えあうことを

目的とした応援体制を検討し，平成31年2月に「災害時相互応援

協定」を締結している。このように，民間においても災害時の支

援の輪の広がりがみられる。 

 

4．今後の石綿対策 

大規模災害時の石綿対策は平成7年1月に発生した阪神

・淡路大震災の時から課題となっていたが，その後の平

成23年3月に発生した東日本大震災，平成28年4月の熊本

地震を経て，ソフト的には近年急速に整ってきたよう感

じる。また，平時の石綿対策においても，年々法規制が

強化され，令和4年4月からは，レベル3建材を含むすべ

ての石綿含有建材に対する事前調査結果概要の都道府県

等への報告が義務化される。また，令和5年10月から，

事前調査を行う者の資格も義務化されるため，現在，急

ピッチで調査者の育成が行われている。このように，上

記した「災害時相互応援協定」等を合わせて考えると，

今後の災害時における石綿対策の体制は整ってきている

と考えることができる。 

一方，報告された書類のチェックや現場の指導・監督

を行う行政に目を向けた場合，必ずしも法改正にともな

う民間の技能・知識の向上の進展速度に追随していない

ように思われる。今後，行政は，急速に増える石綿調査

の有資格者の行う報告を適切かつ正確に評価する必要が

生じることが考えられる。さらに，災害時にはモニタリ

ング協定に従い，協力業者に適切な指示を出さねばなら

ない。そのような面において，科学技術の素養がある地

公研職員は活躍の場が増えるのではないかと考えられ
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る。現在，地公研は委託分析が増加したため分析技術の

低下も危惧されているが，今後は分析技術の向上や電子

・紙上からの情報収集だけでなく，現場での情報収集・

調査経験等が非常に重要であり，幅の広い知識や経験を

積むことが，災害時における適切な指示や判断につなが

ると考えられる。 

ここで熊本震災石綿対策支援や石綿関連の様々な仕事

を振り返ってみると，それまでに国立環境研究所（旧：

最終処分技術研究開発室）とともに行った様々な調査・

研究からの広がりの一つ一つであり，災害時における相

互支援は，平時からの人と人とのつながり，Face to 

Faceのつながりが最も重要であると考えられる。 
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災害廃棄物処理計画策定に向けた富山県環境科学センターの取組み 
 

―GISを活用した災害廃棄物発生量の推計とその活用― 

 

水田圭一*・溝口俊明*・神保有亮** 

（*富山県環境科学センター・**国立研究開発法人 国立環境研究所） 

 

 

 

 

1．はじめに 

東日本大震災を教訓に南海トラフ地震等の将来的な大

規模災害に備えるべく，国は平成26年３月に「災害廃棄

物対策指針」を策定した。当時，地方公共団体において

も，過去の災害教訓に基づいた災害廃棄物処理計画の策

定や見直しが必要となるものの，策定等は遅々として進

んでいない状況であった。また，地方公共団体における

災害廃棄物対策に投入できる予算，人材は限られ，ノウ

ハウも少ないことから，合理的で効率的な策定手法の開

発が必要である。 

そこで，富山県環境科学センターでは，県内市町村に

おける災害廃棄物処理計画策定へ向けた情報提供，技術

的支援を目的に，地理情報システム（GIS：Geographic 

Information System）を活用した，災害廃棄物処理計画，

処理実行計画の策定に必要な災害廃棄物発生量の推計や

基礎情報を整備した。また，県内で想定される災害廃棄

物の発生量を推計し県内市町村へ情報提供してきた。さ

らに，本県の建屋の延べ床面積が広く，木造住宅比率が

高いといった地域特性を踏まえ，災害時，木くずが多く

発生することが想定されるので，木くずについて県内の

災害廃棄物の処理可能量及び災害廃棄物処理フローにつ

いて検討したほか，推計方法のマニュアルを作成してき

たところである。 

本稿では，これら災害廃棄物の適正処理に向けた当セ

ンターのGISを活用した取組みを中心に紹介するととも

に，現在取り組んでいる災害時の化学物質の流出に際し

て，環境モニタリング等を迅速に行うための情報整備に

ついて紹介する。 

 

2．研究開始当初の災害廃棄物処理計画の策定状況

について 

 研究開始当初，県内市町村で災害廃棄物発生量を推計

し，その発生量をもとに災害廃棄物処理計画を策定して

いた自治体は，15市町村のうち１自治体のみであった（平

成27年３月末時点）。 

 災害廃棄物処理計画が進まない理由として，国の調査

では，「専門的な知識が不足している」，「作成にあた

る職員や時間を確保できない」といった意見が過半数を

占めていた。この専門的な知識には，災害廃棄物発生量

の推計も含まれると考え，県が推計を行うことで県内市

町村における災害廃棄物処理計画の策定が進むとともに，

同じ手法や発生原単位を用いることで，市町村間での災

害廃棄物発生量の比較や広域処理を行う際の検討に有用

であると考え，当センターでは，平成28年度から調査研

究の一環として災害廃棄物発生量の推計等本研究に取り

組むこととした。 

 

3．災害廃棄物発生量の推計 

3.1 GISについて 

 GISとは，地理情報システム（Geographic Information 

System）のことで，位置に関する情報を持ったデータ（空

間データ）をコンピュータ上で整理し，表現の変更，分

析，共有が可能となる。環境分野では，国立環境研究所

により環境GISとして大気や水質等の基本的な環境デー

タが整理され，視覚化されている。 

 GISを利用することで，位置情報を手掛かりに，異なる

情報を統合・分析することができる。ここでは，住宅デ

ータと地震による住宅の被害状況や浸水想定区域図とい

った地図データを重ね合わせ，集計することで災害廃棄

物発生量を推計した（図１）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図1 GISによる地図の重ね合わせのイメージ 

住宅データ 

浸水想定区域図等 
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 なお，GISを利用するには，非常に高額なソフトウェ

アが用いられることが多いが，地方自治体においてその

ような高額なソフトウェアを導入するのは財政的に困難

である。そこで，今回は無償でありながら，高度な解析

機能を有するQuantum GIS（QGIS）を利用した。 

 

3.2 対象とした災害と推計方法 

今回対象としたのは，県の地域防災計画（地震・津波

災害編）で被害が想定されている地震及び津波と水防法

第14条の規定に基づき指定された水系における河川区域

における水害である。 

 国が策定した「災害廃棄物対策指針」に基づき，災害

廃棄物は住家の被害棟数に発生原単位（表１）を乗じる

ことで全体の発生量を算出した。 

 

「災害廃棄物の発生量」 

      ＝∑（発生原単位×住家の被害棟数） 

 

 推計に用いた被害棟数は，地震・津波については，県

関係部局がこれまで調査してきた各断層（帯）の地震及

び津波における住家の被害予測から全壊，半壊，床上浸

水及び床下浸水の４区分の被害棟数を用いた。また，津

波による堆積物は，同被害予測の津波の浸水面積を用

い，発生原単位を乗じて発生量を推計した。 

 水害に用いた被害棟数については，浸水想定区域図及

び各市町村の住家ポイントデータの分布状況から，表１

のとおり浸水深ごとに全壊，半壊，床上浸水及び床下浸

水の４区分に分類し，発生原単位を乗じたものを集計し

た。 

表1 災害廃棄物の発生原単位 

区分 発生原単位 浸水深 

全 壊 117t/棟  2m以上 

半 壊 23t/棟  1m以上2m未満 

床 上 浸 水 4.60t/世帯※  0.5m以上1m未満 

床 下 浸 水 0.62t/世帯※  0.5m未満 

津 波 堆 積 物 0.024t/m2   

※：床上浸水及び床下浸水の発生原単位は，1世帯当たりのもの

で，住家・土地家屋統計調査（平成25年度）より１世帯当たりの

棟数1.15の逆数をとり１棟当たりの世帯数0.87を求め，床上浸水

及び床下浸水の対象住家に乗じて各世帯当たりの災害廃棄物発生

量を求めた。 

 

調査対象とした災害について， 500mメッシュで災害

廃棄物発生量を集計し，各メッシュの発生量を段階ごと

に分類したうえで図示することができた。災害廃棄物発

生量の分布状況を図2及び図3に例示する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2 災害廃棄物発生量の推計結果例（地震） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3 災害廃棄物発生量の推計結果例（水害） 

 

GISを活用することで，災害廃棄物発生量の分布を可

視化できたほか，市町村や指定したエリア内における災

害廃棄物発生量を集計することが可能となった。これは

あらかじめ災害廃棄物の仮置き場や収集ルート等を設定

する際や，災害時に得られた被害状況から災害廃棄物発

生量を推計し，可視化する際に有益な手法であると考え

られる。 

 このほか，災害廃棄物発生量の推計をフリーソフトウ

ェアのQGISを利用したことで，安価に推計を行うことが

できた。これは，将来的に「災害廃棄物処理計画」を見

直す際にも，低コストで再推計を行うことができるた

め，実務的に有効な方法であると考えらえる。 

 

3.3 処理可能量及び処理フローの検討 

GISソフトウェアの機能の一つに，経路や量の変化に

応じた解析が可能となるネットワーク解析機能を有して

いる。災害時，木造住宅比率が高いといった本県の住家

災害廃棄物発生量 
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特性から，解体住家等から木くずが大量に発生すること

が想定される。そこで，木くずを県内の民間事業者のリ

サイクル施設に搬入・処理することを想定し，GISのネ

ットワーク解析を用いて，木くずの発生量，運搬距離，

処理施設の能力及び処理期間を考慮した，効率的な搬入

の可能性について検討結果を紹介する。図４に概念図を

示す。 

 
図4 ネットワーク解析の概念図 

 

木くずを県内の民間事業者のリサイクル施設に搬入す

ることを想定した場合，例えば，近くの処理能力の小さ

い施設へ搬入するケースと遠くの処理能力の大きい施設

へ搬入するケースとでは，運搬距離，処理期間等に違い

が生ずる。搬入先は，その時々のいくつかの優先すべき

事項を考慮して最終的に決められると考えられるが，① 

リサイクル施設の処理余力が変化する場合 及び ② 搬

入ルートが変化する場合の２つの条件で検討を行ったと

ころ，搬入ルートや処理能力の変化に伴ったより最適な

処理可能エリアを設定することができた（図5，図6）。 

このように，GISのネットワーク解析機能を用いるこ

とで，処理能力の変化や搬入ルートの変更など状況変化

に応じた意思決定を行う際に，有用であることが確認で

きた。本解析手法を用いた発災直後から復旧・復興期に

おける，木くずの発生，処理，道路復旧等の状況の変化

に応じた適正な災害廃棄物処理フローの検討が可能で，

仮設のリサイクル施設の立地場所を検討する際にも役立

つものと考えている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図5 リサイクル施設の処理能力が変化する場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図6 搬入ルートが変化する場合 

 

4．GISを利用した災害廃棄物発生量の推計の活用 

 今回，富山県地域防災計画で被害想定がされた災害

（地震・津波）及び富山県水防計画で指定された河川の

水害について災害廃棄物発生量を推計した手法について

紹介した。推計した災害廃棄物発生量については，県の

関係部署を通して市町村へ情報提供し，令和２年11月現

在，15市町村中14市町で災害廃棄物処理計画が策定され

た。このことから本研究が災害廃棄物処理計画の策定に

貢献ができたものと考えている。さらに，県が推計した

結果を利用していることから，市町村間での災害廃棄物

発生量の比較や広域処理を行う場合などの検討が容易に

なったと考えている。 

 今回の推計手法をマニュアル化し，QGISについて触れ

たことがない職員でも災害廃棄物の可視化や集計ができ

るようになった。地方自治体では，研究機関と行政機関

での人事異動により，技術の共有・継承も課題の一つと

考えられる。今回のようにマニュアル化することで，災

害廃棄物処理計画の見直しや実際に災害が発生した際の

災害廃棄物の推計や可視化に柔軟に対応できるようにな

ったと考えている。実際，本県の災害廃棄物処理計画は

本推計結果を活用し平成28年度に策定されたところであ

るが，その後，平成30年度に県の地域防災計画が改定さ

れ地震被害想定が追加された際にも本推計手法により災

害廃棄物発生量を迅速に推計し，災害廃棄物処理計画の

改定が行われた。この改定の際も人事異動に伴い計画策

定時に推計に携わった職員とは異なる職員が対応した

が，前回同様に推計することができた。 

 

5．当センターにおけるGISの活用 

 当センターでは，GISを活用した災害廃棄物発生量の

推計をマニュアル化するともにセンター内でも研修を行

ってきたほか（図7），今後は，当センター以外の自治

体職員を対象とした研修を行うことを検討している。 
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図7 GISの研修風景 

 

また，住所データからQGISで使用できるよう緯度経度

のデータを変換する際に，ウェブ上のサービスを利用す

ることが多いが，災害でインターネットが使えない場合

でも住所データから緯度経度に変換し，QGISで使用でき

るポイントデータに変換できるソフトウェアを開発し，

地図の作成を容易にする取組みを行っている。 

このように災害廃棄物に関する取組み以外にも，化学

物質排出移動量届出制度（PRTR）の情報である県内の化

学物質取扱事業所や使用化学物質に対して，その測定方

法と各流域情報を整理することで，災害時の化学物質の

流出による影響範囲や測定体制を強化するための情報整

備を行っている。これは，数値標高データ（DEM）から

GISの流域解析を行い，流域と河川をGIS上で再現し，広

範囲の流域から中小河川の流域まで様々な範囲を設定す

ることができるようになった。そのデータと化学物質取

扱事業所並びに使用されている化学物質及び測定方法を

GIS上で重ね合わせることで，化学物質の流出があった

際，影響があるエリアを推定できるようなった。（図

8）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図8 中小河川の流域区分とPRTR届出事業所の分布 

 

 

 その他にも，災害廃棄物の仮置場を選定するため候補

地と災害廃棄物発生量の分布を可視化し，周辺の土地利

用状況や水害の浸水深情報などをGISにより重ね合わせ

ることで，考慮すべき課題をあらかじめ把握する手法に

ついても研究している。 

このように災害廃棄物の推計だけでなく様々な環境分

野でGISの活用に取り組んでおり，今後，さらに普及し

ていくことが期待される。 

 

6．おわりに 

 最近では地震災害のほか，規格外の台風や線状降水帯

の発生など，風水害により甚大な被害を及ぼすととも

に，洪水によって膨大な量の災害廃棄物が発生してい

る。 

 こうした状況は，気候変動の影響によって今後ますま

す増加していくと予想され，現在でも全国各地で水害に

よって通常の発生量の何年分もの廃棄物が一度に発生

し，複数年にわたる処理を余儀なくされている。 

 また，仮置き場に堆積したごみは，適切に分別しなけ

ればその後の処理に支障が生じるとともに，悪臭や衛生

上の問題，保管の長期化に伴う火災の発生のおそれがあ

ることから，適切かつ早期の処理が必要となる。 

 被災地の速やかな復興にあたっては，災害廃棄物の早

期適正処理が必須であることから，被災自治体での処理

だけでなく民間施設や広域処理を活用することも必要で

ある。そのためにはあらかじめ，災害の形態別・被災状

況に応じた発生量や廃棄物の種類別割合を推計しておく

ことが重要と考えられる。 

 こうしたことから，今後も，本取組みや災害廃棄物発

生量推計マニュアルの普及を通じて，県内市町村へ災害

廃棄物対策に係る技術的な支援を行ってまいりたい。 
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5) 富山県：富山県津波調査研究業務報告書，2012 
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＜特 集＞自然災害と環境リスクへの対応 

 

有機汚染物質のターゲットスクリーニングと生物応答試験による 
新たな水質評価手法の提案 

 

―福岡県保健環境研究所における緊急時環境調査への取り組み― 

 

古閑豊和*・宮脇 崇* 

（*福岡県保健環境研究所） 

 

 

 

1．はじめに 

近年頻発する豪雨や大型地震等の災害発生時では，建

造物の倒壊や冠水による有害化学物質の漏洩や流出が懸

念される。令和2年7月の豪雨災害では，九州地方で複数

の河川が氾濫し，各地で甚大な被害を受けたことは記憶

に新しい。「防災基本計画」や「国土強靭化計画」には，

緊急時における環境調査の必要性が明記されている1)2)。

緊急時環境調査では，地域住民の安心・安全確保のため

有害化学物質の汚染源の特定や汚染の拡大防止を速やか

に実施することが重要である。また，平常時とは異なる

状況が想定されるため，環境基準物質や規制物質だけを

測って安全性を評価するのは困難であり，多成分の有機

汚染物質を計測するスクリーニング手法が必要となって

くる。門上らは，標準物質を使用せずに約 1000 種の化

学物質を自動同定・定量する手法としてGC/MSデータベー

ス法（AIQS）を開発している3)。この技術は日本工業規格

（JIS）のJIS K 0123ガスクロマトグラフィー質量分析通

則に掲載されており，緊急時環境調査において有用な手

法になると考えられる4)。福岡県では，これまでにAIQSを

用いたスクリーニング法を複数開発し，東日本大震災や

熊本地震後の環境調査に活用してきた5),6),7)。また，AIQS

技術を普及させる活動にも取り組んでおり，地方環境研

究所を対象とした「緊急時環境調査手法研修会」の実施

やⅡ型共同研究「災害時等の緊急調査を想定したGC/MSに

よる化学物質の網羅的簡易迅速測定法の開発」について，

国立環境研究所と共同で研究を進めているところである8)。

さらに，筆者らはこれまでのスクリーニング技術をベー

スに前処理法のさらなる迅速化や化学物質の複合影響評

価に関する研究にも着手している9), 10), 11)。今回の特集記

事では「水質分析」をテーマに，当県で新たに開発した2

つのスクリーニング手法の妥当性試験，並びに生物応答

を用いた化学物質の複合影響評価について事例紹介を行

う。また，令和2年７月の豪雨災害では，開発したスクリ

ーニング法を用いた緊急時環境調査を行ったので，その

概要について報告する。 

2．GC/MSを用いたターゲットスクリーニング法 

筆者らは広島県の開発した「迅速前処理カートリッ

ジ」とデータベースソフトNAGINATAⅡ（西川計測株式会

社製）の技術を組み合わせたターゲットスクリーニング

法を開発した（本稿では，NAGINATAⅡをAIQSとする）9)。

測定フローを図1に示す。本法の特長は迅速前処理カー

トリッジを用いて前処理時間を短くし，AIQSにより多成

分の化学物質を自動判定によって迅速に同定・定量を行

うことで，全測定が70分程度で終了し，短時間で定量値

を報告できる点にある。 

本法では化学物質の物性値としてLog Powと水溶解度

でそれぞれ0.78～7.05，0.001～25000 mg/Lの範囲の農

薬類を用いた添加回収試験を行った。その結果を表1に

示す。ほとんどの農薬類について回収率が目標値（50-

150%）を満たした。ただし，本法が適用できるのは半揮

発性の物質であり，不揮発性の物質や親水性の物質につ

いて本法では測定が困難であった。そのため，それらに

ついてはLC/MSによる測定が必要になる。 

 

3．LC/MS/MSを用いたターゲットスクリーニング

法 

筆者らはGC/MSで測定困難な物質を測定可能にするた

め，迅速前処理カートリッジの操作方法を改良し，

LC/MS/MS測定にも適用可能なターゲットスクリーニング

法を開発した10)。測定フローを図2に示す。本法の特徴

は既存の迅速前処理カートリッジで用いるジクロロメタ

ン等の疎水性有機溶媒と疎水性膜を使用せず，試料水に

塩化ナトリウムを添加し，アセトニトリル・水の二相系

溶媒抽出を行うものである。この前処理法を用いること

で操作時間が10分程度となり，固相抽出法と比較すると

大幅な時間短縮ができ，測定の迅速化が可能となった。 

本法では化学物質の物性値としてLog Pow :-0.91～
8.20の範囲の農薬類を用いて添加回収試験を行った。添

加回収試験結果を表2に示す。Log Powがマイナス値とな 

るようなAcephate（Log Pow:-0.90）などの親水性物質 
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はアセトニトリル相へ分配されず，本法では適用が困難

であった。その対策として，試料水をろ過後にLC/MS/MS

測定に供する直接注入法の適用が良いと考えられた。ま

た，本法はAIQSのようなデータベース法ではなく，150

種以上の化学物質について一斉分析する測定系を構築し

ている。 

今後の展望としてLC/TOF-MSなどへ応用展開が期待さ

れる。 

 

4．生物応答を用いた水質評価 

生物応答を用いた水質評価の利点は機器分析で捉えき 

れない未知の化学物質の毒性や複合影響を検知できる点

にある。 

環境水中の生物応答を用いた水質評価事例は急性毒性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

試験など多くの報告例がある12),13),14)。また近年，全排水 

毒性試験（日本版WET試験）と呼ばれる排水水質の評価

法が環境省主導の下に検討されている15)。日本版WET試

験は排水の健康診断とも言われており，筆者らはこの健

康診断項目の1つにAIQSを組み込むことで，排水水質を

俯瞰的に捉えられると考え，日本版WET試験による水質

評価の研究に取り組んでいる。 

研究方法としてWET試験における排水改善手法や影響

指向型解析（Effect Directed analysis:EDA）等を参考

にした。EDAはWerner Brackらが提唱したもので，環境

水などの試験水をカラム等で分画し，それぞれ生物応答

試験や化学分析を実施する。そして各画分で検出される

物質や毒性を調査するものである16)。 

筆者らが実施した研究では生物応答試験に日本版WET  

図1  GC/MSを用いたターゲットスクリーニング法の測定フロー 

出典：古閑豊和ら，分析化学，68， p.417-425 (2019), p.419のFig.1を引用 

図2  LC/MS/MSを用いたターゲットスクリーニング法の測定フロー 

 

出典：古閑豊和ら，分析化学，69， p.121-134 (2020), p.124のFig.1を引用 
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試験で用いられる水生生物3種の短期慢性毒性試験と化

学分析としてAIQSや金属分析等を用いた11)。また，毒性

原因物質特定のために固相抽出カラムを用いて毒性候補

物質を絞り込むための吸着処理実験を実施している。実

験フローを図3に示す。この研究では化学分析と生物応

答試験結果より重金属類（ニッケルと亜鉛）が毒性原因

であると判明し，AIQSを含む機器分析と生物応答試験を

用いた水質評価の有用性が示された。 

 

5．豪雨災害への適用事例  

2020年7月初旬から下旬にかけて九州では，一連の大 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

雨による人的被害や物的被害が発生し，「令和2年7月豪

雨」とよばれる豪雨災害をもたらした17)。この豪雨によ

り福岡県の隣県において倉庫に保管されていた薬品が河

川へ流出したとの報告が入り，下流域を管轄している福

岡県は迅速に調査を開始した。今回は流出した薬品名が

判明していたため，最初に流出薬品の商品名から使用さ

れている化学物質名を特定し，AIQSに登録してある物質

との照合を行った。AIQSで測定可能な物質は既報により 

調査し，登録されていない物質や親水性物質は開発した

LC/MS/MSを用いたターゲットスクリーニング法で測定を

行うこととした9),10)。なお，流出薬品の中にLog Powが 

表1  GC/MSを用いたターゲットスクリーニング法の添加回収試験結果 

出典：古閑豊和ら，分析化学，68， p.417-425 (2019), p.421のTable 3を引用 
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マイナス値（-2.8）となる親水性物質が存在し，開発し

たターゲットスクリーニング法では測定が困難であった

ため，別途，HILIC系カラムを用いた測定も実施した。

さらに，生物応答試験としてムレミカヅキモ，オオミジ

ンコ，ゼブラフィッシュ胚を用いた急性毒性試験につい

ても実施した。 

その結果，流出した化学物質は検出されず，生物影響

も検知されなかった。また後日，流出した薬品は瓶ごと

全て回収されたため下流域の水環境を汚染していないこ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

とが分かった。 

今回の事例ではAIQSによる化学物質の調査と生物応答

を組み合わせた新たな水質管理手法を適用し，災害時の

環境調査において，化学物質検出及び生態毒性影響の両 

面について水質評価することができた。 

 

  6．今後の展望 

水生生物を用いた生物応答試験は生物種によって化学

物質に対する感受性が異なり，「全て」の環境リスクを 

表2  LC/MS/MSを用いたターゲットスクリーニング法の添加回収試験結果 

出典：古閑豊和ら，分析化学，69， p.121-134 (2020), p.128のTable 6を引用 
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捉えることはできない。しかし，これを「5．豪雨災害

への適用事例」で示したとおりAIQSと組み合わせること

ができれば，機器分析のみでは困難な「緊急時」におけ

る化学物質の環境リスクの把握ができると考えている。

そこで，2020年4月から公益財団法人河川財団の支援を

うけ「豪雨災害を想定した緊急時環境調査手法の提案」

と題した研究を実施している18)。この研究では平常時や

豪雨災害時の河川水質をAIQS等による機器分析と生物応

答を併用して水質を評価している。また，水生生物への

毒性がある排水試料を水質評価モデルケースとして研究

を実施している。 

しかしながら，急性毒性試験や日本版WET試験で用い

られる短期慢性毒性試験を緊急時環境調査へ用いるため

には，常に試験可能な生物を状態良く維持し続ける必要

があり，地方環境研究所が実施するには設備費や管理費

等において非常に困難を伴う。また，試験日数が最低で

も数日間かかり，迅速性に欠けるのが課題である。 

現在，筆者らは浜松ホトニクス株式会社製高感度ルミ

ノメータを用いた「藻類発光阻害試験」を導入し，AIQS

で検出した化学物質や複合影響の評価を実施予定であ

る。この藻類発光阻害試験は24時間で測定が完了し，生

物応答試験を迅速に実施可能であるため，スクリーニン

グ試験に用いることが可能と考えられる。また，濃縮藻

類懸濁液の使用や専用培養装置の使用により，将来的に

災害発生場所におけるオンサイト測定や突発的な災害に

対応可能な調査方法の確立を目指し，研究を進めてい

る。 

 

7．終わりに 

本稿では，当県が実施しているAIQSを用いた研究のう

ち，測定の迅速化および生物応答試験で得られた知見を

整理した。なお，AIQSを用いた分析法開発は，筆者らが

参加しているⅡ型共同研究「災害時等の緊急調査を想定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

したGC/MSによる化学物質の網羅的簡易迅速測定法の開

発」でも取り組んでいる。また，筆者らが実施している

生物応答試験はⅡ型共同研究「生物応答を用いた各種水

環境調査方法の比較検討」で得られた知見・技術を基に

している8)。突発的に発生する災害にはAIQSと生物応答

試験の両輪で対応することがさらなる地域住民の安心・

安全につながると考えているので，是非，各地方環境研

究所の研究者の方にⅡ型共同研究へ参加していただき，

情報共有できればありがたい。 
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＜報 文＞ 

 

札幌市衛生研究所における分析法開発への取り組みについて* 
 

 

折原智明**・柴田 学**  

 

キーワード ①分析法開発 ②エコ調査  

 

要   旨 

 札幌市衛生研究所では環境調査への取り組みとして，環境省の化学物質環境実態調査（エコ調査）に参加し，環境中の

化学物質濃度の実態把握に努めてきた。昭和60年度以降取り組んだ分析法開発の経過を示し，一部の分析方法について開

発過程での困難点等について紹介し，課題や問題点についても記した。 

 

 

 

1．はじめに 

札幌市衛生研究所は，保健・環境にかかわる科学的か

つ技術的中核機関として，市民の健康，食の安全及び生

活環境の安全・安心を守るための試験検査を行うととも

に，それに関連した調査研究，情報の収集・解析・提供

を行っている。保健福祉局に属しているものの，環境局

からの分析業務も定常的に担っており，他都市の自治体

で言えば”保健環境センター”的な位置づけである。 

 

1.1 保健科学分野 

食中毒や感染症の原因となる細菌やウイルスの検査，

新生児，乳児，妊婦を対象に，先天的な病気を未然に防

止するための検査とそれらに関する調査研究を行ってい

る。また，市内感染症の発生動向や病原体検出状況を提

供している。事務係，微生物係及び母子スクリーニング

係の3係を設置している。 

 

1.2 生活科学分野 

食品や生活環境の安全性を確保するため，食品に含ま

れる添加物・農薬・放射能等の検査や大気・水・土壌等

に含まれる環境汚染物質等の検査を行うとともに，それ

らに関する調査研究を行っている。また厚生労働省や環

境省の委託調査のほか，他の自治体等との共同研究に参

加し，市内における食品の安全性や環境中の化学物質の

把握に努めている。食品化学係，大気環境係及び水質環

境係の3係を設置している。 

大気環境係及び水質環境係では，環境省が実施する化

学物質環境実態調査（エコ調査）に参加しており，この

中で初期環境調査や詳細環境調査と並んで，分析法開発

に昭和60年度以降取り組んできている。水質環境，大気

環境に関する様々な物質を対象としてきた。 

今回，当研究所で取り組んできた分析法開発の一覧を

示し，一部の分析法について開発過程等を紹介する。 

 

2．分析法開発物質と分析方法の経歴 

エコ調査で受託した分析法開発の一覧を表１に示す。

昭和60年度（1985年度）に中島純夫が初めて分析法開発

を受託し，以後15年間，毎年度新たな物質について分析

法開発を担当してきた。 

しかし平成12年度（2000年度）から6年間，分析法開発

を受託しない期間があった。これは平成12年度よりダイ

オキシン類の分析を開始し，その分析担当に当時分析法

開発を担っていた小田達也を配置換えしたためである。

当研究所の職員は行政職のため定期的な異動があり，様

々な前処理・測定手法を駆使する分析法開発を担うには，

ある程度の分析経験が必要であり，他の職員では難しか

った様である。また，ダイオキシン分析に人員を割いた

ことにより時間的な余裕が減ったことも考えられる。 

その後，平成18年度（2006年度）から分析法開発を再

開させた。これは昭和60年度に初めて分析法開発を受託

した中島純夫が，再び当研究所に配属されたため再開可

能となったと言える。 

中島は当初，LC/MSで検討を開始したが上手くいかなか

った様で，翌平成19年度（2007年度）にLC/MS/MSを整備

し，即，分析法開発に投入した。 

＊Effort to develop analytical methods at the Sapporo City Institute of Public Health 
＊＊Tomoaki ORIHARA，Manabu SHIBATA（札幌市衛生研究所）Sapporo City Institute of Public Health 
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表1 分析法開発年度と開発物質 
 

年度 開発物質 対象媒体 前処理方法 測定方法 担当者 

昭和 60  メトキシフェノール(2-,3-,4-)  水質,底質 溶媒抽出  GC/MS 中島純夫 

 61  アクリロニトリル,メタアクリロニトリル  水質,底質 固相抽出  GC/MS 中島純夫 

 62  ムスクキシレン  水質,底質,生物 溶媒抽出  GC/ECD 西野茂幸 

 63  ジシクロペンタジエン  水質,底質 溶媒抽出  GC/MS 西野茂幸 

平成 元  ジフェニルアミン  水質,底質,生物 溶媒抽出  GC/MS 西野茂幸 

 2  ε-カプロラクタム  水質,底質,生物 固相抽出  GC/MS 西野茂幸 

 3  チオファネートメチル  水質,底質,生物 溶媒抽出  GC/MS 西野茂幸 

 4  アセフェート  水質,底質,生物 固相抽出  GC/FPD 西野茂幸 

 5  エタノールアミン  水質,底質 溶媒抽出  GC/MS 西野茂幸 

 6  エチレングリコール,1,2-ブチレングリコール,ヘキシレングリコール  水質,底質 溶媒抽出  GC/MS 小田達也 

 7  ヒドロキノン  水質,底質 溶媒抽出  GC/MS 小田達也 

 8  クロロベンゼン,スチレン,1-メチルエテニルベンゼン,2,4-ジクロロトルエン  水質,底質 パージ＆トラップ  GC/MS 小田達也 

 9  ピリジン-トリフェニルボラン  水質,底質＊ 固相抽出  HPLC/PDA 小田達也 

 10  メタクリル酸エステル類(4物質)  水質,底質 固相抽出  GC/MS 菅原雅哉 

 11  ジオクチルスズ化合物  水質,底質,生物 溶媒抽出  GC/MS 小田達也 

 12  －     

 13  －     

 14  －     

 15  －     

 16  －     

 17  －     

 18 (2-メルカプトベンゾチアゾール) (検討中)  (LC/MS) (中島純夫) 

 19 (2-メルカプトベンゾチアゾール) (検討中)  (LC/MS/MS) (中島純夫) 

 
20 

 2-メルカプトベンゾチアゾール  水質,底質 固相抽出  LC/MS/MS-ESI 中島純夫 

 (β-トレンボロン) (検討中)  (LC/MS/MS) (小林美穂子) 

 
21 

(β-トレンボロン) (検討中)  (LC/MS/MS) (折原智明) 

 (4-ビニル-1-シクロヘキセン) (検討中)  (GC/MS) (立野英嗣) 

 
22 

 4-ビニル-1-シクロヘキセン  大気 固相捕集  GC/MS 立野英嗣 

 (β-トレンボロン) (検討中)  (LC/MS/MS) (折原智明) 

 

23 

 β-トレンボロン  水質 固相抽出  LC/MS/MS-APCI 折原智明 

 (1,1-ジクロロエチレン) (検討中)  (GC/MS) (立野英嗣) 

 (2,3-エポキシ-1-プロパノール) (検討中)  (GC/MS) (立野英嗣) 

 

24 

 1,1-ジクロロエチレン  大気 キャニスター捕集  GC/MS 立野英嗣 

  ジクロロアニリン類  水質 固相抽出  GC/MS 阿部敦子 

 (2,3-エポキシ-1-プロパノール) (検討中)  (GC/MS) (立野英嗣) 

 (トナリド) (検討中)  (GC/MS) (折原智明) 

 

25 

 トナリド,ガラクソリド  水質 固相抽出  GC/MS 折原智明 

  ブタン-2-オン=オキシム  大気 固相捕集  GC/MS 立野英嗣 

  2,4-ジメチルアニリン類  水質,底質 固相抽出  GC/MS 阿部敦子 

 (2,3-エポキシ-1-プロパノール) (検討中)  (GC/MS) (立野英嗣) 

 
26 

 2,3-エポキシ-1-プロパノール  大気 固相捕集  GC/MS 立野英嗣 

 (β-ヨノン) (検討中)  (GC/MS) (折原智明) 

 

27 

 β-ヨノン  水質 固相抽出  GC/MS 折原智明 

  りん酸(2-エチルヘキシル)ジフェニル,りん酸ジ-n-ブチルフェニル  水質 固相抽出  LC/MS/MS-APCI 折原智明 

 (o-アニシジン,2-メトキシ-5-メチルアニリン,2-ナフチルアミン) (検討中)  (GC/MS) (阿部敦子) 

 

28 

 りん酸トリフェニル  水質 固相抽出  GC/MS 折原智明 

  りん酸トリフェニル  水質 固相抽出  LC/MS/MS-APCI 折原智明 

 (o-アニシジン,2-メトキシ-5-メチルアニリン,2-ナフチルアミン) (検討中)  (GC/MS) (阿部敦子) 

 

29 

 o-アニシジン,2-メトキシ-5-メチルアニリン,2-ナフチルアミン  大気 固相捕集  GC/MS 阿部敦子 

  アジルサルタン  水質 固相抽出  LC/MS/MS-ESI 折原智明 

 (レボフロキサシン) (検討中)  (LC/MS/MS) (折原智明) 

 30  レボフロキサシン,(R)-オフロキサシン  水質 固相抽出  LC/MS/MS-ESI 折原智明 

令和 元 (17β-エストラジオール,17α-エチニルエストラジオール) (検討中)  (LC/MS/MS) (折原智明) 

     ＊：平成9年度の底質は回収率不足により開発中止 
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平成21年度（2009年度）からは，それまでの水質・底

質・生物の対象媒体に加えて，立野英嗣により大気につ

いても分析法開発を開始した。 

昭和60年度（1985年度）～平成11年度（1999年度）ま

では，前処理方法については「溶媒抽出」，測定方法に

ついては「GC/MS」が主体の方法であったことがわかる。

また分析法開発期間も1物質群1年で検討を終えていた。 

平成18年度（2006年度）以降は，前処理方法について

は「固相抽出（捕集）」が主体となり，測定方法につい

ては「GC/MS」の他「LC/MS/MS」も多用されている。また

分析法開発に要する期間が数年かかる場合も増えていっ

た。これはLC/MS/MSの条件設定の難しさや，多成分一斉

分析あるいは高感度分析の要望等があったことも影響し

ているのではないかと考えられる。 

昭和60年度（1985年度）から令和元年度（2019年度）

までの35年間で31件（水質26件，大気5件，現在1件が検

討継続中）を受託したが，担当者はある程度限られた人

員で実施されていたと言える。 

なお開発した各物質の分析方法は，環境省から「化学

物質と環境 化学物質分析法開発調査報告書」として毎

年度発行されているが，国立環境研究所のホームページ

で検索することが出来る様になっている。 

 

3．開発過程での困難事例 

ここでは分析法開発過程での開発が難しかった点につ

いて，いくつか事例を紹介する。 

 

3.1 o-アニシジン，2-メトキシ-5-メチルアニリ

ン，2-ナフチルアミン（大気） 

大気試料のカートリッジ捕集による3物質のGC/MSによ

る同時分析について，平成27年度（2015年度）から平成

29年度（2017年度）にかけて取り組んだ。 

過去にリン酸を安定剤として用いた例があったことか

ら，安定剤としてリン酸，アスコルビン酸，アスコルビ

ン酸ナトリウムについて検討したが，逆相固相カートリ

ッジ（Sep-Pak C18）を用いアスコルビン酸を浸漬させた

ものでは回収率が向上しなかった。 

そこで方針を変えて，酸化されやすいアミノ基側を結

合させて捕集することを目的に硫酸を含浸させた陽イオ

ン交換カートリッジ（Bond Elute PRS）を用いたが，こ

れも回収率がよくなかった。 

このため，酸化防止剤として，アミノ基を有し目的物

質よりも酸化されやすい物質を検討したところ，p-アミ

ノフェノールを添加したSep-Pak Plus PS2を用いて要求

下限値と回収率で好結果が得られた。これを基に細目を

詰めたうえで分析方法として完成した。 

 

3.2 β-トレンボロン（水質） 

この開発には4年もの検討期間を要してしまった。ステ

ロイド骨格のためコリジョンで壊れにくく，感度アップ

に必要な大きなプロダクトイオンが得にくかった。コリ

ジョンガスに重いキセノンを使った検討なども行ったが

感度が上がらなかった。また河川水等から抽出した試験

液はLC/MS/MS-ESI測定でのイオン化抑制に悩まされた。

分析法開発では検討会議にて検討委員からのアドバイス

があり，開発担当者一人で全ての検討を計画し開発する

わけではなく，この物質も鈴木茂検討委員（中部大学）

からAPCIで行ってみてはとのアドバイスがあり，このイ

オン化法はイオン化抑制を受けにくいことがわかり，分

析法の開発を終えることができた。 

 

3.3 トナリド，ガラクソリド（水質） 

この開発は当初トナリドについてのみであった。トナ

リドは石鹸などに添加される香料である。開発途中で実

施した河川水への添加回収試験において，回収率が数百

パーセントとなってしまい原因がすぐにはわからなかっ

た。よく調べると質量数が全く同じで，MSで生成する主

イオンも同じ質量数，さらにリテンションタイムも同じ

であるガラクソリドが被っていることが判明した。ガラ

クソリドもトナリドと同じ用途の香料であり，白石寛明

検討委員（国立環境研究所）から情報提供があり原因解

明することができた。GCカラムの変更（DB-5MS→DB-FFAP）

等により2物質及びガラクソリドの異性体を分離させる

ことが可能となり，2物質の分別分析方法として開発を終

えることができた。 

 

3.4 りん酸トリフェニル（水質） 

この物質はりん酸エステル類であり，LC/MS/MSで前年

度（平成27年度）に開発を終えたりん酸(2-エチルヘキシ

ル)ジフェニル及びりん酸ジ-n-ブチルフェニルも含めて

開発を行った。これらりん酸エステル類はGCでもLCでも

分析が可能であり，両方の方法で分析法を開発した。実

際のところは，りん酸(2-エチルヘキシル)ジフェニルの

開発終了後，リース機器返却によって感度を確保出来る

LC/MS/MSが無くなりGC/MSで検討を行っていたが，約1年

後にLC/MS/MSを整備することが出来，GC/MSと併せて分析

方法を開発することができた。 

 

3.5 レボフロキサシン，(R)-オフロキサシン（水

質） 

開発要望はレボフロキサシンのみであった。逆相LCで

は異性体の(R)-オフロキサシンとの分離が困難であった

ことから，当初は異性体分離させない方法も考えた。し

かし，環境水中の両異性体の存在比が不明であったこと，
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両異性体は薬効が異なることから，分別測定方法を目指

すよう竹峰秀祐検討委員（埼玉県環境科学国際センター）

からアドバイスがあり，順相LCとして2物質の分離検討を

行った。順相LC/MS/MSと逆相LC/MS/MSではマススペクト

ルが異なることや，ガラスや金属に吸着する性質への対

応もあり，検討には手間がかかった。また順相でグラジ

ェント測定を実施すると吸着防止用の添加剤が析出しLC

の流路を塞ぐため，アイソクラティックでの方法として

開発を行った。 

 

4．分析機器整備 

現在の分析法開発にはGC/MSやLC/MS/MSは必須の機器

と言える。どちらも環境基準や排水基準にかかる検査に

必要な機器であるため，地方環境研究所には整備されて

いると考えられる。しかし分析法開発に用いるには，既

存分析方法には無い物質を測定するために，ある程度感

度良好で付加機能を有した機器を整備する必要があると

言える。 

GC/MSについては，平成29年度（2017年度）に更新整備

する際，高温で分解する物質に対応するため温度可変の

注入口を装備する様にした。PTV注入口もあるが，昔から

使い慣れたオンカラム注入口を付加した仕様とした。ま

た排気能力も考慮し，少量ならば水溶媒も直接注入可能

な機種とし，分析法開発での固相抽出時の検討（水溶媒

中の目的物質がスルーするか否かの確認）を行いやすく

するようにした。 

LC/MS/MSについては，水質環境部門だけでは費用的に

単独整備が難しく，リース機返却時に新たに整備するこ

とが出来なかった。平成28年度（2016年度）に整備を行

ったが,これは食品化学係との共用化で可能となった。環

境研究所として単独で存在していたらLC/MS/MSは整備出

来ず，平成28年度（2016年度）以降の分析法開発は行え

なかった。またICP/MSやイオンクロマトグラフといった

機器は水質環境部門のものを食品化学係が共同使用して

もおり，今後も機器の共用化は進むと思われる。 

LC/MS/MSの機種選定に当たっては，環境基準だけであ

ればLASの測定が可能であれば問題ないが，分析法開発で

開発した物質は測定可能なことを条件とした。そうでな

ければ過去に実施した市内の化学物質調査が出来ないた

めである。具体的には，りん酸エステル類の標準液を濃

度を知らせずにLC/MS/MSの4メーカーにAPCI法での分析

を依頼した。このとき食品化学係も併せてコルヒチン等

の自然毒及びクロラムフェニコール等の動物用医薬品に

ついてESIイオン化法での試料分析を依頼した。各メーカ

ーは中位機種（見積価格約2,500～3,500万円の価格帯）

で分析を行い測定結果には大きな開きが生じ，感度的に

要求を満たした機種を選定することができたが，手間や

時間は結構かかった。 

 

5．今後の課題と問題点 

これまで色々な分析法開発に取り組んできたが，今後

も継続していくにはいろいろと懸念事項がある。 

まずは，人材の育成である。これまで分析法開発を担

っていたベテランが退職等で徐々に数を減らす中，新し

い職員は通常の業務に追われて通常外の業務である分

析法開発には取り組みづらい状況となっている。また，

業務の外部委託化や職員定数減の圧力にも常にさらさ

れている。このような悪条件の中だが，業務量の見直し

などを通じて新しい職員が通常外の業務にも取り組め

るように環境を整えていく必要がある。 

次に，分析機器の更新が難しくなってきている。分析

法開発のためには通常使っている装置よりも若干グレ

ードの高い装置や新しい分析原理の装置が必要となる

ことも多いが，そのような機器をそろえる予算の捻出が

極めて難しくなってきている。特に昨年から，新型コロ

ナウイルス感染症対策のための支出の大幅な増加に伴

い，自治体財政がひっ迫の度を増しており，来年度以降

予算面での制約がさらに激化することが予想される。こ

のため，数年前から通常の分析機器についても他部門と

の共用化などで極力台数を減らし少ない予算をできる

だけ有効に活用するように努めている。だが，反面共用

化によりマシンタイムの空きが少なくなることにつな

がり，分析法開発に向ける余力が減少することにつなが

っている。 

 

6．おわりに 

以上のとおり，当研究所でのエコ調査における分析法

開発についての取り組みをまとめたが，当研究所がエコ

調査に参加することは，環境の保全，つまり市民の健康

を守るために資すると考えるからである。様々な化学物

質による環境汚染が騒がれているが，日々調査し状況を

把握していくことが大切である。これを読んで下さった

皆様が，業務等の中で少しでも参考になる事があれば幸

いである。 
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岩手県における東日本大震災津波の影響調査:海浜性希少植物の動態＊ 
 

小山田智彰**・鞍懸重和**・千﨑則正** 

キーワード ①東日本大震災 ②津波 ③岩手県沿岸部 ④海浜性希少植物 ⑤いわてレッドデータブック 

 

要   旨 

2011年3月11日の午後2時46分に三陸沖を震源とするマグニチュード9.0の巨大地震によって大津波が発生した。この東日

本大震災の津波は岩手県沿岸部に甚大な被害をもたらし，海岸植生にも多大な影響を及ぼした。2011年は，全域調査を実施

した。2012年から2015年までは調査対象種を消失の危険性が高い植物に限定して調査し，2016年は震災5年後として全域調

査を行った。2017年から2019年は消失の危険性が高い植物に限定して調査した。2020年は，6月から9月の期間中に調査未実

施であった箇所も追加して大規模調査を行った。 

東日本大震災発生から9年が経過し，この間に復興工事が進んで震災前とは景観が大きく変化した。また，大雨や台風・

高潮などの自然災害も発生している。今回は，震災後の海浜性希少植物の状況について報告する。 

 

 

1．はじめに 

東日本大震災津波が発生した 2011 年の調査では，津

波によって消失した「海浜性希少植物（以下，希少植物）」

は，砂浜・礫浜を自生地とするものが多かった 1）。消失

した希少植物の生育基盤の改変の大きさと個体数の減

少には正の相関がみられた。これらの結果から，海浜性

植物の消失・減少はその生育地である砂浜・礫浜が流出

したことにより引き起こされたと考えられた。東日本大

震災から 9年が経過し，その後の状況にも変化があるこ

とから，いわてレッドデータブック（IRDB）に記載され

ている希少植物を中心に残存調査を行い，確認した全種

の消失リスク評価を行って動態を把握した。 

 

2．方法 

2020年に実施した調査地を図1に示し，調査地名および

調査種名を表1に示した。2020年の6月から8月にかけ，青

森県境から宮城県境までの岩手県沿岸部において，東日

本大震災発生前に確認し，震災直後に消失しなかった

IRDB記載植物の自生地と，震災直後から2016年に確認さ

れた希少植物の自生地の計17調査地，また新規の調査地

16調査地を加えた計33の調査地について調査した。 

調査は，図1に示した調査地内の希少植物が生育する地

点（以下，調査地点）を踏査し，希少植物の有無，個体

数を記録後，生育位置をGPSに記録した。また，表2 に示

した「自生地消失リスク評価表」を用いて，津波前後と

2016年の調査で希少植物を確認した29調査地点について，

「繁殖」，「立地」，「採集」，「個体数」，「自然災害の影響」，

「生育基盤の変化」の6項目を5段階で評価し，得点が高

いほど消失リスクが高い種として評価した。 

本調査は2011年と2016年に同様の調査を実施しており，

震災直後自生地が消失しなかった調査地点と，2016年に

個体が確認できた調査地点のデータを経年データとして

使用した。 

希少植物の有無の情報は，震災直後から2016年，2016

年から2020年の消失率の算出に用い，2011年から2020年

の調査内で，岩手県の希少植物の分布にとって重要な消

失，新規確認事例を抽出した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図1 調査地点 



 

〈報文〉岩手県における東日本大震災津波の影響調査：海浜性希少植物の動態 

185 

〔 全国環境研会誌 〕Vol.45 No.4（2020）                                  34 

表1 調査地と調査種および結果一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 2 消失リスク評価表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

消失リスク得点は，各リスク項目6項目と，6項目を合

計した「消失リスク合計得点」の平均値の算出に用い，

「震災前」，「震災直後」，「2016年」および「2020年」の

消失リスク得点の推移を示した。また消失リスク合計得

点については，震災前と震災直後，震災直後と2016年，

2016年と2020年の3群を，FERをHolm法で調整後，ウィル

コクソンの符号付順位検定で比較した。 

 

3．結果 

3.1 岩手県の海浜性希少植物の消失・確認事例 

2011 年は，東日本大震災が発生する前に確認してい

た希少植物情報を中心に対象種の確認調査を実施した。

沿岸北部の調査では，洋野町角の浜において確認したオ

オアカバナが岩手県初確認となり，いわてレッドデータ

ブックに新たな絶滅危惧種として登載された 2）。沿岸中

央部の宮古市織笠川河口では，塩性湿地に見られるマル

ミノシバナが津波によって激減し，また，太田浜の砂浜

に自生しているエゾオグルマも津波によって激減した

（写真 1）。このエゾオグルマは，環境省指定植物群落

調査の指定地にされ，国内分布の南限とされている。こ

こは，砂浜にまとまった小集団を形成していたが，津波

によって砂浜が大量に流失した。2011 年の調査時に掘

り出されたエゾオグルマ 14 個体を見つけたため，自生

地付近に植え戻した 3）。 

2016 年は，復興工事の環境アセス調査からもたらさ

れた情報を追加して調査を実施した。沿岸北部の調査で

は，田野畑村明戸海岸でカワヂシャを河口付近で確認し

た。岩手県北部におけるカワヂシャの分布は稀である。

また沿岸南部の調査では，盛川でマルミノシバナを確認

し，県内では貴重な自生地となる。2011 年に絶滅回避

策として移植を行ったエゾオグルマは，移植後初の開花

を確認したが，その後の台風や高潮よる移植地の土壌浸

食が確認された。 

2020 年は，全域調査を行いながら東日本大震災以降

から確認できていないスナビキソウとハマハタザオの

確認を行った。その結果，宮古市の沼の浜と陸前高田市

の長崎海岸においてスナビキソウを確認し，田野畑村の

a．  繁殖 d．  個体数

・自然状態での繁殖能力 ・分布地点における個体数
５　ほとんど増殖が認められない ５　消失

４　弱い増殖力がある ４　10個体未満

３　中位の増殖力が認められる ３　10個体以上数十個体

２　著しい増殖力がある ２　100個体以上数百個体

１　強大な増殖能力がある １　1,000個体以上

b．  立地 e．  自然災害の影響

・ハビタットの消失危険度 ・東日本大震災後の自然災害（台風・高潮）

５　極めて強い ５　完全に消失

４　強い ４　ほとんどが消失し復元が困難

３　中 ３　個体の減少が激しい

２　弱い ２　個体の減少がある

１　無い １　変化なし

c．  採集 f．   生育基盤の変化

・選択的採集の危険度 ・復興工事等の人為的な改変によるもの

５　極めて強い ５  完全な改変あり

４　強い ４  大規模な改変あり

３　中 ３  部分的な改変あり

２　弱い ２  一部に改変あり

１　無い １  変化なし

① 洋野町 角の浜 オオアカバナ A 　 ⑭ 宮古市 女遊戸海岸 カワラナデシコ C 消失

キタノコギリソウ B ⑮ 中の浜 ナミキソウ C 2020年新規確認

② 八木港 ハマボウフウ B ハマベンケイソウ D 2020年新規確認

③ 久慈市 久慈川 ナミキソウ C ⑯ 崎山 - 確認なし

ハマボウフウ B ⑰ 藤の川 - 確認なし

シロヨモギ B 2020年新規確認 ⑱ 津軽石川河口 ウミミドリ A

④ 小袖海岸 ホソバエゾノコギリソウ 情報不足 マルミノシバナ A 2019年新規確認

⑤ 野田村 十府ヶ浦北 - 確認なし ⑲ 太田浜 エゾオグルマ A 消失

⑥ 米田海岸 ハマベンケイソウ D 2020年新規確認 ⑳ 里海岸 アオノイワレンゲ C

⑦ 田野畑村 明戸海岸北 ハマボウフウ B エゾオオバコ C 2020年新規確認

ナミキソウ C ㉑ 山田町 織笠川 エゾツルキンバイ A

カワヂシャ C ウミミドリ A

⑧ 明戸海岸南 エゾオオバコ C 2020年新規確認 ㉒ 大槌町 吉里吉里海岸 エゾノコウボウムギ A 2020年新規確認

ハマハタザオ B 2020年新規確認 ㉓ 大槌川 カワヂシャ C 消失

⑨ 平井賀海岸 - 確認なし ㉔ 小槌川 カワヂシャ C

⑩ 岩泉町 小本海岸北 カワラナデシコ C ㉕ 釜石市 甲子川 カワヂシャ C

ハマハタザオ B 2020年新規確認 ㉖ 大船渡市 小壁崎 カワラナデシコ C 2020年新規確認

エゾオオバコ C 2020年新規確認 ハマヒナノウスツボ -

⑪ 小本海岸南 ハマベンケイソウ D ㉗ 越喜来浪板海水浴場 - 確認なし

ナミキソウ C ㉘ 盛川 マルミノシバナ A

ハマボウフウ B 消失 カワヂシャ C 消失

⑫ 宮古市 沼の浜 スナビキソウ A 2020年新規確認 ㉙ 長崎海岸 スナビキソウ A 2020年新規確認

シロヨモギ B 2020年新規確認 ㉚ 陸前高田市 大野海岸 アオノイワレンゲ C

ハマベンケイソウ D 2020年新規確認 ナミキソウ C 移植保全地

ナミキソウ C 2020年新規確認 ハマボウフウ B 移植保全地

ハマボウフウ B 2020年新規確認 ㉛ 泊漁港 ハマナデシコ A 2019年新規確認

エゾオオバコ C 2020年新規確認 ハマナデシコ A 消失

⑬ 真崎灯台 ハマベンケイソウ D 2020年新規確認 ㉜ 太陽海岸 - 確認なし

シロヨモギ B 2020年新規確認 ㉝ 油崎 ハマヒナノウスツボ - 2020年新規確認

ハマボウフウ B 2020年新規確認

アオノイワレンゲ C 2020年新規確認

ハマハタザオ B 2020年新規確認

カワラナデシコ C 2020年新規確認

No No

* A；環境省レッドデータブックカテゴリーの「絶滅危惧Ⅰ類」の基準に相当する種，または岩手県固有で分布が局限しており，存続基盤が極めて脆弱な種。B；環境省レッドデータブックカテゴリーの「絶滅危惧Ⅱ類」の基準に

　相当する種。C；環境省レッドデータブックカテゴリーの「準絶滅危惧」の基準に相当する種。D；次のいずれかに該当する種。現状では絶滅の恐れはないが，最近減少が著しい等，Cランクに準ずる種。優れた自然環境の指標と

　なる種。岩手県を南限または北限とする種や，特殊な分布をする種。

備考市町村名 調査地名 種名 IRDB*

ランク
備考 市町村名 調査地名 種名

IRDB
ランク
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明戸海岸南側と岩泉町の小本海岸北側および宮古市の真

崎灯台においてハマハタザオを確認した（写真2）。この

調査では33の調査地で調査を行い，12の調査地において

11種のIRDB記載植物を新規確認したが，6調査地で5種の

消失が確認された（表1）。また，本県では太田浜のみに

自生しているエゾオグルマは，消失したことが明らかに

なった。 

 

3.2 海浜性希少植物の消失率と消失リスク得点の

推移 

「消失リスク評価表」を用いた調査から，継続確認し

てきた希少植物を表 3に示した。 

津波直後から 2016 年の消失率は 7.6％であったが，

2020年の消失率は 21.4％に増加した。 

津軽石川河口のウミミドリは，生育地点にコンクリー

トブロックが新設されたため，2016 年に消失を確認し

た。小本海岸南側のハマボウフウは，道路工事により砂

利が敷かれたため，2020 年に消失を確認した。大槌川

のカワヂシャは，自生していた橋の基礎補強工事によっ

て 2016年には個体数が減少し，2020年に消失を確認し

写真1 東日本大震災の津波によって激減したエゾオグルマ(a)とマルミノシバナ(b) 

写真2 2020年の調査で新規確認したハマハタザオ(a)とスナビキソウ(b) 

a b 
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調査地名 種名 津波前 津波直後 2016年 2020年

角の浜 オオアカバナ 9 10 9

角の浜 キタノコギリソウ 14 15 10 11

八木港海岸 ハマボウフウ 20 13

久慈川 ナミキソウ 14 16 9 13

久慈川 ハマボウフウ 18 24

小袖海岸 ホソバエゾノコギリソウ 9 10 9 13

明戸海岸北 ハマボウフウ 14 11

明戸海岸北 ナミキソウ 13 10

明戸海岸北 カワヂシャ 19 17

小本海岸北 カワラナデシコ 24 12

小本海岸南 ナミキソウ 8 8 11 11

小本海岸南 ハマベンケイ 17 13

小本海岸南 ハマボウフウ 18 消失

津軽石川 ウミミドリ 6 14 消失

津軽石川（塩生湿地） マルミノシバナ 6 15 23 21

津軽石川（塩生湿地） ウミミドリ 11 8

太田浜 エゾオグルマ 12 19 20 消失

里海岸 アオノイワレンゲ 12 9

織笠川 ウミミドリ 10 15 11 10

織笠川 エゾツルキンバイ 9 13 20 20

大槌川 カワヂシャ 6 7 17 消失

小槌川 カワヂシャ 11 14 19 16

甲子川 カワヂシャ 21 17

盛川 カワヂシャ 20 消失

盛川 マルミノシバナ 15 18

大野海岸 ハマボウフウ 9 17 14 16

大野海岸 ナミキソウ 11 12

大野海岸 アオノイワレンゲ 12 13

泊漁港 ハマナデシコ 24 消失

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

た。盛川のカワヂシャは，河川工事が行われた後に衰退

して 2020 年には消失を確認した。泊漁港のハマナデシ

コは公共トイレの敷地内に自生していたが，漁具の仮置

場になるなどし，2020 年に消失を確認した。太田浜の

エゾオグルマは，津波発生後に行った移植措置によって

生存を維持していたが，2019 年に発生した台風 19号に

よって移植地を含む砂浜が破壊され，2020 年の調査に

よって消失を確認した。 

消失リスク評価を実施した 29 調査地点について，評

価 6 項目の消失リスク合計得点の推移を図 2 に示した。 

消失リスク合計得点の震災前，震災直後，2016 年お

よび 2020 年の平均値は，それぞれ 9.5（n=12），13.2

（n=13），15.8（n=28）および 13.8(n=23)であった。 

震災直後の消失リスク合計得点は震災前より有意に

高く，震災直後と 2016 年，2016 年と 2020 年のそれぞ

れの消失リスク合計得点に有意差はなかった。 

全地点の平均値の推移は，震災前より震災直後が高く，

2016年で最も高くなった。2020年は，2016年よりも低

くなったが震災前および震災直後に比べると高かった。

この中で，久慈川河口のハマボウフウと津軽石川河口の

マルミノシバナは高い得点で，残存 1個体となり消失寸

前であった。復興工事に伴って移植された織笠川河口の

エゾツルキンバイは，298 個体から 81 個体に激減して

おり，得点が高くなった。 

次に，消失リスク評価の「繁殖」，「立地」，「採集」，

「個体数」，「自然災害の影響」，「生育基盤地の変化」

の6項目に分け，それぞれの平均値を図3に示した。 

その結果，「繁殖」の震災前，震災直後，2016年およ

び2020年の消失リスク得点の平均値は，それぞれ，2.5

（n=12）,2.8（n=13）,3.8（n=28）および3.2（n=23）で

あった。「立地」では1.7,2.3,2.7および2.5，「採取」

では1.6,1.6,1.8および1.1，「個体数」では1.8,2.5,2.8 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
図2 29調査地点の消失リスク合計得点の推移 

    図中の*はウィルコクソン符号付順位検定により，5％水準で有意

差あり，n.s.は有意差なし。 

表3 消失リスク評価の結果一覧 
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および2.2，「自然災害の影響」では，1.0,2.2,2.4およ

び2.0，「生育基盤の変化」では1.0,2.3,2.4および2.7

であった。「採集」については，震災前から2016年まで 

大きな変化はなく，2020年は減少傾向を示した。その

他の 5項目は，震災前より震災直後が高く，2016年で

最も高くなった。「生育基盤の変化」の 1項目のみが 2016

年よりも 2020年が高くなった。これは，復興時工事を

伴う人為的な改変を指しており，工事が自生環境に影響

を及ぼしていることが示唆された。 

 

4. 考察 

4.1 岩手県の海浜性希少植物の消失・確認事例 

本調査は，東日本大震災の発生前から岩手県沿岸部で

確認していた希少植物の被害状況を把握するために始め

たものである。2011年の調査では，震災前に確認されて

いた自生個所の破壊状況と対象植物の残存調査を行った。

その結果，写真1のように砂浜や礫浜および塩生湿地に自

生する希少植物の減少が顕著にみられた。これは，津波

によって自生基盤となる土壌が流失し，自生していた希

少植物に被害が及んだものと考えられた。 

2016年は，東日本大震災から5年が経過し，復興工事が

盛んになってきた時期でもある。巨大防潮堤の建設工事 

が進み，そのために実施された環境アセス調査からもた

らされた情報を追加して大規模調査を実施した。この報

告書に登載されていた希少植物調査では，大野海岸のハ

マボウフウとナミキソウ，甲子川のカワヂシャ，八木港

海岸のハマボウフウ，盛川のカワヂシャなどが新規確認

されたが，宇留部海岸のハマボウフウとナミキソウ，小

本海岸北側のハマハタザオ，片岸海岸のハマベンケイソ

ウ，小白浜海岸のハマベンケイソウは確認できなかった。

これは，多くの工事が同時進行する中で，希少植物の確

認や保全策の実施に差が生じていることが原因の一つに

なっていると思われた。織笠川のエゾツルキンバイにつ

いては，津波後に残存個体を確認したものの消失が確認

され，その後の調査で織笠川の別地点において自生が確

認された。本種は，津波以降，生育地の大部分が消失し

ており，重点的な保護対策を講じなければ県内絶滅する

可能性が高いと思われた。 

津波後で掘り出されたため，絶滅回避策として移植し

ていたエゾオグルマは初開花を確認したが，台風や高潮

等による移植地の土壌浸食が心配されたことから，継続

したモニタリングと追加の保全対策が必要であると思わ

れた。 

2020年の調査は，これまで確認していた希少植物の継

続調査を行いながら，東日本大震災以降の調査で確認で

きていなかったスナビキソウ（IRDB：Aランク）とハマハ

タザオ（IRDB：Bランク）の2種の確認を調査目的として

実施した。その結果，宮古市の沼の浜と陸前高田市の長

崎海岸においてスナビキソウを確認した。宮古市の沼の

浜の自生地は，工事のために堆積した砂の上に発生して

おり，この砂が工事に利用されれば消失する可能性が高

い（写真2）。また，陸前高田市の長崎海岸で確認したス

ナビキソウは，個体数は多いものの開花がなく，震災か

ら年月を経て一斉に発芽した幼植物体であると推察され

た。ハマハタザオは，明戸海岸南側，小本海岸北側，真

崎灯台で確認したが1～数個体と少なく，継続調査が必要

と思われる（写真2）。今回の調査では，12の調査地で11

種のIRDB記載植物を新規確認しており，新たな希少種の

自生個所として記録することができたが，6地点で5種の

消失も確認されており，継続したモニタリング調査が植

物保護の観点からも重要であると考えさせられた。また，

岩手県内におけるエゾオグルマは消失したことが明らか

になった。津波の被害を受けて移植等の保全措置を実施

し，生存を確認した中での消失であることから，この反

省を踏まえ，今回の経験を希少植物の保護策に活かすこ

とが重要と考える。 

 

4.2 海浜性希少植物の消失率と消失リスク得点

の推移 

表3に示した消失リスク評価の結果一覧から，津波前か

ら津波後，2016年，2020年までの消失リスクの合計得点

が上昇傾向にある種は，消失する危険性が高いと思われ

る。実際に消失した希少植物は，それ以前の消失評価の

合計得点が20点に近い得点を示すもの（表3）が多くみら

れたことから，20点前後に達した希少植物は，消失する

可能性が高い種として予測できる。表3および図2より，

久慈川のハマボウフウが24点，津軽石川河口のマルミノ

図3 6項目別消失リスク得点の平均値の推移 
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シバナが21点，織笠川のエゾツルキンバイが20点と高い

ことから，消失の危険性が最も高い希少植物として注視

しなければならない。 

 図3に示した項目ごとの消失リスク平均得点の推移よ

り，「繁殖」，「個体数」，「自然災害の影響」，「生

育基盤の変化」が「採集」よりも高くなり，消失リスク

の主要因となっていると推察された。これは，震災後か

ら9年を経過し，大震災直後の津波による影響から，その

後の復興工事を含めた土地改変による地盤の変化が影響

していると思われる。土地改変が生じる工事箇所に希少

植物が確認された場合は，自生地の保全を講じて消失リ

スクを低減させることが重要となる。 

 

5. まとめ 

2011年の調査で確認したオオアカバナは，本県初確認

となり，いわてレッドデータブックに絶滅危惧種として

登載された（写真3）。2020年の調査で，宮古市の沼の浜

と陸前高田市の長崎海岸においてスナビキソウを確認し

た。また，田野畑村の明戸海岸南側，岩泉町の小本海岸

北側，宮古市の真崎灯台においてハマハタザオを確認し

た。一方で，久慈川のハマボウフウ，津軽石川河口のマ

ルミノシバナ（写真4），織笠川のエゾツルキンバイ（写

真5）は，消失する可能性が高い。絶滅回避策として移植

を行ったエゾオグルマは，消失した。 

 消失リスク評価から見た全体的な傾向としては以下の

ようであった。東日本大震災直後では52.8％で消失して

いた1）のに対し，2016年は7.6％，2020年は21.4％であっ

た。2020年の調査では，消失リスク評価の6項目のうち，

「生育基盤の変化」のみが増加傾向を示し，消失してい

た6地点中5地点で工事による人為的な影響が確認された。 

以上から，東日本大震災の津波によって自生地が消失

し消失リスクが高まった後，残存した希少植物の消失リ

スクは，震災後と同様に高い消失リスクを維持しており，

依然として希少植物の消失は散見している。今後は，工

事等によって個体数が減少している希少植物を中心に保

護策を進めることが望ましい。 
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写真5 エゾツルキンバイ（2020年7月22日撮影） 

写真3 オオアカバナ（2020年7月20日撮影） 

写真4 マルミノシバナ（2020年6月26日撮影） 
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名古屋市における大気中エチレンオキシドおよび 
プロピレンオキシドの経年変化* 

 

 

中島寛則**・大野隆史**・山神真紀子**・池盛文数**・久恒邦裕**・森 健次** 

 

キーワード ①有害大気汚染物質モニタリング ②エチレンオキシド ③プロピレンオキシド ④PRTR法  

 

要   旨 

 名古屋市では有害大気汚染物質であるエチレンオキシドの測定を平成12年度より継続して行っている。それと同時

に，エチレンオキシドと同時測定が可能であり，名古屋市でPRTR法による大気への排出量の多いプロピレンオキシドに

ついても平成15年度より測定を継続して行ってきた。その結果，PRTR法による排出量の減少に比例するように，オキシ

ド類の大気中の濃度も減少傾向となっている。地点別では，発生源近傍の測定地点で突発的な高濃度となることが特に

プロピレンオキシドで多く認められた。エチレンオキシドは地点間濃度差がそれほど大きくならなかったが，これは光

化学反応による二次生成が起こっているためであると示唆された。 

 

 

 

1．はじめに 

エチレンオキシド(別名酸化エチレン)は快香のある流

動性，中性の液体又は気体（沸点 10.4℃）であり，界面

活性剤，有機合成顔料，くん蒸消毒，殺菌剤などに利用さ

れている。一方エチレンオキシドの有害性としては発が

ん性が確認されており，IARCの有害性評価で最も厳しい

1となっている。このためエチレンオキシドは大気汚染防

止法の有害大気汚染物質のうち，優先取組物質に指定さ

れており，毎月大気中濃度を測定することとされている。 

エチレンオキシドの環境基準値や指針値は定められて

いないが，吸入経路の有害性評価値は吸入経路の発がん

性で0.092μg/m3(実質安全量)と示されたところであり1)，

環境省では環境目標値の設定の検討を行っているところ

である。また特定化学物質の環境への排出量の把握等及

び管理の改善の促進に関する法律（化管法：いわゆるPRTR

法）では特定第一種指定化学物質に指定されている。PRTR

法では，平成30年度における全国の届出排出量は137トン，

届出外排出量は60トンとなっており，発生源の特定でき

ない大気への排出が多く生じている2)。 

一方プロピレンオキシド(別名1,2-エポキシプロパン，

酸化プロピレン)は，無色で揮発性の高い液体(沸点34℃)

であり，ポリウレタンの原料などとして石油化学的に大

量生産されている。PRTR法では，全国の届出排出量が45

トン，届出外排出量が0.003トンとなっており，ほぼすべ

ての排出を把握できている。プロピレンオキシドの有害 

 

 

性については，人に対する発がん性が疑われており，IARC

の評価で2Bとなっている。 

名古屋市では平成12年度より毎月1回，エチレンオキシ

ドの大気中濃度について測定し，平成15年度からは併せ

てプロピレンオキシドの大気中濃度についても同時測定

を行ってきており，その傾向について報告してきた3,4)。 

優先取組物質等21物質の名古屋市における大気中濃度

の，平成10～29年までの20年間の経年変化については，

これまでに報告があるが5)，オキシド類について細かい解

析を行った例は近年報告されていない。 

そこで今回は，平成15年度から令和元年度まで継続し

て大気中濃度を測定している白水小学校，港陽，富田支

所の市内3地点の測定局における分析結果について，17年

間の経年変化や，両物質の相関およびPRTR法における排

出量との関連性等についての解析を行ったので，その結

果について報告する。 

 

2．調査方法 

2.1 調査地点 

調査は平成15年度から測定を継続している白水小学校

(以下：白水，名古屋市南区，固定発生源周辺)，港陽(名

古屋市港区,固定発生源周辺)および富田支所(以下：富田，

名古屋市中川区，一般環境)の3地点で実施した。 
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これらの地点のおおよその位置およびPRTR法による排

出量届出事業所の位置を図1に示す。エチレンオキシドは

名古屋市内4か所の事業所で，プロピレンオキシドはこの

うち事業所2および3で，調査期間中に大気への排出が確

認された。オキシド類の届出事業所は名古屋市南部に集

中しており，白水の東約1kmの近傍にも存在している。 

図1 調査地点および排出事業所の位置 

 

2.2 調査期間 

調査期間は平成15年4月～令和2年3月の17年間で，毎月

1回24時間の試料採取を行った。 

 

2.3 調査方法 

有害大気汚染物質有害大気汚染物質測定方法マニュア

ルの第4部第2章「大気中の酸化エチレンおよび酸化プロ

ピレンの測定方法」に従って以下の通り実施した。 

臭化水素酸を含侵したグラファイトカーボン系吸着剤

に大気試料を0.7L/minで24時間通気することで，エチレ

ンオキシドを誘導体化して2-ブロモエタノールとし，ま

たプロピレンオキシドを誘導体化して1-ブロモ-2-プロ

パノールおよび2-ブロモ-1-プロパノールとして採取し

た。採取した試料をトルエン/アセトニトリルで抽出

し，キャピラリーカラム付きGC/MS-SIMで分析した。 

 

3．結果と考察 

3.1 エチレンオキシドの経年変化・経月変化 

大気中エチレンオキシド濃度の年平均値の地点別経年

変化を図2に示す。この結果，大気中エチレンオキシド

濃度は，平成22～23年ごろまでは減少傾向が認められる

が，それ以降は横ばいとなっている。平成30年度の富田

では10月および11月に原因不明の突発的高濃度が生じた

ためにこれまでで最も高い値となった。前述の平成30年

度富田を除くと，3地点ともおおむね同様の経年変化を

示し，地点間濃度差は小さかった。 

エチレンオキシドの年平均値が有害性評価値の0.092

μg/m3を超過したのは，平成30年の富田を除くと平成19

年度以前だけであり，近年はおおむね発がん性の危険が

ある濃度を記録していないことがわかる。 

 

図2 エチレンオキシドの経年変化 

 

次にエチレンオキシドの平成15年度～令和元年度の，

月別平均値および月別中央値の推移を図3に示す。中央

値を求めることで，突発的な高濃度事象の影響を小さく

することが可能となる。この結果，月別では3地点とも

同様の推移を示し，春期に上昇し夏期にやや減少し，秋

期に一年で最も高濃度となり，冬期に一年で最も低濃度

となる傾向を示した。中央値で見ると大気中濃度は高い

方から白水，港陽，富田となった。また，富田では秋期

に平均値と中央値の差が大きいが，これは平成30年度の

突発的高濃度の影響を強く受けていると示唆される。 

大気中のエチレンオキシドは，特定の発生源の影響で

はなく，比較的名古屋市内の広い範囲で分布しており，

光化学反応による二次生成が寄与している可能性が示唆

される。これは春期および秋期に高濃度となることや，

有害大気汚染物質として同時に測定しているアルデヒド

類濃度も同様の傾向を示すことからも示唆される。 
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図3 エチレンオキシドの月別推移 

 

3.2 プロピレンオキシドの経年変化・経月変化 

大気中プロピレンオキシド濃度の経年変化を図4に示

す。この結果，プロピレンオキシドもエチレンオキシド

と同様平成22～23年ごろまでは減少傾向であるが，それ

以降は横ばいとなっている。白水では近年やや増加傾向

も認められた。名古屋市南部では近年大気中の光化学オ

キシダント濃度が増加しており6)，光化学反応による二

次生成の寄与が大きくなった可能性がある。またエチレ

ンオキシドで見られたような，平成30年の富田における

突発的な高濃度は認められなかった。 

地点別では，港陽と富田はほぼ同様の推移を示した

が，白水は他の2地点よりも高濃度で推移しており地点

間濃度差が大きくなった。これは，PRTR法によるプロピ

レンオキシドの届出排出事業所が，白水近傍に多く存在

しているためだと考えられる。 

 

図4 プロピレンオキシドの経年変化 

 

次にプロピレンオキシドの平均値および中央値の月別

推移を図5に示す。この結果，プロピレンオキシドはエ

チレンオキシド同様冬期に低濃度となる傾向は認められ

たが，その他の時期は3地点で同様の傾向は認められな

かった。冬期に比べ他の時期で高い濃度となっているこ

とから，プロピレンオキシドについても光化学反応によ

る二次生成の寄与があると示唆される。 

また，白水では8月を中心に高濃度となることが多かっ

たが，これは調査地点の近傍に存在する発生源からの大

気への排出の影響を強く受けている可能性が示唆された。

港陽および富田では平均値と中央値の差が小さく，発生

源の影響をほとんど受けていないと考えられた。 

 

図5 プロピレンオキシドの月別推移 

 

3.3 エチレンオキシドとプロピレンオキシドの

比較 

図6に，エチレンオキシドとプロピレンオキシドの大

気中濃度の比較を季節別および地点別に示す。また図中

に，エチレンオキシドとプロピレンオキシドの相関係数

をRで示す。この結果，白水では相関が低かったが，港

陽では比較的高い相関が認められた。富田は相関係数が

低かったが，これは平成30年10～11月にエチレンオキシ

ドが突発的高濃度を示した影響が強く出たためであると

考えられる。 

季節別では，突発的高濃度は夏期および秋期に出現し

ていることが分かった。特に突発的高濃度の出現頻度の

高い白水では，近傍にエチレンオキシドおよびプロピレ

ンオキシドの個別の発生源があるために，一般的に風下

にあたる夏期から秋期で変動傾向が異なっており，相関

が低くなったものと考えられるが，風向風速等との関連

性については今後の課題としていきたい。 

エチレンオキシドの有害性評価値である0.092μg/m3

よりも高濃度となったのは，白水で86回，港陽で55回，

富田で45回となっており，やはり近傍に発生源の多い白

水で超過した回数が多い結果となった。 
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図6 エチレンオキシド濃度とプロピレン 

オキシド濃度の相関 

 

3.4 PRTR法による排出量との比較 

図1の発生源1～4におけるエチレンオキシドおよびプ

ロピレンオキシドの大気への届出排出量の推移を図7の

積上げグラフで示す。また併せて白水における年平均濃

度の推移を図7の折れ線グラフで示す。 

この結果，PRTR法における届出排出量は，エチレンオ

キシドは平成17～18年に大幅に減少して以降は低いレベ

ルで推移している。プロピレンオキシドは平成16年度に

大幅に減少したのち，平成20年度まで続けて減少して以

降はほぼ横ばいである。 

白水における大気中濃度との比較では，エチレンオキ

シドは排出量の減少と同様に大気中濃度も減少し近年は

横ばいで推移しているが，減少幅は年間排出量の大幅な

減少と比べて小さい傾向が認められた。全国でのPRTR届

出排出量と届出外排出量の比が名古屋市でも同様である

と仮定すると，名古屋市の届出排出量と届出外排出量の

比は70：30となり，平成30年度は届出排出量960㎏に対

し，約410kgの届出外の排出があったことになる。以上

から大気中濃度の減少幅が小さい原因として，届出外の

発生源や，光化学反応による二次生成が一定程度寄与し

ている可能性が示唆された。 

プロピレンオキシドについては，濃度の減少幅は届出

排出量と同様に大きくなった一方，平成23年度以降の排

出量は横ばいであるのに対し大気中濃度がやや増加傾向

にあること等の排出量と一致していない点もみられるこ

とから，光化学反応による二次生成が増加している可能

性が示唆された。 

 

図7 PRTR法における排出量と大気中濃度の比較 

 

  4．まとめ 

平成15年度より名古屋市で継続して大気中濃度を測定

している，エチレンオキシドおよびプロピレンオキシド

のオキシド類2物質について，大気中濃度の経年変化，

オキシド類同士の相関およびPRTR法における排出量との

関連性について解析を行った。 

エチレンオキシドの大気中濃度は経年的に減少傾向に

あるが近年は横ばいで推移している。季節別では春期と

秋期に高濃度となる傾向があった。また地点別では発生
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源近傍の白水で最も高濃度となったが，地点差はそれほ

ど大きくなく，光化学反応による二次生成も寄与してい

る可能性が示唆された。 

プロピレンオキシドは経年的に減少傾向であるが，や

はり近年は横ばいであり，白水ではやや増加傾向も認め

られた。地点別では白水が他の2地点よりも明確な高濃

度で推移しており，近傍の発生源の影響を強く受けてい

る可能性が示唆された。またプロピレンオキシドはエチ

レンオキシドほど季節差が明確ではないが，冬期に比べ

他の時期でやや高い濃度となっていることから，やはり

光化学反応による二次生成が寄与している可能性が示唆

された。 

エチレンオキシドとプロピレンオキシドの比較では，

白水および富田では相関が低かったが，港陽では比較的

高い相関が認められた。ただし富田は平成30年の突発的

高濃度の影響を強く受けている可能性が高いと思われ

た。 

また白水では，近傍にエチレンオキシドおよびプロピ

レンオキシドの個別の発生源があるために，風下にあた

る夏期から秋期で突発的高濃度の出現頻度が高くなった

と考えられる。 

PRTR法における排出量との比較では，両物質ともよい

関連性を示しているが，エチレンオキシドでは大気中濃

度が届出量の減少幅と比べて小さいことや，プロピレン

オキシドの大気中濃度が近年やや増加傾向にあることか

ら，今後も大気中濃度の推移を注視する必要がある。 

また，発生源近傍に近い白水で，プロピレンオキシド

が突発的に高濃度となる事例は，原因が近傍の事業所で

ある可能性が高いが，風向風速等気象条件との関連性も

含め，今後も検証を行っていく必要がある。 
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浄化槽排水を主な水源とする水路での魚類等へい死事故の調査について* 
 

富田比菜**・髙橋紗希**・山下 浩** 

 

キーワード ①アンモニア ②魚類へい死 ③浄化槽 

 

要   旨 

 令和元年11月，水路及び水路が流入する小河川において，多種類の水生動物のへい死事故が発生した。事故現場の河川

水のpHは9前後と弱アルカリ性であった。また，流入する水路等の水において高いアンモニウムイオン（NH4
+）濃度が確認

された。NH4
+は，弱アルカリ性で毒性の高い遊離態アンモニア(NH3)となることから，NH3がへい死原因と考えられた。水路

の水の主な供給源は，流通団地内の事業所から排出される浄化槽排水であり，浄化槽排水が排出される側溝の一部でNH4+

濃度が100 mg/Lを超えていた。アンモニアの毒性にはpHによる形態が大きく関わっていることから，アンモニア濃度を測

定する場合はpH測定と併せて実施することが重要である。 

 

 

 

1．はじめに 

令和元年11月，高知県内の水路及び水路が流入する小

河川において魚類等へい死事故が発生した。へい死区間

は約1 kmにわたり，へい死生物はナマズ，ギンブナ，モ

ツゴ，タナゴ，カエル，カメ，カニ，エビと多種類であ

った。 

事故時及び事故後に採取した水からアンモニウムイオ

ン(NH4
+)が高い濃度で検出された。また，事故現場の水の

pHは9前後と弱アルカリ性であった。NH4
+は弱アルカリ性

では毒性の高い遊離態アンモニア(NH3)となることから，

NH3がへい死原因と考えられた。なお，へい死魚及び水か

ら農薬や高濃度の重金属等は検出されなかった。 

水路へ流入する主な水は，運送会社等の事務所が多く

入る流通団地の浄化槽排水であり，流入水の一部のNH4
+濃

度が高いことから浄化槽排水がNH4
+供給源と推測された。

なお，当該地域は公共下水道が整備されていない地域で

あるため，汚水は浄化槽で処理されている。 

アンモニアを原因とした魚類のへい死は沖縄県や岡山

県で報告されている。沖縄県では遊離アンモニアによる

呼吸障害を原因と推定する事例が例年起こっている1)2)。

岡山県では，富栄養化した溜め池の底質から溶出したア

ンモニアが，光合成で高pHとなっている表層に上がって

きて，魚類にダメージを与えると推定している3)。本事例

はこれらの他県事例には当てはまらず，当該水路でアン

モニアの毒性が高くなっている原因を推定するのが困難

であった。 

 

 

今回，浄化槽排水を主な水源とする水路での魚類へい

死事故において，アンモニアの挙動を中心に調査したの

で報告する。 

 

2．現場概況 

 へい死があった場所は，流通団地周辺を流れるA川及

びB水路である。現場概況を図1に示す。 

流通団地は小さな山の東側に位置する。B水路は小山

に沿うように下り，A川へ合流する。A川のB水路流入地

点より上流にはほとんど水はなく，流入地点付近からC

橋にかけて流れはほぼなく水が貯まっている。C橋より

下流では緩やかな流れがあり，水田地帯を流れていく。 

B水路の水は，3つの水路の水から成っている。3つの水

路のうち，1つは小山添いに水田地帯の中を流れてくる農

業用水路である。この水路を「山側水路」とする。また，

山側水路と並行して流れている水路があり，この水路は

流通団地の駐車場横の側溝から始まっている。この水路

を「団地側水路」とする。団地側水路には，流通団地か

らの排水の流入はほぼない。流通団地内の排水は南へと

流れ，最終的に斜面を下ってグラウンドの北側を流れる

水路に入る。この水路を「グラウンド北水路」とする。

グラウンド北水路は，暗渠で団地側水路へ合流する。さ

らに，その約1 m下流で，団地側水路と山側水路が合流す

る。合流地点周辺では，水は貯まり，滞っている。合流

地点付近の水深は50 cm程度である。 

 合流前の団地側水路及び山側水路の水量は少ない。特 
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図1 現場概況図及び調査地点 

 

に団地側水路では，合流地点から離れていくと約30 mの

ところで水深5 cm程度になり，底が露出しているところ

もある。 

グラウンド北水路は幅2 m，水深4 cm～20 cmで，流れは

緩やかである。団地内側溝からの水は3カ所（東端1カ所，

中央2カ所）から流入する。水は西向きに流れており，西

端から団地側水路へ暗渠で合流する。水路の底質につい

ては，東端から2/3程度は概ね砂だが，西端付近は落ち葉

やヘドロが溜まっており，泥になっている。 

令和元年11月は，降雨がない状態が19日間続いていた

が，事故通報日未明にはまとまった降雨（合計21 mm）が

あった。 

 

3．調査 

3.1 へい死現場調査及び試料採取 

へい死は，B水路（水路合流地点から河川への流入地点

にかけて全ての範囲）及びA川（水路流入地点からC橋付

近の範囲）にて確認された。 

原因解明のため，事故の確認後から約1ヶ月間に数回調

査を行い，B水路及びA河川の水を採取した。水は，金属

のひしゃくで採取し，ポリエチレン瓶で保存した。原因

究明のための調査であるため，調査日によって調査地点

は異なる。調査地点は図1中に番号を示した。以降，地点

番号は図1中の番号とする。 

また，事故確認から3ヶ月後に，底質及び水のウレアー

ゼ（尿素分解）活性を確認するため，底質，周辺の土壌

及び水を採取した。底質及び土壌はスコップで採取後，

滅菌した薬さじにてポリエチレンチューブに入れて保存

した。水は滅菌済みチューブに入れて保存した。 

 

3.2 事故時及び事故後調査項目 

 現地で，pH測定（電極法）及びアンモニアパックテス

ト（共立理化学研究所）を実施した。また，溶存酸素（DO）

の測定を行う場合は，現場でDOの固定を行った。 

採取した水試料について，全窒素（TN）・全りん（TP）

及びイオン成分（SO4
2-，NO3

-，Cl-，F-，NO2
-，PO4

3-，NH4
+，

Na+，K+，Ca2+，Mg2+）の濃度を分析した。TN・TPは，自動

化学分析装置（ビーエルテック，SWAAT）を用い，TNにつ

いては銅・カドミウムカラム還元法（流れ分析法），TP

についてはペルオキソ二硫酸カリウム分解法（流れ分析

法）により測定した。イオン濃度は，イオンクロマトグ

ラフ法（Thermo Scientific，Dionex Integrion）により

測定した。得られたNO3
-，NO2

-，NH4
+の濃度からそれぞれ硝

酸態窒素（NO3-N），亜硝酸態窒素（NO2-N)，アンモニア

態窒素（NH4-N）の濃度を計算し，それらの合計（NO2-N+NO3-

N+NH4-N）を無機態窒素濃度とした。同様にPO4
3-濃度から

リン酸態リン（PO4-P）濃度を計算した。DOはよう素滴定

法により測定した。 

 

3.3 追加調査項目 

3.3.1 ウレアーゼ活性確認 

渡部らの報告に準じ4)，底質，周辺土壌及び水のウレアーゼ活

性の確認を行った。底質及び土壌については，検体をミクロスパ

ーテルで採取し1 mLの生理食塩水に懸濁したもの10 µL，また，

水については採取した検体10 µLを，0.5 mLの尿素培地（栄研化

学）3本に摂取し37℃，20℃及び6℃で培養した。赤変したものを

陽性とし，1週間後及び2週間後に判定した。 

 

3.3.2 BODおよびN-BOD 

 BOD及びN-BODを測定した。N-BODは，アリルチオ尿素を

添加し，硝化反応を抑制させ培養したBODをC-BODとし，

BODからC-BODを差し引くことで算出した。 

 

4．結果及び考察 

4.1 pH，DO，イオン濃度及びTN・TP 

イオン成分はSO4
2-，NO3

-，Cl-，F-，NO2
-，PO4

3-，NH4
+，Na+，

K+，Ca2+，Mg2+を分析したが，本件の試料のNH4
+濃度は他成

分よりかなり高く，NH4
+が分析可能な濃度に希釈したため，

イオン成分によっては希釈の影響により検出できなかっ

た可能性がある。結果については，NO3
-，NO2

-，PO4
3-，NH4

+



 
＜報文＞ 浄化槽排水を主な水源とする水路での魚類等へい死事故の調査について 

197 

    

〔 全国環境研会誌 〕Vol.45 No.4（2020） 

46 

について報告する。なお，本報告でNH4
+と記載した場合は

イオンクロマトグラフの結果であり，アンモニアと記載

した場合はNH4
+とNH3の形態を区別せずに論ずる。 

イオン成分は採取当日または翌日に分析を行っている

が，TN・TPは採取から約3週間後に測定した値である。 

以下，結果を時系列順に記す。 

 

4.1.1 1日目（事故通報当日）（表1） 

事故発生場所を管轄する福祉保健所（以下，保健所）

へ事故について通報があった。保健所職員が現場調査を

行い，A川のC橋（地点1）及び山側水路（地点2及び3）で

検体採取を行った。へい死発見現場であるC橋ではへい死

魚のほか，弱っている魚を確認した。採取したナマズ2匹

のうち1匹はまだエラが少し動いている状態だった。この

ことから，調査時には水質異常が継続していたと考えら

れる。また，ナマズののどには捕食されたブルーギルが

入っており，事故直前まで活動していた様子がうかがえ

たことから，水質異常は突然起こったと推測した。 
C橋のNH4

+濃度は130 mg/L，pHは9.1であった。NH4-N濃

度としては100 mg/Lであり，これは淡水域における水産

用水基準0.26 mg/L（pH 9.0，水温12℃のとき）を大きく

超えていた5)。また，玉城らは，「DOが7.0 mg/L前後の値

をとる時は，NH4-N濃度が12 mg/L以上でないと事故の発

生オッズは高くならないが，DOが4 mg/L以下に減少した

り，10 mg/L以上の過飽和になると，低濃度のNH4-Nの水

質下でも事故が発生することが示唆された。」と報告し

ている6)。本検体ではDOの測定は行ってはいないものの，

NH4-N濃度は12 mg/Lと比較しても高く，事故が発生しや

すい状況だったと考えられる。 

アンモニアは弱アルカリ性では非解離のアンモニア

（NH3）として存在し，毒性が高くなる5)。C橋の水質は弱

アルカリ性でNH4
+濃度が高く，へい死が発生しうる状態で

あった。一方，へい死場所上端より上流である山側水路

の2地点については，pHはやや高めであるもののNH4
+濃度

は低かった。 

4.1.2 2日目（表2） 

 へい死の状況を確認するため，現地調査を行った。C橋

のNH4
+濃度は高く，かつ，弱アルカリ性の状態を保持して

いた。これは，事故のあったA川に流れがほとんどなく，

流入する水も少ないためと考える。DOは4.6 mg/Lとへい

死が起こる程ではないがやや低かった。 

B水路系統については，水路合流地点から約1 m程度上

流である山側水路合流前（地点5）では，やや高い濃度（26 

mg/L）で検出された。しかし，さらに上流である地点4で

NH4
+は低濃度であったことから，山側水路以外の2水路か

らのNH4
+流入が疑われた。いずれの地点もpHは中性よりや

や高かった。DOの測定は行っていない。 

 
4.1.3 3日目（表3） 

 2日間の調査から，へい死の原因は弱アルカリ性での高

アンモニア状態であることが疑われたため，NH4
+流入の継

続の有無及び流入源の確認を行うため追加調査を行った。 

 C橋のNH4
+濃度は2.8 mg/Lとへい死が起こらない程度に

低くなっていた。pHは中性であり，DOも8.8 mg/Lであっ

た。しかし，水路合流地点付近の山側水路合流前（地点

5）及び団地側水路合流前（地点7）において，NH4
+がそれ

ぞれ750 mg/L及び1000 mg/Lで検出された。山側水路合流

前は，前日の26 mg/Lから大きく増加した。pHは，山側水

路で9.1と弱アルカリ性であったが，団地側水路では6.7

と中性であった。DOは山側水路で2.8 mg/L，団地側水路

で1.2 mg/Lと低かった。この2地点ではPO4
3-濃度も高くな

っていた。両地点のTN/TP比はそれぞれ16，17とほぼ同じ

であり，この2地点の汚染源は同じであると考えられる。

なお，この水質異常による新たなへい死は発生していな

い。これは先のへい死でB水路の生物がほぼ全滅したため

と考える。この調査で，水路合流地点付近へ新たにNH4
+成

分が流入していることが疑われた。団地側水路の上流地

点である駐車場横の集水枡（地点8）のNH4
+濃度は0.2 mg/L

と低く，この経路からの流入ではないと考えられた。地 

表1 pH，イオン濃度及びTN・TP（1日目） 

 

 

 

 

 

表2 pH，DO，イオン濃度及びTN・TP（2日目） 

 

 

 

 

 

(mg/L)
地点名 番号 pH NO3

－ NO2
－ NH4

+ NO2-N+NO3-N＋NH4-N TN PO4
3－ PO4-P TP TN/TP比

C橋 ① 9.1 6.0 1.2 120 99 120 14 4.7 5.1 25
山側水路 上流1日目 ② 7.4 2.9 0.15 0.97 1.4 1.8 0.43 0.14 0.27 7
山側水路 最上流 ③ 8.4 2.6 0.14 0.34 0.9 1.5 0.92 0.30 0.49 3

(mg/L)
地点名 番号 pH DO NO3

－ NO2
－ NH4

+ NO2-N+NO3-N＋NH4-N TN PO4
3－ PO4-P TP TN/TP比

C橋 ① 9.2 4.6 6.5 1.3 120 95 86 13 4.1 4.1 21
 山側水路 上流 ④ 8.8 - 1.7 n.a. 0.40 0.71 0.87 5.9 1.9 0.26 3

山側水路 合流前 ⑤ 8.5 - 4.8 1.3 26 21 23 4.3 1.4 1.3 18
C橋下流 ⑥ 8.9 - 7.3 1.2 30 25 27 3.5 1.1 1.1 24
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表3 pH，DO，イオン濃度及びTN・TP（3日目） 

 

 

 

 

 

 

表4 pH，イオン濃度及びTN・TP（5日目） 

 

 

 

 

 

 

 

 

点8と団地側水路合流前の間で大量に水が流入する地点

はなく，NH4
+はグラウンド北水路から流入していると推察

した。 

 
4.1.4 5日目（表4） 

4日目の夕方，住民から管轄保健所へ同水路周辺の異臭

についての通報があった。保健所職員が検知管を用いて

大気中アンモニア濃度を測定したところ2 ppmであった。

翌日（5日目），保健所が異臭のあった地点周辺の水につ

いてアンモニアパックテストを実施したところ，周辺団

地内の１つの浄化槽排水から80 mg/Lで検出されたため，

当所において保健所が採取した周辺の水の検査を行った。 

 3日目に高いNH4
+濃度を示した2地点については，310 

mg/L及び210 mg/Lと低下はしていたものの依然高い濃度

であった。団地側水路合流前のpHは，3日目の6.7から9.1

へ上昇していた。 

 浄化槽排水が流入する側溝D（地点9）のNH4
+濃度は85 

mg/Lとアンモニアパックテストどおりであったが，側溝

の水が流入した前後（地点10及び11）でのB水路のNH4
+濃

度に変化はなかった。また，側溝D水のTN/TP比は9であり，

B水路の水のTN/TP比の2分の1程度であった。これらから，

側溝DとB水路の水質は異なり，B水路全体の高NH4
+状態は

この浄化槽排水によるものではないと考えられた。 

 

4.1.5 10日目（3日目採取水の性状変化） 

 3日目採取水を，採取から7日後に冷蔵室（6℃）から取

り出したところ，山側水路合流前及び団地側水路合流前

の検体の性状が変化していた。保存していた容器のフタ

を開けると強いアンモニア臭があり，ヘッドスペースの

アンモニア濃度を測定したところ検知管の最高濃度200 

ppm以上であった。また，団地側水路合流前のpHは採取時

には6.7であったが，7日後には9.6に変化していた。当検

体について，採取から3週間後に再度イオン成分を測定し，

採取時の値と比較した（表5）。NH4
+濃度が5倍に増加し，

PO4
3-以外の陰イオンとNa+が減少していた。無機態窒素濃

度は820 mg/Lから4000 mg/Lに増加した。TNは変化しない

と仮定すると，採取時はNのうち約18%が無機態窒素とし

て，残り82％が有機態窒素で存在していた。変化後は約

91%が無機態窒素として，残り9%が有機態窒素で存在して

いた。団地側水路合流前の検体では，冷暗で貧酸素の環

境下で有機態窒素が分解しNH4
+が増加していたというこ

とになる。一方，NO3
-及びNO2

-は減少していた。 

一般的に有機物は微生物等により分解されて尿素等の

有機態窒素となり，さらにNH4
+となる。NH4

+は好気的条件

下で，硝化菌によってNO2
-になり，さらにNO3

-になる（硝

化）。また，嫌気的条件下で，NO3
-は還元されてN2となる

（脱窒）。本検体においては，有機物及び有機態窒素は 

表5 事故3日目採取水の採取日及び保管3週間後のイオン成分 

 

 

 

 

※ NH4
+に合わせて500倍希釈で測定しているため,K+，Ca2+,Mg2+,は希釈により測定できていない可能性がある。 

（mg/L）
測定日 SO4

2- NO3
－ Cl－ F－ NO2

－ PO4
3－ NH4

+ Na+ K+ Ca2+ Mg2+

採取日 38 17 28 2.2 3.9 770 1000 260 n.a. n.a. n.a.
3週間経過後 5.5 n.a. 15 n.a. n.a. 810 5100 160 n.a. n.a. n.a.

(mg/L)
地点名 番号 pH DO NO3

－ NO2
－ NH4

+ NO2-N+NO3-N＋NH4-N TN PO4
3－ PO4-P TP TN/TP比

C橋 ① 7.5 8.8 7.4 0.10 2.8 3.9 3.8 0.36 0.11 0.20 19
山側水路 上流 ④ 8.1 11.6 3.9 0.10 0.10 1.0 1.2 0.50 0.16 0.19 7
山側水路 合流前 ⑤ 9.1 2.8 14 3.3 750 590 2800 530 170 170 16
団地側水路 合流前 ⑦ 6.7 1.2 17 3.9 1000 820 4400 770 250 260 17
団地側水路 集水枡 ⑧ 8.4 6.4 2.7 0.049 0.2 0.78 - 0.036 0.011 - -

(mg/L)
地点名 番号 pH NO3

－ NO2
－ NH4

+ NO2-N+NO3-N＋NH4-N TN PO4
3－ PO4-P TP TN/TP比

C橋 ① 8.0 7.1 0.078 1.2 2.5 2.5 0.36 0.11 0.15 16
山側水路 合流前 ⑤ 9.4 7.0 4.1 400 310 480 78 25 29 17
団地側水路 合流前 ⑦ 9.1 n.a. 2.6 270 210 300 25 8.3 20 15
浄化槽排水流入側溝D ⑨ 6.2 410 1.1 85 150 160 56 18 17 9
B水路 D側溝水流入前 ⑩ 9.2 5.1 2.5 330 260 300 46 15 16 19
B水路 D側溝水流入後 ⑪ 9.4 13 2.3 320 250 310 42 13 14 21
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表6 pH，DO，イオン濃度及びTN・TP（16日目） 

 

 

 

 

 

 

 

表7 pH，イオン濃度及びTN・TP（18日目） 

 

 

 

 

 

 

 

分解されてNH4
+となったが，DOが消費されて貧酸素となっ

ていることから，NO2
-及びNO3

-に酸化されず，また，わず

かに存在していたNO2
-及びNO3

-は嫌気的条件下でN2となり

減少したと推測する。脱窒過程ではOH-が放出されてpHが

上昇するため，当検体においてもpHが上昇したと考えら

れる。 

4日目に現場大気中でアンモニアが検出されたことか

らも，現場のB水路でも同様の変化が起こっていたと推測

した。 

これは，へい死が起こった後（3日目）に確認された水

質異常であるため，このことがへい死の原因とは言えな

い。しかし，事故通報以前にも同様のことが発生したと

すると，B水路に生息していた多種類の生物をへい死に至

らせた可能性がある。また，B水路のアンモニア汚染が，

通報日未明の降雨によりA川に広がったことでへい死範

囲が広がったのではないかと考えた。 

 

4.1.6 16日目（表6） 

 14日目に日量65.5 mmの降雨があり，保健所が現場にて

アンモニアパックテストを実施したところ，全地点でNH4
+

濃度1 mg/L以下となっていた。しかし，これまでの調査

から再流入の恐れがあったため16日目に再調査したとこ

ろ，NH4
+濃度が団地側水路合流前（地点７）では15.7 mg/L

に上昇していた。また，流入源として疑われたグラウン

ド北水路の東端では4.8 mg/Lであったが，西端では31.3 

mg/Lであったことから，この水路の途中で窒素源が供給

されている可能性が高いと考えた。なお，pHは全地点に

おいて，弱アルカリ性ではなく，DOも十分にあることか

ら，へい死が起こる状態ではなかった。 

 

4.1.7 18日目（表7） 

 NH4
+は，グラウンド北水路→団地側水路→B水路という

流れで流入している可能性が考えられたため，グラウン

ド北水路への流入水を調査した。 

 グラウンド北水路西端のNH4
+濃度は17 mg/Lであるのに

対し，東端は2.8 mg/Lであり，推測どおりグラウンド北

水路の途中で高いNH4
+濃度の水が流入していることがわ

かった。実際，グラウンド北水路の中頃で合流する側溝

（浄化槽排水流入側溝E，地点14）の検体のNH4
+濃度が180 

mg/Lと高値であった。TN/TP比は16とグラウンド北水路西

端のTN/TP比に近い値であり，この側溝の水がグラウンド

北水路西側の水質に影響を与えていると推測された。浄

化槽排水流入側溝EのpHは7.6と中性であったが，グラウ

ンド北水路西端のpHは8.4とやや高かった。 

また，pHについては，東端で最初に測定した時は7.1で

あったが，その1時間後には流入水の影響により8.1に上

昇していた。このことから，グラウンド北水路の水質は

側溝から流入する水の影響を直接的に受け，NH4
+濃度やpH

が時により変化する可能性が示唆された。 

高pHの水が，NH4
+濃度の高い水路へ流入すると毒性の高

いNH3の存在比が高くなると考えられ，流入水によるpHの

上昇もへい死を引き起こす原因の一つとなった可能性が

ある。 

 

4.2 追加調査 

4.2.1 ウレアーゼ活性確認試験（表8） 

 培養温度は，夏期から冬期までを想定した37，20，6℃

の一定温度とした。培養後，強く赤変したものを＋＋，

やや赤変したものを＋とした。 

 底質については，培養1週間後のグラウンド北水路西端

(mg/L)
地点名 番号 pH DO NO3

－ NO2
－ NH4

+ NO2-N+NO3-N＋NH4-N PO4
3－ PO4-P

山側水路 合流前 ⑤ 8.3 9.9 3.1 0.056 0.10 0.8 0.32 0.10 
団地側水路 合流前 ⑦ 8.2 5.7 9.6 1.0 15 14 3.1 1.0 
グラウンド北水路 西端 ⑫ 8.1 5.8 23 1.8 31 30 7.5 2.4 
グラウンド北水路 東端 ⑬ 7.5 8.9 30 1.2 4.8 11 4.2 1.3 

(mg/L)
地点名 番号 pH NO3

－ NO2
－ NH4

+ NO2-N+NO3-N＋NH4-N TN PO4
3－ PO4-P TP TN/TP比

C橋 ① - 4.1 0.140 0.39 1.2 1.9 0.49 0.16 0.25 7
山側水路 合流前 ⑤ 8.3 11 2.2 12 13 14 3.5 1.1 1.3 11
グラウンド北水路 西端 ⑫ 8.4 0.36 0.42 17 13 16 3.2 1.0 1.3 13
グラウンド北水路 東端 ⑬ 7.1～8.1 25 1.6 2.8 8.4 8.6 3.7 1.2 1.2 7
浄化槽排水流入側溝E ⑭ 7.6 1.5 1.1 180 140 130 30 9.8 8.0 16
浄化槽排水流入側溝F ⑮ 7.1 0.088 0.13 0.0050 0.065 2.7 n.a. n.a. 0.40 7
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及び中央並びに山側水路の検体で，37℃及び20℃の培養

温度で陽性であった。また，これらの検体では2週間後に

は6℃においても陽性となった。周辺土壌は37℃で1週間

後に陽性となり，20℃で2週間後に陽性となった。6℃で

の反応は認められなかった。 

 水の検体では，グラウンド北水路全ての水及び山側水

路合流前の水が2週間後に20℃で陽性となった。山側水路

の上流の水は37℃でのみ陽性であった。浄化槽排水流入

側溝Eの水は1週間後に20℃で強く赤変し，2週間後には37

℃でも強く赤変した。また，当所で保管していた事故3日

目採取水でも同様の検査を行ったところ，全ての温度で

陽性であった。なお，対照として実施した一般家庭の浄

化槽排水においては，いずれの温度でも陽性とならなか

った。 

 以上から，グラウンド北水路及び山側水路合流前の底

質には，土壌とは異なり6℃という低温でもウレアーゼ活

性をもつ微生物が存在することが考えられた。また，同

地点の水には，20℃でウレアーゼ活性をもつ微生物が存

在し，これは浄化槽排水流入側溝Eの水と同様であった。

このことから，側溝からグラウンド北水路へ20℃でウレ

アーゼ活性をもつ微生物が供給されている可能性が示唆

された。 

 グラウンド北水路では，NH4
+が側溝から供給されるのに

加え，6℃から37℃と幅広い温度で尿素が分解され，アン

モニアが産生されており，これらが当該水路を平常時か

らアンモニア濃度の高い水路としていると推察する。 

 

4.2.2 BOD及びN-BOD（表9） 

代表地点6カ所のBOD及びN-BODを測定した。 

表9 BOD及びN-BOD 

 

 

 

 

 

 

NH4
+濃度が高かった浄化槽排水流入側溝E（地点14）に

おいて，全BODのうちN-BODの割合は26%であり，他の地点

より硝化菌による硝化活性が高かった。グラウンド水路

西端でもN-BODの割合が12%であり，当該地点にも硝化菌

が存在すると考えられ,平常時から硝化菌が繁殖できる

環境であることが示唆された。 

 

5．まとめ 

 今回，へい死が起こったA川，B水路及びB水路へ流入す

るグラウンド北水路で高いNH4
+濃度が確認された。グラウ

ンド北水路への水の供給源は，団地内の事業所から排出

される浄化槽排水であった。浄化槽排水が排出される側

溝の一部で100 mg/Lを超える高濃度が確認され，この側

溝が主なNH4
+供給源と考えられた。しかし，この側溝水の

pHは中性であり，その状態では魚類へい死を起こす状態

のNH3にはなっていないようだった。 

調査中，B水路及び当所で保存していた水のpHが中性か

ら弱アルカリ性に変化したことが観察された。これは，

有機物が多い水の内部変化によると推察され，この状態

ではNH4
+は毒性の高いNH3になっていると考えられた。し

かし，グラウンド北水路のpHは流入してくる側溝の水の

表8 底質，土壌及び水のウレアーゼ活性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(mg/L)
地点名 pH DO BOD C-BOD N-BOD

C橋 7.4 6.3 4.3 4.1 0.1 
山側水路 合流前 7.7 6.1 14.5 13.6 0.9 
グラウンド北水路 西端 8.1 5.7 51.2 45.0 6.1 
グラウンド北水路 東端 7.5 9.2 1.4 1.2 0.1 
浄化槽排水流入側溝E - 2.7 142.3 105.2 37.1 
浄化槽排水流入側溝F 7.2 6.4 61.9 66.1 -4.1 

1週間後 2週間後

37℃ 20℃ 6℃ 37℃ 20℃ 6℃
グラウンド北水路 西端 ＋＋ ＋＋ － ＋＋ ＋＋ ＋＋
グラウンド北水路 中央 ＋＋ ＋＋ － ＋＋ ＋＋ ＋
グラウンド北水路 東端 － － － － ＋＋ ＋
山側水路 合流前 ＋＋ ＋＋ － ＋＋ ＋＋ ＋

グラウンド － － － － － －
グラウンド北水路横 土手 ＋＋ － － ＋＋ ＋ －
山側水路横 山 ＋＋ ＋ － ＋＋ ＋＋ －
山側水路横 水田 ＋＋ ＋ － ＋＋ ＋＋ －

グラウンド北水路 西端 － － － － ＋ －
グラウンド北水路 中央 － － － － ＋ －
グラウンド北水路 東端 － ＋ － － ＋＋ －
山側水路 合流前 － － － － ＋ －
山側水路 上流 ＋ － － ＋＋ － －
浄化槽排水流入側溝E ＋ ＋＋ － ＋＋ ＋＋ －
一般家庭浄化槽排水 － － － － － －

水 (参考)事故３日目採取水 ＋＋ ＋＋ ＋＋ ＋＋ ＋＋ ＋＋

培養温度 培養温度種類 地点名

底質

土壌

水
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pHに影響されていることも確認しており，外部の影響に

よりpHが高くなることでNH4
+がNH3になる可能性も考えら

れた。今回の調査ではどちらが原因でへい死が起こった

かは判明できなかった。 

 また，グラウンド北水路に供給される水には，NH4
+とと

もにウレアーゼ活性を持つ微生物及び硝化菌が含まれて

いた。さらに，当該水路の底質は，幅広い温度でウレア

ーゼ活性を示すことを確認した。このことから，水路に

おいても，尿素の分解によりアンモニアが増加している

可能性が考えられた。 

 その後の調査においても，グラウンド北水路西端では

アンモニアパックテストで10 mg/L程度検出されている。

しかし，へい死は起こっておらず，この状態がこの水路

の平常状態と考える。 

高知県汚水処理人口普及状況は，下水道整備率40%，農

業集落排水施設等3%，浄化槽人口普及率が31％（H31.3.31

時点）となっており，下水道の整備されていない地域で

は浄化槽が使用されていることが多い。今回は，事務所

の浄化槽からの排水が原因と考えられる事例であったが，

県内のどこでも起こりうる事例と考える。 

高知県では，魚類へい死事故が発生すると，事故発生

場所を管轄する保健所が現場調査を行い，その際にはpH，

DO，水温の測定や必要なパックテスト等を行うこととし

ている。これまで高知県ではアンモニアを原因としたへ

い死が確認されたことはなく，アンモニアパックテスト

は実施してこなかった。しかし，今回の事例でアンモニ

ア濃度の確認も必要であることがわかった。また，アン

モニアの毒性にはpHによる形態が大きく関わっているこ

とからpHを同時に測定することが重要である。さらに，

アンモニア濃度及びpHが上昇した原因を推測するためDO

を把握しておくことが望ましい。 

へい死調査時は，通報者等の思い込み等に捕らわれず

事実や各種測定結果から原因を探っていくことが必要で

あるため，これまでの初動調査で行ってきたとおり，pH，

DO，水温等の基本項目の測定は重要であることを改めて

感じた。 
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＜報 文＞ 

 

福岡県における地域汚染由来の高濃度オゾン 
に対するNOx，VOC排出量削減の効果* 

 

山村由貴**, ***・力 寿雄**・中川修平**・山本重一** 

 

キーワード ①オゾン ②NOx排出量 ③VOC排出量 ④化学輸送モデル ⑤感度解析 

 

要   旨 

 地域汚染の影響でオゾン濃度が高まった2018年夏季の高濃度日を対象に，九州エリアのNOx，VOC排出量の削減が福岡

県内のオゾン濃度に与える影響について，化学輸送モデルを用いて解析した。その結果，VOC排出量削減がオゾン濃度変

化に与える影響は小さく，NOx排出量削減は，NOx排出量の多い福岡市・北九州市を含む福岡県北側ではオゾン濃度が増

加させ，福岡市より南側のエリアでは減少させることが判った。NOx排出量の多いエリアにおいてNOx排出量を削減する

と，下層ではNOとの反応等によって消滅するオゾン量が減少し，上層では光化学反応によって生成するオゾン量が減少

すると考えられる。そのため，NOx排出量の多い県の北側エリアではNOx排出量の削減によりオゾン濃度が増加し，北側

エリアの上層で生成したオゾンが輸送される福岡市より南では，オゾン濃度が減少したと考えられる。 

 

 

 

1．はじめに 

福岡県において，環境基準を達成していない大気汚染

物質は，微小粒子状物質（以下，PM2.5）と光化学オキシダ

ントである1)。（以下，光化学オキシダントとオゾンを同

義として取り扱う。）PM2.5については，中国の大幅なSO2，

NOx等の削減に伴い，越境大気汚染濃度が減少したことか

ら，県内のPM2.5濃度は減少傾向にある1)2)。一方，光化学

オキシダントについては，図1に示すように，前駆物質で

あるNOxやVOCの濃度が減少しているにも関わらず，オゾ

ン濃度は増加傾向にある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図1 福岡県内NOx, VOC（非メタン炭化水素NMHC），

O3濃度の経年変化 

 

この原因の一つとして，日中のオゾン生成濃度が， 

 

 

 

当該エリアのNOx，VOC排出量変化に対して，非線形的に

変化することが挙げられる。オゾン濃度とNOx，VOC濃度

との関係の模式図を図2に示す（井上ら(2010)3）をもとに

加筆）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2 NOx，VOC排出量に対するオゾン濃度の 

感度の模式図 

 

オゾン濃度とNOx，VOC濃度との関係は，以下の2種類に

分けられる4)。 

(1) NOx-sensitive領域：オゾン濃度はNOx排出量の削 

  減で減少するが，VOC排出量の削減ではほとんど 
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減少しない 

(2) VOC-sensitive領域：オゾン濃度はVOC排出量の削

減で減少するが，NOx排出量の削減ではほとんど減

少しない 

例えば，対象エリアが図2のPoint Aに該当した場合，

オゾン濃度はVOC排出量を削減すると減少するが，NOx排

出量を削減しても減少しない（VOC-sensitive領域）。一

方Point Bに該当した場合，オゾン濃度はNOx排出量を削

減すると減少するが，VOC排出量を削減しても減少しない

（NOx-sensitive領域）。 

また，(1)，(2) 間の遷移的な状態として，以下が定義

されることもある5)。 

 (3) mixed-sensitive領域：NOx排出量，VOC排出量いず

れの削減でもオゾン濃度が減少する状態 

さらに，図1には示されていない状態であるが，以下の 

状態も確認されている3)6)。 

 (4) NOx-titration：オゾン濃度が（OHラジカル連鎖反

応による）生成ではなく，排出されたばかりのNOx

による消失に支配される状態 

 (5) insensitive：オゾン濃度がいずれの排出量にも影

響されない状態 

オゾン濃度を低減させるための効果的な前駆物質の排

出量削減対策を策定するためには，対象とするエリアが

図2のどの領域に位置するか，すなわち，NOxやVOCをどの

ように削減するとオゾン濃度低減に効果的であるかを把

握する必要がある。この把握に対して，非線形的な反応

過程を考慮することができる化学輸送モデルによるシミ

ュレーションは，非常に有効である。実際に，2006年度

に施行されたVOC排出抑制制度は，環境省によるシミュレ

ーション結果7)が根拠となっている。環境省によるシミュ

レーションでは，2000年を基準としてVOC排出量を30%削

減した場合の2010年における光化学オキシダント注意報

発令延べ日数を試算し，VOC排出量を削減しない場合の

259日から64日に減少すると推定した。VOC排出抑制制度

の導入によって高濃度出現延べ日数が大きく低減すると

予測されたことが，制度導入につながった。また，井上

ら(2010)3)は，関東地方で高濃度オゾンが出現した夏季の

複数日を対象に，化学輸送モデルによるシミュレーショ

ンを行い，関東地方のオゾンについて，VOC-sens，mixed-

sens，NOx-sens，NOx-titration，intensitiveエリアの地

理的分布を明らかにした。 

本研究では，福岡県内のオゾン濃度低減に資するデー

タを得るため，地域汚染の影響でオゾンが高濃度となっ

た2018年夏季の複数日を対象に，九州エリアのNOx，VOC

排出量の削減が福岡県内のオゾン濃度に与える影響につ

いて，化学輸送モデルを用いて解析した。また，瀬戸内

地方からオゾンが流入して高濃度となったケースについ

ても，オゾン濃度のNOx排出量に対する感度の変化を解析

した。 

 

2．方法 

2.1 化学輸送モデル 

気象場の計算には，領域気象モデルWeather Research 

and Forecasting model (WRF) Version 3.9.1.1を使用

した。計算領域は，図3に示す東アジア域(D01)と西日本

域(D02)，福岡県を含む北部九州域(D03)とし，D01を64 km

×64 km，D02を16 km×16 km，D03を4km×4kmで3wayネス

ティングした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3 計算領域 

 

気象データには米国環境予報センター (NCEP) の全球

客観解析データ (FNL)8) を使用した。土地利用には，WRF

に付随するUnited States Geological Survey (USGS) の

データを利用した。表1にWRF計算条件を示す。 

 

表1 WRF計算条件 

モデル         WRF (Version 3.9.1.1) 

計算領域・解像度 

64 km×64 km (D01:東アジア) 

16 km×16 km (D02:西日本) 

4km×4km (D03:北部九州) 

鉛直層数 39 (~100 hPa) 

地理データ 
USGS GTOPO30 (地形) 

USGS 25 Category (土地利用) 

気象データ NCEP FNL 

解析期間 2018.6.1～2018.8.31 

D01

DEF

D02

D02

A

B

C

D03

長尾局
苅田局

小郡局

橘局

D03

(a)

(b)
(c)
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化学輸送モデルには，CMAQ Version 5.0.2を使用した。

大気中の汚染物質およびその前駆物質の反応過程は，気

相化学反応にSAPRC07，エアロゾル過程にAERO6を使用し

た。計算領域，解像度，鉛直層数はWRFと同様であり，東

アジア域 (D01) の計算結果を西日本域 (D02) ，西日本

域(D02)の計算結果を北部九州域(D03)計算の境界条件に

使用した。計算期間は2018年5月21日～8月31日とし，6月

～8月を解析対象期間とした。 

CMAQの計算に使用した各排出量データを表2に示す。な

お，東アジアの排出量データであるRegional Emission 

inventory in Asia (REAS) version 29)に含まれるNH3は

月変化をもたないため，Streets et al. (2003)10) に基

づいて排出量の季節変動を補正した。 

 

表2 排出量データ 

東アジア人為起源 

（日本を除く） 

Regional Emission 

inventory in Asia 

(REAS) version 2 

国内人為起源 

（自動車・船舶を除く） 
EAGrid2010-Japan11) 

国内船舶 
OPRF’s Ship Emission 

inventory12)  

国内自動車 

JATOP Emission 

Inventory 

-Data Base 2011 

Automobile Source 

(JEI-DB2011-AS)13) 

植物起源 

Model of Emissions of 

Gases and Aerosols 

from Nature (MEGAN) 

version2.0414) 

火山 

Aerosol Comparisons 

between Observations 

and Models (AeroCom)15) 

気象庁火山活動報告資料    

（阿蘇山，桜島）16)  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.2 プロセス解析 

CMAQ の Process analysis の Integrated Process 

Rates  (IPRs)では，指定成分の濃度の増加・減少に対す

る，各物理・化学過程の寄与を求めることが可能である。

オゾンに関するIPRsでは，気相反応過程（CHEM）の他に

液相過程 (CLDS) ，水平移流・拡散 (HADV・HDIF) ，鉛

直移流・拡散 (VADV・ZDIF) ，乾性沈着 (DDEP)が含まれ

ており，ある時間のオゾン濃度変化率[ppb/hr]は式(1)で

表される。 

 

∆𝑂𝑂3
∆𝑡𝑡

= (𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶) + (𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶) + (𝐶𝐶𝐻𝐻𝐶𝐶𝐻𝐻・𝐶𝐶𝐶𝐶𝐻𝐻𝐻𝐻)

+ (𝐻𝐻𝐻𝐻𝐶𝐶𝐻𝐻・𝑍𝑍𝐶𝐶𝐻𝐻𝐻𝐻) + (𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐷𝐷) 

(1) 

 

本研究では，オゾン生成・消滅に関する気相反応過程

(CHEM)を考察に使用した。 

 

2.3 解析対象日 

 福岡県内の大気常時監視局である苅田局，長尾局，小

郡局，橘局を対象に，いずれかの局のオゾン濃度が80ppb

を超えた合計10日を高濃度日として抽出した。苅田局は

県の東側，瀬戸内沿海に位置する。長尾局は県の西側，

交通量の多い福岡市内に位置する。小郡局は県の中心付

近，橘局は県の南端付近に位置し，共に付近に大きなNOx，

VOCの発生源は存在しない。各局の位置は，図3中に示す。 

九州エリアで生成したオゾンに対するNOx，VOC排出量

削減の影響について検証するため，九州外から流入した

オゾン濃度が高いと考えられる日は除外した。抽出した

高濃度日のうち，6月21日，24日，25日は地域発生源の少

ない離島エリアである長崎県対馬局のオゾン濃度が

80ppbを超えており，越境汚染によって国外から流入した

オゾン濃度が高いと考えられたため，除外した。また，7

月19日については，四国の南海上に存在する台風の影響

により，瀬戸内エリアのオゾンが九州へ流入していたた

め，除外した。ただし，7月19日については，3.4で別途

解析を行う。抽出した日および解析対象日の選定結果を 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ox1時間値の最高値 [ppb]
苅田 長尾 小郡 橘 備考

2018 6 2 63 87 97 84
3 59 82 91 72
4 50 83 93 75
9 69 73 83 63

21 89 77 84 62 越境汚染(対馬89ppb）
22 63 81 88 68
24 67 81 79 71 越境汚染(対馬96ppb)
25 48 80 103 79 越境汚染(対馬80ppb)

7 19 75 55 94 70 台風の影響で瀬戸内から汚染が流入

8 18 46 46 84 55

表3 解析対象日 
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表3に示す。以下，抽出した高濃度日6日を平均した時間

変化を，高濃度日の特徴と定義して議論する。 

 

2.4 感度解析 

北部九州(D03)のNOx，VOC排出量分布を図4に示す。福

岡県内で排出量が多いのは，主に北九州エリアと福岡市

エリア（図4中黒丸エリア）である。北九州エリアは工業

地帯を有しており，福岡市エリアは商業都市であり，自

動車交通量が多い特徴を有する。 

本研究では，感度解析として，計算期間中継続して九

州のNOxまたはVOC排出量を3割削減した計算と，全排出量

を含む標準計算の3ケースの計算を行った。得られた結果

の中から表3で示した高濃度日を抽出し，オゾン濃度の時

間変化を平均した。この平均オゾン濃度に対して，NOxま

たはVOC排出量を3割削減した計算と標準計算との差を比

較した。さらに，瀬戸内エリアからオゾンが流入した7月

19日については，当日のみNOx排出量を3割削減した計算

を行い，標準計算との比較を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4 北部九州(D03)のNOx，VOC排出量の水平分布（地

上～約2000mのカラム濃度の日平均値），   

(a)NOx排出量，(b)VOC排出量（植物起源VOCを除

く） 

 

なお，削減したVOCは，Kitayama et al.(2019)17)を参

考に，SAPRC07で考慮されている40成分から，植物起源VOC

を除いた36成分とした。削減対象としたVOC一覧を表4に

示す。 

表4 削減対象としたVOC  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

物質名

(SAPRC07中表記)

詳細

TOLU Toluene

ETHE Ethene

HCHO Formaldehyde

MEOH Methano

ETOH Ethanol

ACET Acetone

MXYL M-xylene

OXYL O-xylene

PXYL P-xylene

MEK 5×10−13 <kOH [cm3mol−2s−1]< 5×10−12 の

Ketonesおよびアルデヒド以外の酸化物

BENZ Benzene

CCHO Acetaldehyde

PRPE Propene

ACYE Acetylene

ACRO Acrolein

MACR Methacrolein

AACD Acetic acid

BALD Aromatic aldehyde

FACD Formic acid

GLY Glyoxal

MGLY Methylglyoxal

ALK1 kOH [ppm-1min-1] < 5×102のAlkane

および揮発性芳香族化合物

ALK2 2.5×102 < kOH [ppm-1min-1]< 5×102の

Alkaneおよび揮発性芳香族化合物

ALK3 2.5×103 < kOH [ppm-1min-1] < 5×103の

Alkaneおよび揮発性芳香族化合物

ALK4 5.3×103 < kOH [ppm-1min-1] < 1×104の

Alkaneおよび揮発性芳香族化合物

ALK5 kOH [ppm-1min-1] > 1×104 のAlkane

および揮発性芳香族化合物

ARO1 kOH [ppm-1min-1] < 2×104 のAromatics

ARO2 kOH [ppm-1min-1]> 2×104 のAromatics

OLE1 kOH [ppm-1min-1]< 7×104 のAlkenes

OLE2 kOH [ppm-1min-1] > 7×104のAlkenes

PRD2 kOH [ppm-1min-1]> 5×10-12のAromatics

RCHO LUmped C3 + aldehydes

BACL Biacetyl

CRES Phenols and cresols

B124 1,2,4-Trimethylbenene

13BDE 1,3-Butadiene

(a)

(b)

10-4 10-3 10-2 10-1 100

VOC [mol/s]

10-5 10-4 10-3 10-2 10-1

NOx [mol/s]

長尾局

苅田局

小郡局

橘局
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3．結果と考察 

3.1 モデルの再現性評価 

2.3で抽出した高濃度日について，苅田局，長尾局，小

郡局，橘局の1:00～24:00のオゾン濃度観測値をCMAQによ

る計算値と比較し，相関係数Rと共に図5に示す。いずれ

の局も相関係数は0.9以上であり，濃度の変動傾向は概ね

再現できていた。長尾局については，計算に使用した国

内の自動車起源NOx排出量データが2010年を対象とした

ものであったため，交通量の多い福岡市エリアのNOx排出

量が現在よりやや過大であった可能性がある。これによ

り，NOxによるオゾン消滅反応が過大となり，オゾン濃度

が観測に比べて過小となった可能性が考えられる。また，

小郡局は福岡市の風下に位置し，福岡市エリアから流入

するオゾンの影響を強く受けるため，長尾局と同様に過

小傾向となったと考えらえる。 

 

3.2 オゾンの生成と輸送 

CMAQで計算した高濃度日の，オゾン濃度と風向風速の

水平分布の時間変化を図6に示す。図中の網掛部は標高

200m以上のエリアである。図6から，11:00に北九州エリ

アと福岡市エリア（長尾局付近，図6(b)灰点線丸部）の

風下で濃度が上昇し始めていることが判る。その後，

14:00から17:00にかけて，海風の侵入に伴い，高濃度オ

ゾンは小郡市（小郡局付近）を経て大牟田市（橘局付近）

へと流れた。20:00になると，全域で濃度が下がっていた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図5 観測値と計算値との比較 

(a)苅田局，(b)長尾局，(c)小郡局，(d)橘局 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図6 高濃度日のオゾン濃度と風向風速の水平分布 

R=0.96
橘局

1:00 5:00 9:00 13:00 17:00 21:00 24:00

3
[p

p
]

(a) 8:00 JST (b) 11:00 JST (c) 14:00 JST

(d) 17:00 JST (e) 20:00 JST

10 80O3 [ppb]
Wind Speed
6 m/s
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図5においても，オゾン濃度のピークが時間と共に長尾局，

小郡局，橘局と玄海灘側から南へ順に移動しており（図

5中青点線），図6の海風に対応していることが確認でき

た。高濃度日における，図3(c)中の黒点線方向に沿った

断面図の経時変化を図7に示す。図7中には，オゾン濃度

（カラーコンター），温位（コンター線），風向を示し

ている。また，CMAQのIPRsによって求めたオゾンの生成

・消滅率を図8に示す。長尾局（福岡市）における気相反

応によるオゾンの生成・消滅率 [ppb/hr]の鉛直分布を図

8(a)，地上約15mにおける気相反応，乾性沈着，水平移流

・拡散，鉛直移流・拡散によるオゾンの生成・消滅率 

[ppb/hr]の，長尾局における時間変化を図8(b)，小郡局

における時間変化を図8(c)に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図7 オゾン濃度のD03断面図の経時変化 

（オゾン濃度：カラーコンター，温位：コンター線） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図8 オゾン濃度変化率，(a)気相反応による濃度変化 

   率鉛直分布（長尾局），地上約15mにおける各過  

   程による濃度変化率；(b)長尾局，(c)小郡局 

 

オゾンの生成・消滅率は，正であればオゾンの生成，

負であれば消滅を意味する。図7から，11:00から17:00に

かけて，福岡市の上空（図3(c)中エリアA，長尾局付近）

の高度500～2000m付近で濃度が上昇していたことが判る。

一方，地上付近は上空ほど濃度が上昇していなかった。

これらは，図8(a)において，長尾局（福岡市）の気相反

応によるオゾンの生成・消滅率が上空で正，地上付近で

負，すなわち上空では光化学反応によってオゾンが生成

し，地上付近ではNOとの反応等によってオゾンが消滅し

ていたことと整合している。また，図7から，14:00，17:00

には海風の侵入に伴い，福岡市上空のオゾンが小郡局か

ら橘局付近（図3中エリアB，C）まで輸送されていたこと

が判る。なお，地上から約1000m付近までは海風となって

いるが，それより上空では反流により，陸から海へ向か

って風が流れており，上空のオゾンが一部玄海灘方向へ

輸送されていることが判る。また，11:00から17:00にか

けて，混合層が地上～1000m付近まで発達していることが

確認できる。図8(b)から，長尾局（福岡市）の地上付近

では，オゾン濃度は鉛直移流・拡散によって増加し，気

相反応と水平移流・拡散によって減少している。これは，

(a)
長尾局

長尾局

小郡局

(b)

(c)

ABC

九州 玄海灘有明海

長尾局小郡局橘局

(a) 8:00 JST

(b) 11:00 JST

(c) 14:00 JST

(d) 17:00 JST

(e) 20:00 JST
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福岡市上空で生成したオゾンが，混合層内の鉛直混合に

よって地上付近まで下降してNOと反応し，鉛直混合しな

がら，海風によって小郡局方面へ水平に輸送されていた

ことを示していると考えられる。一方，図8(c)から，小

郡局の地上付近では，オゾン濃度は主に水平移流・拡散

によって増加し，鉛直移流・拡散によって減少している。

これは，小郡局の地上付近へ福岡市から水平方向に流入

した高濃度気塊が，鉛直混合によって混合層内を拡散し

たことによると考えられる。また，小郡局の地上付近で

は気相反応の寄与は小さいが，これは福岡市に比べて付

近のNOx排出源量が少なかったためと考えられる。 

図7(e)，図8(c)から，20:00には福岡市から水平に流

入する気塊のオゾン濃度が下がるため，小郡局・橘局に

おいても地上付近の濃度が下がっている。 

 

3.3 九州のNOx，VOC削減による福岡県内オゾン濃

度の変化 -地域汚染による高濃度日- 

2.4で述べた，九州のNOxまたはVOC排出量を3割削減し

た計算と，全排出量を含む標準計算について，オゾンが

高濃度となる11:00から17:00までを平均し，(a) 標準計

算のオゾン濃度の水平分布，(b) 九州のNOxを3割削減し

た計算と標準計算のオゾン濃度の差，(c) 九州のVOCを3

割削減した計算と標準計算のオゾン濃度の差，として図

9に示す。図9(b)，(c)は，オゾン濃度の変化量を表し，

NOx，VOC削減によってオゾンが減少した場合は負（寒色），

増加した場合は正（暖色）を示す。なお，図9(b)，(c)に

おいて，海上でも濃度変化がみられているが，これは2.4

で述べたように，計算期間中継続して九州のNOxまたは

VOC排出量を3割削減した計算し，その中から高濃度日を

抽出しているためである。図9(b)から，福岡県では，福岡市

エリアおよび玄海灘沿海（糸島を除く），北九州エリアおよび瀬

戸内海沿海でNOx削減によりオゾンが増加しており，福岡市エリ

アより南では，NOx削減によりオゾンが減少していることが判る。 

苅田局，長尾局，小郡局，橘局における，九州のNOxを3割削

減した場合と標準計算のオゾン濃度の時間変化を図10に

示す。図10から，苅田局と長尾局ではNOx削減によってオ

ゾン濃度が増加し，小郡局と橘局では日中のオゾンが高

濃度となる時間帯を中心にオゾン濃度が低下している。

図9(b)を図4(a)と比較すると，オゾン濃度が増加したのは，苅田

局を含む北九州エリアや長尾局を含む福岡市エリアといった，

NOx排出量の多いエリアであることが判る。これは，NOxが減少す

ることで，地上付近でNOとの反応等によって消滅するオゾンの量

が減少したためと考えらえる。対して， NOx削減によりオゾンが

減少した福岡市エリアより南（小郡局，橘局を含む）は，福岡市

上空で生成したオゾンが輸送されていたエリアである。これは，

福岡市付近では，NOx排出量削減により，地上付近で消滅するオ

ゾンの量が減少したが，同時に上空で光化学反応によって生成す 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図9 オゾン濃度の水平分布（11:00～17:00平均値） 

(a)標準計算，(b) 九州のNOxを3割削減した計算と標準

計算とのオゾン濃度の差，(c) 九州のVOCを3割削減した

計算と標準計算とのオゾン濃度の差 

 

るオゾンの量も減少したことで，福岡市上空から南へ輸送される

オゾン濃度が減少したためと考えらえる。 

また，VOC排出量を削減した場合は，図9(c)から，福岡県全域で

オゾン濃度が減少していたことが判る。しかし，その減少濃度は

最大でも3ppb程度であり，NOxに比べてVOCの影響は小さいことが

示唆された。以上のことから，高濃度日の福岡県は，主にNOx-

titrationエリア（図9(b)の暖色領域，玄海灘沿海および瀬戸内

海沿海）とNOx-sensitiveエリア(図9(b)の寒色領域，福岡市エリ

アより南側)で構成されていることが明らかになった。 
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図10 九州のNOxを3割削減した場合のオゾン濃度と 

標準計算のオゾン濃度の時間変化 

(a)苅田局，(b)長尾局，(c)小郡局，(d)橘局 

 

3.4 九州のNOx削減による福岡県内オゾン濃度の

変化 -瀬戸内からの移流- 

3.3では，主に九州内で生成したオゾンが高濃度となっ

た日を対象に，長期（解析期間である6月1日から8月31日

まで）にわたってNOx，VOCを削減した場合のオゾン濃度

の変化について議論を行った。ここでは，九州外からオ

ゾンが流入したことで高濃度となった日について，該当

日当日のみNOxを削減した場合の変化について検討する。 

 7月19日は，九州の南海上を北進していた台風の影響で，

瀬戸内地方の風向が東よりになり，瀬戸内エリアで生成

されたオゾンが福岡県内の瀬戸内沿海や北九州を中心と

した九州地方へ流入していた。7月19日の，図3(b)中の黒

点線方向に沿った断面図のオゾン濃度経時変化を図

11(a)から(e)に示す。図11中には，オゾン濃度（カラー

コンター），温位（コンター線），風向を示している。

また，図11(c)の白枠内に該当するD03エリアの断面図を

(f)に示す。11:00に四国（図3(b)中エリアD）から瀬戸内

海(図3(b)中エリアE)でオゾン濃度が上昇し，14:00から

20:00にかけて北九州(図3(b)中エリアF)上空へ輸送され 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図11 オゾン濃度の断面図の経時変化 

（オゾン濃度：カラーコンター，温位：コンター線） 

(a)-(e)D02断面図，(f)(c)の白枠エリアのD03断面図 

 

ていたことが判る。なお，瀬戸内海から北九州へ高濃度

オゾンが流入する際，オゾン濃度が鉛直方向へ立ち上が

っているように見えるが（図11(f)中白丸），これは，陸

上では混合層が発達していたため，海上から流入した気

塊が鉛直方向に拡散されたことによる。 

また，北九州エリアは地上付近のオゾン濃度が低いが，

これは，3.3で述べた福岡市エリアと同様に，NOとの反応等

によって消滅するオゾンの量が多かったためと考えられる。
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また，同時に上空では光化学反応によるオゾン生成が起

きていたと考えられ，そこに瀬戸内エリアから輸送され

たオゾンが加わったことで，さらに高濃度となったとみ

られる。 

 この7月19日について，九州エリアのNOxを19日の9:00

から3割削減した計算と，全排出量を含む標準計算につい

て，オゾンが高濃度となる11:00から17:00までを平均し，

(a) 標準計算のオゾン濃度の水平分布，(b) 九州のNOx

を3割削減した計算と標準計算のオゾン濃度の差，として

図12に示す。図12(a)から，19日は高濃度日平均（図9(a)）

より濃度が上がっているエリアが多く，特に，瀬戸内エ

リアで生成したオゾンの流入の影響が大きい福岡県内の

瀬戸内沿海や北九州を中心に，より高濃度となっていた

ことが判る。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図12 7月19日オゾン濃度の水平分布 

(a) 標準計算，(b) 19日の9:00から九州のNOxを3割削

減した計算と標準計算とのオゾン濃度の差 

 

さらに，図12(b)では，NOx排出量の多い北九州の一部

エリアと福岡市エリアではオゾン濃度の増加がみられる

ものの，その他エリアは概ね減少傾向となっている。図

9(b)と比較しても，濃度減少傾向のエリアが増加してい

ることが判る。これらのエリアでは，九州エリアのみの

汚染の影響を受けていた場合と，瀬戸内エリアから汚染

が流入した場合で，NOx排出量削減に対するオゾン濃度の

感度が変わっている。Seinfeld and Pandis(2016)19)では，

シミュレーションによって，アトランタのオゾン濃度が

図13（Seinfeld and Pandisをもとに加筆）のようにNOx，

VOC排出量に依存することが示されている。図13中の

Point Cでは，NOx排出量を削減するとオゾン濃度が増加

する（図13中 Point C下矢印）。一方，Point Cよりオゾ

ン濃度の高いPoint C’では，NOx排出量を削減するとオゾ

ン濃度が減少する（図13中 Point C’下矢印）。福岡県内

においても，九州エリア外からの汚染の流入によって汚

染状況が変化したことで，NOx排出量削減に対するオゾン

濃度の感度が変わった可能性がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図13 アトランタにおけるNOx，VOC排出量に対する 

オゾン濃度の感度 

 

以上のことから，光化学オキシダントの環境基準達成

に向けて，長期にわたるNOx，VOCの排出量削減のオゾン

濃度抑制効果を検証するとともに，急性的な健康被害抑

制のために，オゾン濃度上昇が予測される日に対して， 

当日のNOx，VOC排出量削減の効果をエリアごとに検証し，

政策へつなげることが重要である。 

 

4．結言 

地域汚染の影響でオゾンが高濃度となった夏季の福岡

県を対象に，九州エリアのNOx，VOC排出量の削減が県内

オゾン濃度に与える影響について，化学輸送モデルを用

いて解析した。その結果，以下のことが明らかとなった。 

(1) 福岡県内の高濃度日のオゾン濃度は，NOx排出量の

多い福岡市エリア，北九州エリアで低く，福岡市

エリアより南で高い傾向がみられた。 

(2) 化学輸送モデルのProcess analysisによる解析の

結果，福岡市付近では，上空では光化学反応による

オゾンの生成，地上付近ではNOとの反応等による

オゾンの消滅が起きていたことが判った。また，上

100

10

O3
[ppb]

10

-6

ΔO3
[ppb]

0

(a)

(b)

Point C Point C’

オゾン濃度[ppb]

VOC 初期濃度 [ppbC]

200

160

120

N
O

x 
初

期
濃

度
[p

pb
]

80

40

0
400 800 1200 1600 2000



 

＜報文＞ 福岡県における地域汚染由来の高濃度オゾンに対するNOx，VOC排出量削減の効果 

211 

   

〔 全国環境研会誌 〕Vol.45 No.4（2020） 

60 

空で生成したオゾンは，海風によって福岡市エリ

アより南側へ輸送されていた。 

(3) 九州のNOx排出量を3割削減すると，福岡市エリア，

北九州エリアを含む福岡県北側エリアではオゾン

濃度が増加し，福岡市エリアより南側ではオゾン

が減少する傾向がみられた。これは，NOx排出量の

多い北側エリアでは，NOx排出量削減によって，地

上付近でNOとの反応によって消滅するオゾン量が

減少すると同時に，上空で光化学反応によって生

成するオゾン量も減少したことによると考えられ

る。 

(4) VOC排出量を削減した場合は，福岡県全域でオゾン濃度が

減少していたが，その減少濃度はNOx排出量を削減した場

合に比べて小さかった。 

(5) 九州域で生成したオゾンに瀬戸内エリアから流入

したオゾンが加わって高濃度となった日について

は，地域生成のみの場合より，NOx排出量削減によ

ってオゾン濃度が減少するエリアが増加した。 

本研究により，福岡県域のオゾン濃度のNOx，VOC排出

量に対する感度の地理的分布が初めて示された。これに

より，NOx，VOC排出量削減施策に対するオゾン濃度の応

答を明らかにすることができる。 

一方で，使用した国内の排出量データの対象が2010年

であり，現在のNOx，VOC排出量とはやや異なることなど，

課題も残されている。また，入力する植物起源VOCによっ

て，対象エリアのオゾンのNOx，VOC削減への感度が変化

することも指摘されている18)。今後，福岡県内のオゾン

濃度を下げる効果的な前駆物質の排出量削減対策を策定

するため，更新した排出量データや日本の詳細な植生デ

ータを用いた，より再現性の高い計算を行っていくこと

が重要と考えられる。 
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＜環境省ニュース＞ 

 
地域気候変動適応センター支援策について 

 

環境省大臣官房総合政策課環境研究技術室 

 

1．気候変動適応法の公布・施行 

近年，気温の上昇，大雨の頻度の増加や，農作物の品

質低下，動植物の分布域の変化，熱中症リスクの増加な

ど，気候変動の影響が全国各地で起きており，さらに今

後，長期にわたり拡大するおそれがあります。気候変動

に対処し，国民の生命・財産を将来にわたって守り，経

済・社会の持続可能な発展を図るためには，温室効果ガ

スの長期大幅削減に全力で取り組むことはもちろん，現

在生じており，また将来予測される被害の回避・軽減等

を図る気候変動への適応に，多様な関係者の連携・協働

のもと一丸となって取り組むことが一層重要となりま

す。 

こうした状況を踏まえ，気候変動への適応を初めて法

的に位置付けこれを推進するための措置として，2018年

6月，気候変動適応法が公布され，同年12月1日より施行

されました。 

 

2．地域気候変動適応センター設置による地域の

適応策推進 

同法のもと，政府はもとより各地方公共団体において

も地域気候変動適応計画の策定が進められるほか，地域

の気候変動影響や適応策に関する情報の収集・分析等を

行い，地域気候変動適応計画の策定や適応策の検討を科

学的にバックアップする「地域気候変動適応センター」1)

の設置が進められています。気候変動の影響は地域ごと

に異なり，幅広く多様であることから，最新の科学的知

見に基づいた全体で整合のとれた取組を推進することが

求められるとともに，地域における優先事項を明らかに

し，適応を効果的かつ効率的に推進していくことが必要

となります。そのため，地域気候変動適応計画を策定

し，地域の適応を推進する上での統一した考え方や方向

性を提示し，各地域に相応しい適応策の検討・実施する

ことが大変重要となります。 

地域気候変動適応センターを担う具体的な機関として

は，地方環境研究所及び地方大学等が想定されています

が，特に地方行政の一部として地域の環境について基盤

的知見を有する地方環境研究所に中心的な役割を果たし

ていただくことが強く期待されています。 

国立環境研究所の気候変動適応情報プラットフォーム

（A-PLAT https://adaptation-platform.nies.go.jp/in

dex.html）によれば，地域気候変動適応センターは2020

年11月現在全国で25件（内訳：都道府県 23件，政令市 

1件，市町村 1件）設置されています。 

環境省及び国立環境研究所が行っている地域気候変動

図. 地域気候変動適応センターのイメージ（A-PLATより引用） 

1) 適応法においては，都道府県及び市町村が地域における気候変動影響及び気候変動適応に関する情報の収集・分析・

提供等を行う拠点として，地域気候変動適応センターを確保するよう努めるとされている。 
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適応センター支援策としては次のものがあります。是

非，積極的な活用をご検討ください。 

 

① 環境研究総合推進費 

環境政策貢献型の競争的研究資金である「環境研究総

合推進費」では，平成31年度課題公募から，気候変動適

応法を踏まえた気候変動への適応に関する研究課題のう

ち，地方公共団体の試験研究機関，地方環境研究所また

は気候変動適応法に基づく地域気候変動適応センターと

なることが想定される機関から応募された，地域の関係

者と連携して行い他地域の適応策にも貢献しうる研究課

題については一定の採択枠が設けられ，優先的に採択さ

れています。現在来年3月上旬の採択内定発表（予定）

に向け審査中です。 

 

② 国立環境研究所による支援 

気候変動適応法のもと，国立環境研究所が気候変動影

響及び気候変動適応に関する情報の収集・整理・分析・

提供や，地方公共団体や地域気候変動適応センターにお

ける気候変動適応に関する取組に対する技術的助言など

を行う役割を担うことが定められました。この新たな業

務と気候変動適応に関する研究を一体的に実施するため

の拠点として，気候変動適応法の施行日に合わせ，2018

年12月１日に気候変動適応センター（Center for 

Climate Change Adaptation (CCCA)）が設立されていま

す。 

CCCAはその役割を果たすため，適応策を検討する際の

情報基盤であるA-PLATを通じて気候変動の影響，気候変

動適応策に関する科学的知見や適応に向けた様々な取り

組みなどの最新情報を発信し利用者を支援しています。 

また，CCCAは地方公共団体及び地域気候変動適応セン

ターの職員を対象とした研修や意見交換会を主催してい

ます。2020年度は７，８月に計３回開催した研修では全

国約90の地方公共団体・関連団体等から約140名の方

に，10月に開催した意見交換会では100名以上の方にご

参加いただきました。そして，こうした研修等を通じて

地域の気候変動影響情報の収集・整理や地域気候変動適

応計画の策定方法に関する理解を深めていただいたり，

地域気候変動適応センターに求められる役割，センター

設置に向けて必要な準備と課題，他部局や上層部への理

解を得るための工夫等について意見を出し合って今後の

取り組みの参考にしていただいたりしました。 

さらに，環境研究の発展及び地域への技術的援助の一

環として，「気候変動適応に関する地域気候変動適応セ

ンター等との共同研究」を実施しています。2020年度

は，「適応推進に資する科学情報提供に向けた共創プラ

ットフォームの構築」や「気候変動による暑熱・健康等

への影響に関する研究」等４件の共同研究を実施してい

ます。 
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＜支部だより＞ 

 

中国・四国支部  

 

 

 中国・四国支部の活動について報告します。 

（支部事務局：山口県環境保健センター） 

 

1．第56回 水環境フォーラム山口 

（担当機関：山口県環境保健センター） 

(1) 日時 令和2年1月25日 

(2) 場所 山口県セミナーパーク(山口市) 

(3) 内容 

①「島の水族館」 

なぎさ水族館  

内田 博陽 氏 

②「長崎県大村湾における再生砂による浅場づ

くりについて」 

長崎県環境保健研究センター  

粕谷 智之 氏 

③「宍道湖における水草繁茂の現在・過去・未

来について考える」 

島根県保健環境科学研究所  

神門 利之 氏 

④「導電性コンクリート下水管による硫化水素

の発生抑制」 

山口大学大学院創成科学研究科  

福島 聖人 氏 

⑤「廃棄物溶出試験における六価クロムの分析

について」 

山口県環境保健センター  

山瀬 敬寛 氏 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2．令和2年度 支部総会 

（担当機関：香川県環境保健研究センター） 

支部総会及び各部会（所長･企画部会，水環境部

会，大気環境部会等）を，地方衛生研究所全国協

議会中国四国支部会議と合同で開催した。 

(1) 支部総会（書面開催） 

①支部長表彰 

 次の4名を表彰（令和2年11月16日付け） 

堀切 裕子 氏（山口県環境保健センター） 

宇野 克之 氏（愛媛県立衛生環境研究所） 

山下  浩  氏（高知県衛生環境研究所） 

下田 喜則 氏（広島市衛生研究所） 

②支部長報告 

(2) 部会（Web開催） 

  ①令和2年11月16日 

    所長・企画部会 

    微生物部会 

    理化学部会 

②令和2年11月17日 

   水環境部会 

   大気環境部会 

 

 

3．令和2年度 環境測定分析統一精度管理ﾌﾞﾛｯｸ会議 

(担当機関：岡山県環境保健センター) 

(1) 日時 令和2年12月9日(Web開催) 

(2) 内容 

 ①境測定分析統一精度管理調査について 

 ②令和元年度環境測定分析統一精度管理調査

結果について 

 ③環境測定分析における留意点及び精度管理

について 

 

平成28年度から平成30年度の環境測定分析統

一精度管理調査の結果の評価や精度管理の問題点

の議論は実施年度に行われていたが，令和元年度

からは，環境省の意向により，翌年度行われてい

る。 
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編 集 後 記

Withコロナの時代に入り“新しい生活様式”が定着し

つつありますが，皆さまはどのようにお過ごしでしょう

か。 

新型コロナウイルス感染症の影響で，研修会や会議な

どが中止となるケースが多くなっており，今後も実施が

見通せない状況が続いています。コロナ禍を契機に，

Web会議やテレワークなどこれまでとは異なる業務形態

が導入されてきています。 

先日，Web会議に参加しました。これまでの会議は

FACE TO FACEで相槌を打ったり，その場の空気を感じな

がら発言のタイミングを探っていましたが，Web会議で

はどこに向かって話をしたらよいかなど戸惑いややりに

くさを感じながら会議に臨みました。始めのうちこそそ

う感じたものの，会議の進行に伴い段々と慣れていき，

終わりの頃には抵抗感も減って，思っていたよりも支障

なく進められるツールであると感じるようになりまし

た。途中で映像や音声が途切れて，会議の進行が妨げら

れることもありましたが，移動時間の節約や，どこでも

開催できるなどのメリットも多く，インターネットに安

定して接続できる環境さえ確保できれば，今後も有効に

活用できるツールになるものと考えられます。働き方改

革とも相まって普及が進めば，仕事のスタイルも大きく

変わる予感がします。 

このように情報技術へ関心が向く中，最近DXという見

慣れない言葉が目に留まります。Wikipediaで調べてみ

ると，「デジタルトランスフォーメーション」という意

味を表しているようで，「ITの浸透が，人々の生活をあ

らゆる面でより良い方向に変化させる」という概念で

2004年にスウェーデンのウメオ大学のエリック・ストル

ターマン教授が提唱したとされています。少し前までは

IT化と連呼していたと思ったら，ICT，IoTと違いが十分

理解できないまま次から次へと情報技術に関する言葉が

登場し，目まぐるしく情報社会が進んでいることを実感

します。アフターコロナではデジタル化による人々の結

びつきが一層進み，これまでとは全く異なる社会になる

ことは間違いなさそうです。 

＊  ＊  ＊ 

さて，長野県内最大の諏訪湖においては，水環境保全

と諏訪湖を活かしたまちづくりを一体的に進める「諏訪

湖創生ビジョン」を策定し，官民協働で様々な取組を進

めています。この取組をより多くの方々に知っていただ

くため，「諏訪湖創生ビジョン」を象徴するロゴマーク

を一般公募により決定しました。デザインの趣旨は，山

は諏訪湖周辺の車山，霧ケ峰，八ヶ岳などの山々と，日

本アルプスのある自然豊かな長野県を意味し，湖はハク

チョウ，シジミ，ワカサギをシンボルとして多種多様な

生き物が育まれる水環境を表し，人と生き物が共存し，

誰もが訪れたくなる諏訪湖をイメージしています。 

今後，各種イベントなどで諏訪湖のシンボルとして地

域活動を応援していくことに一役買ってくれそうです。 

＊ ＊ ＊ 

最後になりましたが，巻頭言を執筆いただきました山

口県環境保健センター所長様，環境省ニュースを執筆い

ただきました環境省大臣官房総合政策課環境研究技術室

様，特集「自然災害と環境リスクへの対応」や報文を投

稿いただきました皆様，「支部だより」を執筆いただきま

した山口県環境保健センター様には，お忙しいところご

協力をいただき，ありがとうございました。今後とも会

誌への積極的な投稿についてご協力をお願いします。 

（長野県環境保全研究所） 
                                        

令和２年度 

全国環境研協議会広報部会 
＜ 部 会 長 ＞ 長野県環境保全研究所長 
＜広報部会担当理事＞ 山梨県衛生環境研究所長 
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